
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和５年度 京都府総合計画の実施状況 
 
 
 
 
 

（１）８つのビジョンと基盤整備・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
 

（２）８つの広域連携プロジェクト・・・・・・・・・・・・・・９５ 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 ２ 



1 

 

 
（１）「８つのビジョンと基盤整備」の取組状況 
 

 

「安心できる健康・医療・福祉の実現」の取組状況 

 

【概 要】 

人生 100年時代に対応した、府民が安心して地域生活を営める、危機に強い健康・医療・

福祉システムを創り上げ、地域と産業と一体となった、質の高い、持続可能な医療・介護・

福祉サービスを府内のどの地域でも受けられる環境を実現 
 
 

【到達目標】 

指標名称 単位 
基準値 目標数値 

参考年間 

目    標 

実績数値 

(達成率％) 

（2022年度） （2026年度） （2023年度） （2023年度） 

健康寿命 歳 

男性 71.85 

女性 73.97 

（2016年） 

73.10 

75.22 
－ － 

介護老人福祉施設・介護

老人保健施設等の入所

定員総数 

人 

(床)  

23,678 

（2021年度） 

24,214 

（2023 年度） 
24,214 

23,947 

(98.9) 

介護人材の確保（累計） 人 
2,685 

（2021年度） 

7,500 

(2021～2023年

度) 

7,500 
7,758 

(103.4) 

介護予防事業（サービス

内容や地域等）を拡充し

た NPO数（累計） 

団体 
116 

（2021年度） 
300 200 

200 

(100.0) 

 

【令和５年度の主な成果】 

○ 新興感染症への迅速な転用が可能な施設・設備整備を行う病院を支援及び新興感染

症に関する知識及び技術を身につけた看護師等を養成 

 

○ 介護・福祉人材総合支援センターの運営により、介護福祉人材確保の拠点として、

就業支援やマッチングに加え、就業後の研修や定着支援までを一体的に実施 
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【令和５年度実績】※８つのビジョンに掲げる主要な方策を掲載 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】新たな感染症に備えた保健・医療・介護体制の構築 

新興感染症発生等も含めたあらゆる危機事象に

対応できる京都府全体の危機管理体制の強化 

◆危機管理センター整備事業 

災害対策本部会議室や映像情報システムなど

の主要部分を整備し、令和６年３月に運用を開始

した。 

「京都府新型インフルエンザ等対策行動計画」

の改定による、社会経済活動への影響が最小限

となるよう、感染症の特性を踏まえた適切な対

応を実施 

◆新型コロナウイルス感染症への対応をふまえ

た上で、感染症予防の総合的な推進を図るため、

「京都府感染症予防計画」を令和６年３月に改

定。引き続き、政府行動計画の改定を踏まえ、「京

都府新型インフルエンザ等対策行動計画」を令和

６年度中に改定予定。 

情報の速やかな集約・分析機能を備えた「京都

版ＣＤＣ（疾病予防管理センター）」の創設 

◆将来発生が見込まれる新興感染症等に対応す

るため、「京都府感染症予防計画」を改定した。 

 

◆新興感染症に係る情報の速やかな集約や専門

的見地からの分析等を行う京都版ＣＤＣに備え

るべき機能や、感染症専門人材の育成、感染症に

関する研究、企業や大学等との連携のあり方、組

織体制等について情報収集等を行った。 

保育所等の子どもの居場所における感染症対策

の徹底など、子どもたちが安心・安全に生活で

きる体制づくりの促進 

◆保育対策総合支援事業 

市町村が地域の状況に応じて実施する保育人

材確保、小規模保育設置による受皿整備、環境改

善のための改修等基盤整備などの事業に必要な

経費の支援等を行った。 

・実施市町村：21市町村 

 

◆新型コロナウイルス感染症対策事業 

(1) 保育所等感染拡大防止緊急対策事業 

市町村が実施する、保育所等において職員が

感染症対策の徹底を図りながら保育を継続的に

実施するための取組に必要な経費の支援等を行

った。 

・実施市町村：３市 

(2) 放課後児童クラブ等感染防止対策事業 

市町村が実施する、放課後児童クラブ等にお

いて職員が感染症対策の徹底を図りながら保育
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

を継続的に実施するための取組に必要な経費の

支援等を行った。 

・実施市町村：９市町 

高齢者施設等における、平時からの施設内感染

専門サポートチームによる支援の実施と有事に

迅速に対応できる体制の構築 

◆新型コロナウイルス感染症対策事業 

（施設内感染専門サポートチームの派遣） 

医療機関、社会福祉施設等で集団感染が疑われ

た場合に、早期に適切な感染防止策を講じるた

め、専門家を派遣した。 

・派遣実績：162 回 

【重点分野】人口減少社会においても安心して医療を受けられる持続可能な医療提供体制の構築 

緊急性や専門性の高い疾病、新興感染症等につ

いての２次医療圏にとらわれない医療提供体制

整備の推進 

◆総合医師確保対策事業 

（周産期医療ネットワーク基盤整備事業） 

医師偏在、診療科偏在の課題がある中で、どこ

でも安心・安全に分娩できるよう、妊産婦の患者

情報を共有するための妊産婦モニタリングシス

テムを導入する分娩取扱医療機関を支援した。 

・補助対象医療機関：14医療機関 

 

◆新興感染症対策強化事業 

新興感染症への迅速な転用が可能な施設・設備

整備を行う病院を支援するとともに、感染症に関

する知識及び技術を身につけた看護師等を養成

した。 

・補助対象病院：１病院 

・養 成 人 数：138人 

 

◆循環器病対策事業 

病気のステージに応じた切れ目のない循環器

医療体制構築ため、各医療機関の機能（役割）を

整理し、効率的な連携体制について検討を行っ

た。 

医療機関の役割分担や、ＩＣＴ等技術的手段を

用いた患者情報の共有などによる連携強化を進

める新たな医療提供体制ネットワークの構築 

◆地域医療機能強化特別事業（ハード） 

医療機関の病床機能強化に必要となる施設・設

備整備、人材養成等に係る経費及び病床機能強化

に併せて行う在宅医療提供の実施に必要な経費

を補助することにより、病床転換を支援した。 

 ・補助対象医療機関：５病院 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

◆地域医療機能強化特別事業（ソフト） 

医療関係団体の研修事業への補助を通じ、病院

管理職の意識改革をはじめ、各職域（医師、看護

師、薬剤師、事務職員等）において病床機能転換・

強化への対応や意識向上を図った。 

・補助対象団体：２団体 

 

◆総合医師確保対策事業 

(1) 周産期医療ネットワーク基盤整備事業 

 医師偏在、診療科偏在の課題がある中で、どこ

でも安心・安全に分娩できるよう、妊産婦の患者

情報を共有するための妊産婦モニタリングシス

テムを導入する分娩取扱医療機関を支援した。 

・補助対象医療機関：14医療機関 

 (2) 遠隔病理診断システム構築事業 

 医師偏在、診療科偏在の課題がある中で、がん

診療において極めて重要な役割を担う病理診断

の結果を共有するための遠隔病理診断システム

を導入する医療機関を支援した。 

・補助対象医療機関：３医療機関 

府立医科大学附属病院における、関係医療機関

との機能的連携を踏まえた高度医療機能の充実

や感染症への即応力の強化、入院患者のＱＯＬ

向上等を実現する施設・設備の整備推進など、

病院機能の更なる充実を推進 

◆医科大学施設整備推進事業 

 感染症への即応や医療を取り巻く環境変化に

対応した機能整備計画の策定に対して支援した。 

緊急時や災害時の救急医療充実をめざした、救

命救急センターや災害拠点病院の体制の強化

と、高度な救命処置が必要な患者の広域搬送の

拡充に向けた取組の推進 

◆救急搬送体制検討事業 

令和６年４月の高度救命救急センター等の指

定に向け、求められる機能や指定要件についての

他府県状況、公募の申請病院の人員・設備等の現

況などを調査、分析したほか、救急搬送体制のあ

り方について検討を行った。 

・高度救命救急センターの指定 ２箇所 

・救命救急センターの指定   ２箇所 

看護師の確保・定着対策について、潜在看護師

の働き方に応じた就業しやすい環境整備と看護

師の確保、京都府生涯現役クリエイティブセン

◆北部地域看護師確保対策事業 

 高齢化が急速に進む北部地域において、看護師

確保対策の一層の充実を図り、地域包括ケアを着

実に推進するため、北部地域の病院実習受入拡大
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

ターとの連携を通じた看護師のタスクシェアの

推進 

の支援や、京都府看護師等確保対策推進協議会等

の開催を実施した。 

・北部病院看護師の実習指導者講習会受講 

支援    ：５病院６人 

 ・南部地域看護師等学校養成所学生の北部地域 

臨地実習支援：７校 87人 

 ・看護師等修学資金北部特別枠の設置 

：貸与者 11 人 

 

◆潜在看護師再就業支援強化事業 

 新型コロナワクチン業務等を通じて把握した

潜在看護師が、希望する働き方や技術に応じて再

就業ができるよう、看護技術確認証の交付、求職

者の働き方に応じた求人側とのマッチング、再就

業に必要な技術習得研修を実施した。 

・技術確認証の交付数：102件 

・マ ッ チ ン グ 実 施 数：162回 

（うち 53人がマッチング成立） 

  ・技術習得研修受講者数： 98 人 

高齢者や障害者が安心して必要な医療を受けら

れるための医療費等の負担軽減 

◆老人医療給付助成事業 

65歳以上 70 歳未満の高齢者の健康の保持・増

進を図るため、市町村が行う医療費の給付に対し

て助成した。 

・実施市町村： 全市町村 

・助成額：276,046,445円  

 

◆重度心身障害児（者）等医療給付助成事業 

 重度心身障害児（者）及び重度心身障害のある

高齢者の医療に係る経済的な負担を軽減するた

め、市町村が実施する福祉医療給付事業等に助成

した。 

・実施市町村：全市町村 

・助成額 

   重度心身障害児(者)：1,948,781,000 円 

   重度心身障害老人 ：1,008,848,900 円 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

◆障害者福祉サービス提供体制整備事業 

 障害に伴う身体機能の低下を補うために、生命

維持に大きく関わる医療を継続的に受けている

身体障害者に対し、市町村が行う医療費の給付に

対して助成した。 

  ・助成市町村：  19市町村 

・助 成 額：17,961,000 円 

【重点分野】高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる医療・介護・福祉の

連携による地域包括ケア体制の強化 

介護老人福祉施設・老人保健施設等の整備推進

と、小規模多機能型居宅介護や 24時間対応の

在宅サービスの充実など、施設・在宅サービス

を車の両輪として整備推進 

◆京都式地域包括ケアセカンドステージ事業 

（地域介護基盤整備促進事業） 

 地域医療介護総合確保基金等を活用すること

により、市町村の計画に基づき、特別養護老人

ホーム等介護保険施設等の整備事業に助成し、

介護基盤整備を推進した。 

認知症初期集中支援チームなどによる早期発

見・早期対応と、市町村による「チームオレン

ジ」の立ち上げ支援など、多様な主体の参画に

よる認知症総合対策の推進 

◆京都式地域包括ケアセカンドステージ事業 

（認知症総合対策事業） 

(1) 認知症の人とその家族を支えるため、相談

体制の充実及び専門的な診断等のサービスを充

実し、医療・介護・福祉の連携体制の強化を図

った。 

・認知症疾患医療センターの設置：８箇所 

・認知症初期集中支援チームの設置：26市町村 

・初期認知症対応型カフェの設置：26 市町村 

(2) 京都認知症総合センター機能強化事業 

  認知症の初期から重度まで、状態に応じた適

時・適切なサービスを一体的に提供する複合型

施設「京都認知症総合センター」における医

療・介護連携の枠組みの構築や、初期支援プロ

グラムの開発等を支援した。 

(3) チームオレンジの立ち上げ支援  

  オレンジコーディネーター（チーム立ち上げ

で中核的役割を果たす人材）研修や、市町村ヒ

アリングの実施、市町村認知症施策担当者会議

における他県のチームオレンジの先進事例紹介

等により、市町村支援を行った。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

高齢者や認知症の人に身近なサービスを提供す

る企業等による認知症にやさしいモノやサービ

スの創出支援など、全国に先駆けて京都から

「認知症にやさしいまちづくり」を推進 

◆京都式地域包括ケアセカンドステージ事業 

（認知症総合対策事業） 

 「認知症にやさしい異業種連携共同宣言」賛

同企業を随時募集するとともに、企業が中心と

なって多様な関係者と連携し、認知症の人にと

ってやさしいモノやサービスの創出について考

える「異業種連携協議会」の開催を行った。 

・賛 同 企 業 数：126企業 

 ・協議会開催回数：６回 

要介護度に応じた適切な介護サービスを提供す

るとともに、家族・介護者に対する「家事支援

サービス」の導入などレスパイトの充実 

次年度以降対応 

在宅での療養から入退院・看取りまで切れ目の

ない医療・介護サービスを提供するため、病

院、診療所、施設間の円滑な連携・引継を可能

とする「患者情報共有システム」を構築 

次年度以降対応 

府域全体のリハビリテーション人材の充実や、

地域生活に向けたリハビリテーション提供体制

を充実させるなど、地域リハビリテーション支

援センターの機能強化を推進 

◆総合リハビリテーション支援拠点整備基本計 

画策定事業 

（総合リハビリテーション支援拠点基本計画の

策定（令和６年３月）） 

 意見聴取会議及びパブリックコメントの結果

を踏まえ、既存施設の見直しも含めた施設整備

に係る今後の目指すべき方向性を定めた総合リ

ハビリテーション支援拠点基本計画をとりまと

めた。 

 

◆総合リハビリテーション充実費 

(1) 地域リハビリコーディネート事業 

  地域リハビリ支援センターにコーディネータ

ーを配置し、地域包括支援センター等に対する

助言、リハビリ従事者への訪問指導、リハビリ

サービス窓口担当者との事例検討会等を実施し

た。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

・リハビリサービスの助言：409件 

・リハビリ従事者への訪問指導：427 回 

・事 例 検 討 会 参 加 者 数：733人 

(2) リハビリ人材確保育成事業 

  理学療法士等養成施設の在学者に修学資金を

貸与するとともに、就業フェアや研修会を開催

するなど、人材の確保・育成を図った。 

 ・修学資金貸与人数：       60人 

  ・就業フェア参加者数：       83人 

  ・研 修 会 受 講 者 数：延べ 1,316 人 

(3) リハビリ医等養成事業 

回復期、維持・生活期のリハビリを担う、リ

ハ医、リハ専門職の養成及び府内定着を推進す

るため、研修会等を実施するとともに、府立医

大のリハ医学教室の運営を支援した。 

  ・座学研修会参加者数：66人（１回） 

 ・実 践 セ ミ ナ ー：８課目 

(4) 訪問リハビリ事業所等整備促進事業 

  在宅療養者が訪問リハビリサービスを受けら

れる環境を整備するため、事業所開設に要する

経費を助成した。 

 ・交付先：２事業所 

(5) 北部リハビリテーション推進事業 

  北部リハビリテーション支援センターにおい

て、丹後・中丹地域のリハビリテーションの充

実のため、在宅リハビリテーション研修等の取

組を実施した。 

  ・参加者数：67人 

保健所の地域包括ケア推進ネットや共助型生活

支援推進隊などを中心とした、市町村における

地域包括ケアシステム構築等の伴走支援 

◆京都式地域包括ケアセカンドステージ事業 

（京都地域包括ケア推進機構の事業展開） 

 京都地域包括ケア推進機構において、多職種

による在宅療養支援プロジェクト、看取り対策

プロジェクト、認知症総合対策推進プロジェク

ト等５つの事業推進プロジェクトを実施すると

ともに、各保健所に地域包括ケア推進ネットを

設置し、プロジェクトを実施する市町村及び地

域団体等に対し支援を行った。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

定年退職者や子育てを終えた層など多様な人材

を介護・福祉の担い手として介護分野での就労

につなぐ、介護・福祉人材の確保支援 

◆京都式地域包括ケアセカンドステージ事業 

（京都府介護・福祉人材確保総合事業） 

(1) 介護・福祉人材総合支援センターの運営 

  介護福祉人材確保の拠点として、就業支援や

マッチングに加え、就業後の研修や定着支援ま

でを一体的に実施した。 

・就業相談・マッチング事業：内定者 216 人 

(2) 福祉人材カフェの運営 

  福祉人材カフェにおいてきめ細やかな就業相

談・支援を行うとともに、求職者支援員の配置

や福祉職場就職フェアの開催等を実施し、介

護・福祉を担う人材の確保・定着を図った。 

 ・福祉人材カフェ（京都ジョブパーク内）   

相談件数：3,724 件 就職者数：557 人 

 ・北部福祉人材カフェ（北京都ジョブパーク内）

相談件数：1,815 件 就職者数：341 人 

(3) 業務効率化支援事業 

  介護サービス従事者の介護における身体的負

担の軽減や業務の効率化を目的に、介護ロボッ

ト及び ICT 機器の導入に係る補助金を交付し

た。 

・補助金交付  

介護ロボット：13事業所 

I C T 機 器：14 事業所 

医療や福祉・介護・保育分野向けの新製品サー

ビスの販路拡大支援等で構築してきた中小企業

ネットワーク等について、社会変化にも柔軟に

対応できるよう、持続可能な発展を支援 

◆「産学公の森」推進事業 

 産学公の多様な連携プロジェクトの組成か

ら、製品等の試作・研究開発、実用化に向けた

市場開拓、生産設備投資等を一貫して支援する

助成事業を実施した。 

・交付件数：   31件 

・交付額：423,517 千円 

 

◆ビッグデータ活用推進事業 

(1) 「京都ビッグデータ活用プラットフォー

ム」において、課題を共有するコミュニティ

や実証・事業化に向けたワーキンググループ

活動への支援及びセミナー等を実施した。 

・全体会議開催回数：  ２回 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

・参加者数：     129 人 

・セミナー開催回数： １回 

・参加者数：     51 人 

・コミュニティ支援数：６グループ 

・実証・事業化ワーキンググループ支援

数：５件 

(2) 健康データや移動データなどの複数分野の

データを連携・活用するためのデータ連携基盤

を運用し、健康促進・消費促進等を図るスマー

トライフサービスを提供した。 

 

◆スマートけいはんな活動強化事業 

 中小企業等の最先端技術を活用してスマート

社会を推進するため、新たな技術連携に向けた

支援や自動運転等の実証環境を強化した。 

(1) 中小企業等を新たに加えた連携体制の構築 

ア データ利活用推進のための京都ビックデ

ータ活用プラッフォームの機能強化 

・データ統合・連携基盤のサンプルデータ

数：67件 

イ  コーディネータによるスマート関連技術

の実装化支援 

(2)  中小企業等の参画を促す新たな支援制度の

創設 

中小企業等のスマートけいはんなプロジェク 

トへの参画に伴う技術実証に対して助成した。 

   ・交付件数 4件 

   ・交付額  10,016 千円 
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「災害・犯罪等からの安心・安全の実現」の取組状況 

 

【概 要】 

あらゆる分野に潜むリスクに対し、危機を未然に防ぎ、被害を最小限に抑える対策や仕組

みづくりを進め、府民との信頼関係を土台に、あらゆる危機事象に迅速かつ的確に対応でき

る危機に強い京都づくりをオール京都で構築 

 

【到達目標】 

指標名称 
単

位 

基準値  目標数値 
参考年間 

目    標 

実績数値 

(達成率％) 

（2022年度） （2026年度） （2023年度） （2023年度） 

防災士資格取得者の人数

（累計） 
人 

1,833 

（2022年 10月

末現在） 

2,700 2,100 
2,662 

(126.8) 

刑法犯認知件数 件 
15,136 

（2019年） 

15,000 以下 

を維持 
－ 

11,885 

（－） 

年間の交通事故死者数 人 
51 

（2021年） 

40以下 

（2025 年） 
－ 

59 

（－） 

 

 

【令和５年度の主な成果】 

○ 「危機管理センター」の主要部分を整備し、令和６年３月に運用を開始 

 

○ 花折断層帯地震をモデルに、被害想定や復旧の過程を調査するとともに、発災から

応急復旧までのシナリオを作成 

 

○ 「京都府警察サイバーセンター」の新設に伴い、サイバー関連業務を担当する複数

の部門等を再編・統合 
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【令和５年度実績】※８つのビジョンに掲げる主要な方策を掲載 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】先進的な危機管理体制の構築と災害発生時の対応力の強化 

オペレーションルーム、国等の応援機関の専用

スペース、リエゾン室等を確保した常設の危機

管理センターの設置  

◆危機管理センター整備事業 

 災害対策本部会議室や映像情報システムなど

の主要部分を整備し、令和６年３月に運用を開始

した。 

被災地域からの安全避難のための市町村と連

携した広域避難マニュアルの作成と、災害時に

おける地域間連携の仕組みの構築 

◆広域避難計画作成マニュアルについて、R4 検

討を踏まえて市町村意見照会を行い、令和６年３

月に策定。併せて広域避難計画について、モデル

地域である由良川下流域において関係市町に素

案を提示し、検討を開始。  

府内最大の被害が想定される花折断層帯地震

をケーススタディとし、発災からの被害様相の

変化予測を踏まえた防災体制の強化や、社会活

動の維持と早期復旧方策等の検討を推進 

◆きょうと防災力向上事業 

（大規模地震対応力強化事業） 

花折断層帯地震をモデルに、被害想定や復旧の

過程を調査するとともに、発災から応急復旧まで

のシナリオ作成を実施した。また、危機管理セン

ターの機能確保の検討のため、花折断層帯地震発

生時における府庁周辺の建物・火災被害状況につ

いて、京都大学防災研究所と共同研究を実施し

た。 

 

災害時における子どもの安全確保や災害への

対応能力育成のための、児童生徒や教職員向け

の防災教育の充実 

◆令和６年度「防災教育強化事業」の実施に向け、

府教育委員会や関係団体（NPO）等と協議を実施。 

 

◆学校安全に関わる指導者の一層の資質の向上

を図り、各学校における、防犯及び防災安全教室

の充実・推進を目指すため、指導者講習会を実施

した。 

過疎化・高齢化等による地域防災力の低下を踏

まえた、災害発生時の地元企業等との災害対

応・連携システムの構築 

◆わがまちの消防団強化・応援事業 

（消防団・地域企業等連携推進事業） 

消防団が主体となり、地域の民間企業等が参加

して実施される防災訓練等の取組を支援した。 

・内容：民間企業のドローンを活用した訓 

練に係る経費に対する補助 

・実績：１地域 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】ハード・ソフトを組み合わせた防災・減災対策の推進 

あらゆる関係者が協働して流域全体で行う「流

域治水プロジェクト」の充実  

◆流域治水協議会において、流域治水プロジェク

トの新規策定及びフォローアップ等を実施した。 

【一級水系（2水系）】 

 ・フォローアップ実施：全水系 

 ・流域治水プロジェクト 2.0 に更新：全水系 

 ・水災害の自分事化（流域治水に取り組む主体

を増やす取組）：全水系 

    

【二級水系（36水系）】 

 ・流域治水プロジェクトの新規策定：12水系 

  ※二級水系全 36 水系で策定（R4 までに 24

水系策定済） 

 ・フォローアップ実施：24 水系（策定済水系対

象） 

「宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制

法）」等に基づく危険な盛土の規制等の推進  

◆盛土対策総合推進事業 

(1) 盛土規制法に基づく基礎調査 

府全域（京都市を除く。）を対象に基礎調査

を実施した。 

・実施市町村：25市町村 

(2) 大規模盛土造成地の安全性把握調査 

府全域（京都市を除く。）から抽出した大規

模盛土造成地 1,278 箇所を対象に、現地踏査を

実施し、優先順位を定める計画を作成した。 

  ・現地踏査実施：585箇所 

京都府市町村災害復旧サポーターによる市町村

への技術的支援の強化 

◆京都府市町村災害復旧サポーターの登録者を

増員し、市町村への技術的支援体制の強化を図っ

た。 

【重点分野】原子力災害リスクへの対応 

原子力災害発生時の広域避難のための訓練によ

る避難計画の検証、避難道路や放射線防護施設、

避難退域時検査等に必要な資機材の計画的な整

備  

◆原子力防災対策事業 

 原子力発電施設の周辺地域住民の安全確保の

ため、避難路の整備や資機材整備など、原子力災

害発生時における避難体制の強化を図った。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

緊急時モニタリング体制について、情報通信・

処理の高速化と訓練による強化 

 

◆放射線モニタリング強化事業 

(1) モニタリングデータの伝送ソフトの改造に

より、発災時の情報通信を高速化。 

(2) 原子力防災訓練と同時に実践型（ブライン

ド型）の緊急時モニタリング訓練を実施。

（R5.11.26 40名参加） 

 

 

【重点分野】地域防犯力・交通安全力の強化 

サイバー空間の安全・安心を確保するための「京

都府警察サイバーセンター（仮称）」の新設 

◆サイバー関連業務を担当する複数の部門等を

再編・統合することにより、対処能力の強化、各

種情報の一元的集約・分析による効果的な対策の

推進、官民連携の推進、人材育成の推進の各取組

を推進し、深刻化するサイバー空間の脅威への対

処体制を強化した。 

 

◆サイバーレジリエンス強化対策事業 

(1) サイバー犯罪の巧妙化、多様化に対する捜

査基盤の強化 

サイバー捜査官、サイバー特別捜査官が、サ

イバー犯罪対策に高度な知見を持つ財団や、サ

イバーセキュリティ、サイバートレーニングを

受け持つ民間企業の高度なサイバー教養（オン

ラインを含む）を受講し、人材の育成を図った。 

  ・受講者数：12名 

(2) Ksisnet を活用した情報セキュリティ対策

支援 

Ksisnet を活用した効果的な広報啓発等を実

施し、情報セキュリティ対策の醸成を図った。 

  ・地下鉄車両広告：３箇月間 

  ・Ｗ Ｅ Ｂ 広 告：３箇月間  

(3) 犯罪サイトの効率的な発見手法等に関する

調査・研究 

サイバーセキュリティの知識を有する大学教

授及び有識者による研修会を設置し、犯罪サイ

トの効率的な発見及び収集に向けた会議を計６

回実施した。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

 

◆ネットトラブル対策充実強化事業 

(1) ネット安心アドバイザーの運用 

・ネット安心アドバイザー登録数  

  ：23人（大学教授等） 

・サイバー犯罪被害防止に係る講演 

：287 回（府内高校等） 

(2) 体験型学習方法を用いた被害防止対策 

  受講者各自がタブレット端末を操作して、ワ

ンクリック詐欺やＳＮＳへの不用意な投稿によ

るトラブル等を疑似体験しながら犯行の手口や

対処法を学ぶ体験型講座（アクティブラーニン

グ）を開催した。 

・体験型実施回数：227回 

(3) 教職員の情報モラル、情報リテラシーの向

上に向けた支援 

  教育委員会が開催する研修会等でネットトラ

ブル対策講座等を実施し、教職員の情報モラル、

情報リテラシーの向上を図った。 

 

大学の知見を生かした「ポリス＆カレッジ」

等の産学官連携による交通安全対策の推進 

◆犯罪防御システム活用事業 

  交通事故分析機能を活用し、交通規制・交通

安全教育・交通取締り等を行い、交通死亡事故

抑止対策を推進した。 

 

◆「ポリス＆カレッジ」について、令和５年 11

月 12日、自転車ヘルメット着用の促進をテーマ

に開催し、４大学 10 チームがエントリーした。 

学校等の関係機関と連携した、子どもたちの

発達段階に応じた危険回避能力を高める防犯

教育や教職員の危機管理能力を高める安全対

策指導等の推進  

◆子供安全安心実感まちづくり事業 

(1) 通学路等における子供の安全対策 

 「こども 110番のいえ」等の継続的な実態把

握と訪問点検を通じ、活動マニュアルの交付や

経年劣化によるプレートの交換、新規設置等を

実施した。 

 （登録状況） 

・こども 110 番のいえ：18,062 軒 

・こども 110 番のくるま：83団体 4,466 台 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

(2) 発達段階に応じた防犯教育プログラムの実 

  施 

  子供の年齢に応じた危険予測・回避能力の向

上を目的として策定された防犯教育プログラム

に沿って、参加・体験型の 防犯教室や不審者

対応訓練等を実施した。 

・防犯教室・不審者対応訓練（小学生向け） 

：1,158回 

(3) ながら見守りの働き掛けの実施 

  各種業界・団体、府民に対するながら見守り

への参加促進を図るため、「ながら見守りステ

ッカー」を配布し、地域の防犯意識の向上を図

った。 

  ・府内事業所等：1,521 枚 

 

 

  



17 

 

 

「子育て環境日本一・京都の実現」の取組状況 

 

【概 要】 

「社会で子どもを育てる京都」の実現に向け、「子育て環境日本一」の取組を進化 
 

【到達目標】 

指標名称 
単

位 

基準値 目標数値 
参考年間 

目    標 

実績数値 

(達成率％) 

（2022年度） （2026年度） （2023年度） （2023年度） 

住んでいる地域が、子ども

が育つのに良い環境だと思

う人の割合 
％ 80.6 90.0 90.0 

74.5 

(82.8) 

子育てに喜びや楽しみを感

じている親の割合 
％ 93.7 96.0以上 96.0以上 

92.2 

(96.0) 

子育て環境日本一に向けた

職場づくり行動宣言を行っ

た企業数（累計） 
社 

1,642 

（2022.4.1現在） 
3,000 2,100 

2,477 

(118.0) 

子育ての悩みを気軽に相談

できる人がいる親の割合 
％ 85.9 90.0以上 90.0以上 

86.1 

(95.7) 

合計特殊出生率 － 

1.22 

(全国 1.30) 

（2021年） 

全国平均並み 

（2040 年） 
－ 1.11 

学校に行くのが楽しいと思

う子どもの割合 
％ 

小学校：81.9 

中学校：80.4 
増加させる － 

小学校：81.9 

中学校：79.5 

授業中に ICT を活用して指

導する能力がある教員の割

合 

％ 
72.2 

（2021年度） 
100.0 － 

2024年 11月頃 

公表予定 

 

【令和５年度の主な成果】 

○ 「京都府子育て環境日本一推進条例」を制定、「京都府子育て環境日本一推進戦略」

を改定 

 

○ 「子育て支援医療助成」を拡充し、通院の自己負担上限額を 200円（月・医療機関）

とする対象を小学校卒業まで拡大 

 

○ 市町村による「地域の実情に応じた特色ある取組」や「他の市町村のモデルとなる

取組」を支援するため、府独自の「子どもの教育のための総合交付金」を創設 
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【令和５年度実績】※８つのビジョンに掲げる主要な方策を掲載 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】子育てにやさしい風土づくり 

子育ては楽しいものであるとの認識を拡げると

ともに、子育て世代の不安を軽減するための、

子育て応援パスポートを拡充 

◆子育て環境日本一推進戦略事業 

（キッズフレンドリー施設事業） 

授乳やおむつ替えスペースなどの提供や、「き

ょうと子育て応援パスポート」提示による、割引

サービスの提供など、子育てにやさしい取組（キ

ッズフレンドリーな取組）を実施している店舗・

施設を登録・発信するとともに、子育て世帯の外

出を応援する取組を実施した。 

・登録施設数：        4,200施設  

  ・おむつ回収機・おむつ交換台・レンタルベ

ビーカーの試験的設置（5か月間）： 

13店舗 

 

◆新しい商店街づくり総合支援事業 

（地域課題解決コミュニティ活性化事業（子育て

応援タイプ）） 

 商店街等が地域の子育て支援の拠点となる機

能を整備する事業に対して助成した。 

・交付件数：    ２件 

・交 付 額：2,301 千円 

 

社会で子どもを育てる具体的な行動を促進する

取組の推進 

◆子育て環境日本一推進戦略事業 

（みんなで子育てグッドプラクティスコンテス

トの実施） 

 子育てにやさしい府民行動の促進に向け、子育

てにやさしい行動事例を募集し、優良事例を動画

等で配信した。 

・エピソード投稿数：290 作品 

 ・最優秀・優秀賞：６作品 

 ・動画再生回数：158,475 回再生 

 ・発信媒体：TikTok、keihan ビジョン（京阪電

車・京都エリア）、京都パブリックデジタル

サイネージ（主要な観光玄関口や交通結節点

14 か所）、サンガスタジアム、かたおかアリ

ーナ 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

「子育て環境日本一」の地域づくりを牽引し、

府域全体に取組の輪を広げる「子育て環境日本

一推進条例（仮称）」の制定  

◆子育て環境日本一推進条例（仮称）制定事業 

 有識者、事業者、労働団体、子育て当事者など、

様々な主体からなる条例検討会議を開催し、条例

案を策定した。 

・京都府子育て環境日本一推進条例（仮称）検

討委員会：３回 

オール京都の推進体制である「子育て環境日本

一推進会議」による、子どもや子育て世代を社

会全体であたたかく見守り支える取組の推進 

◆子育て環境日本一推進会議運営事業 

 「京都府子育て環境日本一推進会議」を設置し、

子どもや子育て世代を地域や企業を含め社会全

体であたたかく見守り支え合う様々な取組をオ

ール京都体制で推進。「風土づくり」「まちづく

り」「職場づくり」の３部会を設置し、各分野の

課題の深堀りや課題解決につながる新たな取組

を検討した。 

・京都府子育て環境日本一推進会議：１回 

・風土づくり部会：        ２回 

・まちづくり部会：        ２回 

・職場づくり部会：        ２回 

 

◆子育て環境日本一推進戦略事業 

（キッズフレンドリー施設事業） 

 授乳やおむつ替えスペースなどの提供や、「き

ょうと子育て応援パスポート」提示による、割引

サービスの提供など、子育てにやさしい取組（キ

ッズフレンドリーな取組）を実施している店舗・

施設を登録・発信するとともに、子育て世帯の外

出を応援する取組を実施した。 

 ・登録施設数：       4,200施設  

 ・おむつ回収機・おむつ交換台・レンタルベビ

ーカーの試験的設置（5か月間）：13店舗 

  

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

 (1) 子育てにやさしい職場づくりを進める企 

業の気運の醸成 

ア 中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業 

支援コンサルティングチーム及び府職員の約 

300 人で構成する子育て企業サポートチーム 

を結成し、府内企業への訪問を通じて、国や 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

府の子育て支援制度を周知した。 

・企業訪問件数：19,791 社 

イ 子育てにやさしい職場環境づくりに向けた

具体的行動を企業経営者が従業員に対して宣

言して実行する、子育て環境日本一に向けた

職場づくり行動宣言の取組を実施した。 

     ・職場づくり行動宣言を行った企業数:   

451社 

(2) 子育てにやさしい職場づくりを実施する企

業等への支援（多様な働き方推進事業費補助

金） 

子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣

言の実現に向け、府内中小企業等が実施する時

間単位の年次有給休暇制度の導入など、職場の

環境改善に必要となる経費に対し助成した。 

・交付企業数：133社 

・交 付 額：42,951千円 

「ＷＥラブ赤ちゃんプロジェクト」の府域全体

への展開 

◆子育て環境日本一推進戦略事業 

(1) 「ＷＥラブ赤ちゃんプロジェクト」の普及

啓発の実施 

  「ＷＥラブ赤ちゃんプロジェクト」の普及啓

発の取組を行うため、公共交通機関や府内商店

街等でのステッカーの配布やポスター、フラッ

グの掲出等を実施した。 

 ・プロジェクトステッカー配布数：391,514 枚 

 ・プロジェクト・啓発実施個所：  46商店街 

(2) 地域子育て環境｢見える化｣ツールの活用 

府内市町村の子育て環境の向上を支援する

「地域子育て環境『見える化』ツール」のデー

タ更新及び機能向上を図るとともに、各市町村

が実施するまちづくりを始めとした子育て環境

整備事業において活用を促した。 

・実施市町村：７市町 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

第 1子を持とうとする方の不安等を解消し、子

育てが楽しくなるような環境づくりを進めるた

めの産学公連携によるプラットフォームの構築

と、子育てに役立つサービス等の創出・普及 

◆産学公連携京都ママ・パパ応援プラットフォー

ム事業 

 子育てに役立つサービス等の創出や普及によ

り、子育てが楽しくなるような環境づくりを進め

るため、産学公連携によるプラットフォームを構

築した。 

・子育て関連商品・サービス提供企業と自治

体等による実証実験の実施：４件 

 

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

(1) 子育てにやさしい職場づくりに資するサー

ビスの提供企業等への支援 

  子連れコワーキングスペースの設置・運営な 

ど、子育てにやさしい職場環境づくりに役立つ 

サービスメニューを府内企業等へ提供する事 

業者のスタートアップを支援した。 

・交付企業数：５社 

    ・交 付 額：6,232 千円 

(2) 子育てにやさしい職場づくり実践企業の情 

報発信 

ア 実践企業と求職者をつなぐイベントの開催  

・新感覚ジョブ博 

   日  時  令和６年２月 21日（水） 

13:00～16:00 

   会  場 京都経済センター 

   出  展 有給休暇消化率ほぼ 100％、ラ

ンチ補助制度があるなど、福利

厚生に強みを持つ企業 15 社      

      対  象 京都で就職先を探す一般求職

者・令和６年度卒業予定の大学

生等 

   内  容 合同企業説明会 

参加者数 55 人 

イ Webサイトを活用した実践企業の情報発信    

    ・発信企業数：８社 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

若者に対する仕事・子育ての両立体験インター

ンシップの機会の拡充や、結婚や子育てに関す

るポジティブなイメージを醸成するワークショ

ップの実施  

◆子育て環境日本一推進戦略事業 

（京都若者ライフデザイン推進事業） 

 若者（大学生や企業の若手社員）が人生設計を

考えるきっかけづくりのため、ワークショップや

仕事と子育てを両立している家庭との交流等、体

験的に学ぶプログラムを実施した。 

 ・ワークショップ開催数： 延べ 23校・団体 

 ・ワークショップ受講者数：    1,697 人 

 ・仕事と育児の両立体験事業協力企業数：25社 

ＮＰＯ等による「赤ちゃん運動会」の開催 

◆子育て環境日本一推進戦略事業 

（保育や地域の子育て支援充実事業） 

(1) 市町村が地域のニーズを踏まえ実施する利

用者支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、地域

子育て支援拠点事業、一時預かり事業等地域

の子育て支援を充実する事業（法定 13 事業

（妊婦検診除く。）及び子どもを守る地域ネ

ットワーク強化事業）に対して補助を行った。 

・実施市町村：26市町村 

(2) 子育て世帯の経済的負担感を軽減するた

め、市町村が実施する認定した対象施設（幼

稚園、認可外保育施設等）に通う児童の利用

料を支弁する市町村に対して助成を行った。 

・実施市町村：23市町村 

(3) 放課後児童クラブ等整備費補助金 

市町村が実施する放課後児童クラブ等の施設

の整備に対して助成した。 

・実施市町村：７市 

 

【重点分野】子育てにやさしい地域・まちづくり 

「きょうと婚活応援センター」への AIマッチン

グシステムの導入など、ICT を活用した婚活サ

ービスの展開 

◆子育て環境日本一推進戦略事業 

（きょうと婚活応援センター強化事業） 

 令和５年３月に導入した AI マッチングシステ

ムを活用した結婚支援を実施した。 

・AIマッチングシステムによる交際成立組数：  

520 組 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

全国トップの不妊治療助成の更なる拡充と、企

業等における不妊治療休暇制度の導入の促進 

◆子育て環境日本一推進戦略事業 

(不妊治療給付等事業) 

一般不妊治療（保険適用治療、先進医療、不育

症治療）及び特定不妊治療（体外受精・顕微授精

等）への助成、通院交通費に対する助成等を実施

し、患者負担の軽減を図った。 

・治療費助成件数： 5,007 件 

・通院交通費助成件数：291 件 

 

◆妊娠出産・不妊ほっとコール事業 

 「仕事と不妊治療の両立支援コール」を設置し、

仕事と不妊治療の両立に悩む当事者や、従業員の

不妊治療のサポートを検討する企業の総務担当

者等に対して助言を行った。 

・相談件数：24件 

 

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

(1) 子育てにやさしい職場づくりを進める企業

の気運の醸成 

ア 中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業 

支援コンサルティングチーム及び府職員の約 

300 人で構成する子育て企業サポートチーム 

を結成し、府内企業への訪問を通じて、国や 

府の子育て支援制度を周知した。 

・企業訪問件数：19,791 社 

イ 子育てにやさしい職場環境づくりに向けた 

具体的行動を企業経営者が従業員に対して宣 

言して実行する、子育て環境日本一に向けた 

職場づくり行動宣言の取組を実施した。 

・職場づくり行動宣言を行った企業数： 

451 社 

(2) 子育てにやさしい職場づくりを実施する企

業等への支援（多様な働き方推進事業費補助

金） 

子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣 

言の実現に向け、府内中小企業等が実施する時

間単位の年次有給休暇制度の導入など、職場の

環境改善に必要となる経費に対し助成した。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

・交付企業数：133社 

・交 付 額：42,951千円 

住まいや教育に係る経済的な負担を軽減するた

めの支援措置の充実  

◆結婚・子育て応援住宅総合支援事業 

 新婚世帯、子育て（多子・三世代）世帯に対し、

住宅確保支援を行う市町村に助成を行った。 

 ・交付実績 57件 16,063 千円（新婚世帯） 

32 件 11,556 千円（子育て世帯） 

 

◆就労・奨学金返済一体型支援事業 

 中小企業等が従業員へ支給する奨学金返済に

係る手当等に対して助成した。 

・交 付 企 業 数：  157 社 

・支援対象者数：  720 人 

・交  付  額：34,246 千円 

 

◆京都子育て支援医療費助成事業 

 子どもの健康の保持・増進を図るため、中学校

卒業までの子どもを対象に、市町村が実施する子

育て支援医療給付事業に対して助成した。（令和

５年９月から、通院の３歳～小学校卒業までの自

己負担上限額を 1,500円／月から 1医療機関 200

円／月に軽減）。 

・実施市町村：全市町村 

・助成額    ：3,203,757,000 円 

 

◆子育て環境日本一推進戦略事業 

（第３子以降保育料無償化事業） 

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、市町

村が実施する３人目以降の幼児教育・保育料無償

化事業に対して助成を行った。 

  ・実施市町村 25市町村 

 

◆子育て支援施設利用支援事業 

 ３歳から５歳全ての子どもの施設利用費を月

額上限 25,700 円まで無償化するとともに、保護

者が保育の必要性の認定を受けた場合の預り保

育利用料を月額上限 11,300 円まで無償化するた
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

め、市町村が実施する子育て支援施設利用支援事

業に助成した。 

・実施市町村 22市町村 

 

◆私立高等学校あんしん修学支援事業 

(1) 私立高等学校等授業料減免事業等補助 

  府内の私立高等学校に在籍する生徒の保護者

の教育費負担の軽減を図るため、年収 590 万円

未満程度の世帯における授業料を 65 万円まで

実質無償化するなど、学校法人が行った授業料

減免を支援した。 

・支援学校数：42校 

(2) 私立高等学校学費軽減補助 

 府内の私立高等学校に在籍する生徒の奨学と

保護者の教育費負担の軽減を図るため、一定の

所得以下の府民の子弟である生徒を対象に、年

額 80,000円の授業料軽減措置を行った。 

・支援生徒数：5,427人 

(3) 府外通学生相互支援事業 

 兵庫県の私立高等学校に在籍する生徒の奨学

と保護者の教育費負担の軽減を図るため、一定の

所得以下の府民の子弟である生徒を対象に、授業

料軽減措置を行った。 

・支援生徒数：66人 

 

◆私立学校教育振興補助事業 

（私立高等学校生徒通学費補助） 

高 額の通学費を負担する家庭に対し、通学費の

支援を実施した。 

・支援生徒数：132 人 

 

◆高校生等修学支援事業 

（高等学校等生徒通学費補助） 

高額の通学費を負担する家庭に対し、通学費の支

援を実施した。 

・助成者数：138人 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

京都府外の方の府内への定着を図る「移住婚」

や、スポーツ観戦など自然な出会いの機会を創

出する「スポーツ婚」の取組の拡大 

◆子育て環境日本一推進戦略事業 

（きょうと婚活応援センター強化事業） 

 体験型婚活イベントの実施とともに、専門的な

知見を持つ「結婚支援コンシェルジュ」の配置に

よる市町村や地域団体・企業等の結婚支援事業に

対する支援を強化した。 

・体験型婚活イベントの開催回数：６回 

 ・結婚支援コンシェルジュによる事業支援件

数：             11件 

【重点分野】子育てにやさしい職場づくり 

子育てにやさしい職場づくりに向けた先進的な

取組をモデル的に実施 

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

（男性育休取得促進事業） 

 男性育休の取得促進を図るため、男性従業員の

意識改革を促進するセミナー等を開催し、育休を

取得しやすい職場づくりを支援した。 

・セミナー開催回数：   ４回  

・参加者数    ：延べ 147 人 

・伴走支援企業  ：   ２社 

 

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

(1) 子育てにやさしい職場づくりを進める企業 

の気運の醸成 

ア 中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業 

支援コンサルティングチーム及び府職員の約 

300 人で構成する子育て企業サポートチーム 

を結成し、府内企業への訪問を通じて、国や 

府の子育て支援制度を周知した。 

・企業訪問件数：19,791 社 

イ 子育てにやさしい職場環境づくりに向けた 

具体的行動を企業経営者が従業員に対して宣 

言して実行する、子育て環境日本一に向けた 

職場づくり行動宣言の取組を実施した。 

・職場づくり行動宣言を行った企業数： 

451 社 

(2) 子育てにやさしい職場づくりを実施する企 

業等への支援（多様な働き方推進事業費補助

金） 

  子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

言の実現に向け、府内中小企業等が実施する時 

間単位の年次有給休暇制度の導入など、職場の

環境改善に必要となる経費に対し助成した。 

・交付企業数：133社 

・交 付 額：42,951千円 

(3) 子育てにやさしい職場づくりに資するサー 

ビスの提供企業等への支援 

  子連れコワーキングスペースの設置・運営な

ど、子育てにやさしい職場環境づくりに役立つ

サービスメニューを府内企業等へ提供する事業

者のスタートアップを支援した。 

・交付企業数：  ５社 

・交 付 額：6,232千円 

(4) 子育てにやさしい職場づくり実践企業の情 

報発信 

ア 実践企業と求職者をつなぐイベントの開催 

・新感覚ジョブ博 

   日  時  令和６年２月 21日（水） 

13:00～16:00 

   会  場 京都経済センター 

   出  展 有給休暇消化率ほぼ 100％、ラ

ンチ補助制度があるなど、福利

厚生に強みを持つ企業 15 社     

対  象 京都で就職先を探す一般求職

者・令和６年度卒業予定の大学

生等 

   内  容 合同企業説明会 

参加者数 55 人 

イ Webサイトを活用した実践企業の情報発信    

・発信企業数：８社 

ひとり親家庭が安定した生活を送れるよう、就

労支援をはじめとする総合的な支援を強化 

◆ひとり親家庭支援センター事業 

 ひとり親家庭の方に対するジョブパーク及び

マザーズジョブカフェ等と連携した就労相談や

心理カウンセラーによる心のケア等を実施 

・相談件数：4,492 件 

 

 

◆子どもの未来を守る事業 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

(1) ひとり親家庭等のこどもの居場所づくり事   

 業 

ア 夏休み等短期型 

夏休み等長期休暇期間中の生活習慣の確立

及び学習等の支援を行った。 

・実施箇所 ５箇所 参加世帯 82 世帯 

イ 通年型 

年間を通じ、居場所を開設し、生活習慣の確 

立及び学習等の支援を行った。 

・実施箇所 31箇所 参加世帯 791 世帯 

ウ 親の学び直し等の支援 

こどもの居場所を活用し、ひとり親への生活 

相談及び学習等の支援を行った。  

・実施箇所 ２箇所 参加世帯 18世帯 

(2) きょうと子ども食堂開設・運営支援事業 

無償又は低価格で食事を提供し、様々な課題 

を抱える子どもとその保護者の居場所やその他

の福祉施策につなぐ入口となる子ども食堂の開

設・運営を支援した。 

・実施箇所： 77 箇所 

(3) 子どもの未来づくりサポーター活動支援事   

 業 

若い世代が主体となった子どもの貧困対策に 

係る取組を支援した。 

・実施箇所：８箇所 

(4) きょうとフードセンター事業 

食材提供者と子ども食堂等食材受給者とのマ

ッチングを実施した。 

・実施件数：463 件 

人材確保塾を通じた、企業の採用にかかるノウ

ハウ等を学び、自社において実践する経営者へ

の支援 

◆中小企業人材確保・多様な働き方推進事業 

 京都府中小企業人材確保・多様な働き方推進セ

ンターにおいて、府内企業の人材確保支援と多様

な働き方の推進を行った。 

(1) 企業に対するアウトリーチ支援・求人開拓 

  離職者や学生等を対象とした求人開拓や、企 

業のニーズ把握のための企業アウトリーチ支援

を実施した。 

・実訪問企業数 5,216社 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

(2) 求職者と企業のマッチング促進 

  大規模合同企業説明会「京都ジョブ博」をは 

じめ、各種企業説明会の開催や、WEBマッチング

システム「ジョブこねっと」の活用促進により、

求職者と企業のマッチングを促進した。   

 ・個別・ミニ企業説明会等参加企業数： 149社 

 ・大規模合同企業説明会参加企業数：  250社 

  

(3) 企業の採用力の向上・働きやすい職場づく

り支援 

  企業の採用力を高める「京都ジョブパーク人

材確保塾」の開催や各種セミナー等を通じた定

着支援により、企業の採用力向上と誰もが働き

やすい職場づくりを推進した。 

     日  程：令和５年６月 29日～令和６年

３月４日（全 12回） 

      参加企業：29社 

      内  容：雇用条件や就労環境の改善、自

社の魅力のアピール方法等の

採用力の向上手法を学ぶ 

(4) 高齢者就業支援 

  高齢者の就労意欲を喚起するセミナーや高齢

者人材活用研修等を開催し、高齢者の就業を支

援した。 

  ・求職者向けセミナー参加者数：661 人 

  ・企業向けセミナー参加企業数 ：35 社 

就活、婚活、移住をワンストップで相談できる

新感覚ジョブ博への優先出展による、優良事例

の横展開 

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

(子育てにやさしい職場づくり実践企業の情報発

信) 

(1) 実践企業と求職者をつなぐイベントの開催 

・新感覚ジョブ博 

   日  時  令和６年２月 21日（水） 

13:00～16:00 

   会  場 京都経済センター 

   出  展 有給休暇消化率ほぼ 100％、ラ

ンチ補助制度があるなど、福利

厚生に強みを持つ企業 15 社    
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

対  象 京都で就職先を探す一般求職

者・令和６年度卒業予定の大学

生等 

   内  容 合同企業説明会 

        参加者数  55人 

(2) Webサイトを活用した実践企業の情報発信 

・発信企業数 ８社 

「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣

言」の取組を更に拡大する「行動宣言企業 100%

プロジェクト（仮称）」の推進  

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

（男性育休取得促進事業） 

 男性育休の取得促進を図るため、男性従業員の

意識改革を促進するセミナー等を開催し、育休を

取得しやすい職場づくりを支援した。 

・セミナー開催回数：４回  

・参加者数    ：延べ 147 人 

・伴走支援企業  ：２社 

 

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

(1) 子育てにやさしい職場づくりを進める企業

の気運の醸成 

ア 中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業 

支援コンサルティングチーム及び府職員の約 

300 人で構成する子育て企業サポートチーム 

を結成し、府内企業への訪問を通じて、国や 

府の子育て支援制度を周知した。 

・企業訪問件数：19,791 社 

イ 子育てにやさしい職場環境づくりに向けた 

具体的行動を企業経営者が従業員に対して宣

言して実行する、子育て環境日本一に向けた

職場づくり行動宣言の取組を実施した。 

  ・職場づくり行動宣言を行った企業数：451 社 

(2) 子育てにやさしい職場づくりを実施する企 

業等への支援（多様な働き方推進事業費補助

金） 

   子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣 

言の実現に向け、府内中小企業等が実施する 

時間単位の年次有給休暇制度の導入など、職場 

の環境改善に必要となる経費に対し助成した。 

・交付企業数：133社 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

・交 付 額：42,951千円 

(3) 子育てにやさしい職場づくりに資するサー 

ビスの提供企業等への支援 

子連れコワーキングスペースの設置・運営な 

ど、子育てにやさしい職場環境づくりに役立つ

サービスメニューを府内企業等へ提供する事業

者のスタートアップを支援した。 

・交付企業数：  ５社 

・交 付 額：6,232千円 

(4) 子育てにやさしい職場づくり実践企業の情 

報発信 

ア 実践企業と求職者をつなぐイベントの開催 

    ・新感覚ジョブ博 

   日  時  令和６年２月 21日（水） 

13:00～16:00 

   会  場 京都経済センター 

   出  展 有給休暇消化率ほぼ 100％、ラ

ンチ補助制度があるなど、福利

厚生に強みを持つ企業 15 社   

対  象 京都で就職先を探す一般求職

者・令和６年度卒業予定の大学

生等 

内  容 合同企業説明会 

参加者数 55 人 

イ Webサイトを活用した実践企業の情報発信 

・発信企業数 ８社 

 

ワーク・ライフ・バランスを考慮した人事評価

制度や給与体系の導入等を総合的に支援する、

子育てをポジティブに評価する仕組みづくりの

構築 

 

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

（男性育休取得促進事業） 

 男性育休の取得促進を図るため、男性従業員の

意識改革を促進するセミナー等を開催し、育休を

取得しやすい職場づくりを支援した。 

・セミナー開催回数：４回  

・参加者数    ：延べ 147 人 

・伴走支援企業  ：２社 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

(1) 子育てにやさしい職場づくりを進める企業

の気運の醸成 

ア 中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業 

支援コンサルティングチーム及び府職員の

約 300 人で構成する子育て企業サポートチ

ームを結成し、府内企業への訪問を通じて、

国や府の子育て支援制度を周知した。 

・企業訪問件数：19,791 社 

イ 子育てにやさしい職場環境づくりに向けた 

具体的行動を企業経営者が従業員に対して宣 

言して実行する、子育て環境日本一に向けた 

職場づくり行動宣言の取組を実施した。 

・職場づくり行動宣言を行った企業数：451社 

(2) 子育てにやさしい職場づくりを実施する企

業等への支援（多様な働き方推進事業費補助

金） 

   子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣 

言の実現に向け、府内中小企業等が実施する時

間単位の年次有給休暇制度の導入など、職場の

環境改善に必要となる経費に対し助成した。 

・交付企業数：133社 

・交 付 額：42,951千円 

(3) 子育てにやさしい職場づくりに資するサー

ビスの提供企業等への支援 

子連れコワーキングスペースの設置・運営な 

ど、子育てにやさしい職場環境づくりに役立つ

サービスメニューを府内企業等へ提供する事業

者のスタートアップを支援した。 

・交付企業数：   ５社 

・交 付 額：6,232千円 

(4) 子育てにやさしい職場づくり実践企業の情 

報発信 

ア 実践企業と求職者をつなぐイベントの開催 

    ・新感覚ジョブ博 

   日  時  令和６年２月 21日（水） 

13:00～16:00 

   会  場 京都経済センター 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

   出  展 有給休暇消化率ほぼ 100％、ラ

ンチ補助制度があるなど、福利

厚生に強みを持つ企業 15 社    

対  象 京都で就職先を探す一般求職

者・令和６年度卒業予定の大学

生等 

内  容 合同企業説明会 

参加者数 55 人 

イ Webサイトを活用した実践企業の情報発信 

・発信企業数：８社 

子育てや育児休業に対する企業経営者の意識改

革や職場理解の醸成に取り組む中小企業等の支

援による、育児と仕事の両立に向けた職場づく

りの推進 

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

（男性育休取得促進事業） 

 男性育休の取得促進を図るため、男性従業員の

意識改革を促進するセミナー等を開催し、育休を

取得しやすい職場づくりを支援した。 

・セミナー開催回数：４回  

・参加者数    ：延べ 147 人 

・伴走支援企業  ：２社 

 

◆子育てにやさしい職場づくり事業 

(1) 子育てにやさしい職場づくりを進める企業 

の気運の醸成 

ア 中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業 

支援コンサルティングチーム及び府職員の約 

300 人で構成する子育て企業サポートチーム 

を結成し、府内企業への訪問を通じて、国や 

府の子育て支援制度を周知した。 

・企業訪問件数：19,791 社 

イ 子育てにやさしい職場環境づくりに向けた 

具体的行動を企業経営者が従業員に対して宣

言して実行する、子育て環境日本一に向けた

職 場づくり行動宣言の取組を実施した。 

  ・職場づくり行動宣言を行った企業数：451 社

(2) 子育てにやさしい職場づくりを実施する企   

業等への支援（多様な働き方推進事業費補助 

金） 

   子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

言の実現に向け、府内中小企業等が実施する時

間単位の年次有給休暇制度の導入など、職場の

環境改善に必要となる経費に対し助成した。 

・交付企業数：133社 

・交 付 額：42,951千円 

(3) 子育てにやさしい職場づくりに資するサー 

ビスの提供企業等への支援 

  子連れコワーキングスペースの設置・運営な 

ど、子育てにやさしい職場環境づくりに役立つ 

サービスメニューを府内企業等へ提供する事 

業者のスタートアップを支援した。 

・交付企業数：  ５社 

    ・交 付 額：6,232 千円 

(4) 子育てにやさしい職場づくり実践企業の情 

報発信 

ア 実践企業と求職者をつなぐイベントの開催 

    ・新感覚ジョブ博 

   日  時  令和６年２月 21日（水） 

13:00～16:00 

   会  場 京都経済センター 

   出  展 有給休暇消化率ほぼ 100％、ラ

ンチ補助制度があるなど、福利

厚生に強みを持つ企業 15 社 

対  象 京都で就職先を探す一般求職

者・令和６年度卒業予定の大学

生等 

内  容 合同企業説明会 

参加者数 55 人 

イ Webサイトを活用した実践企業の情報発信 

・発信企業数：８社 
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【重点分野】子どもが安心して教育を受け成長できる環境づくり 

「課題解決型学習」等の機会の充実に向けた、

産学連携型学習「京都『結（ゆい）』コンソー

シアム（仮称）」による官民一体の教育の推進  

◆「京都『結（ゆい）』コンソーシアム（仮称）」

の取組に繋げるため、企業や大学等と連携し、課

題解決型学習や探究的な学習などを実施した。 

府と市町村が一体となった地域の実情に応じた

教育施策や環境整備などへの支援 

◆子どもの教育のための総合交付金事業 

 市町村が抱える地域の実情に応じた教育課題

の解決に資する事業や、教育環境の充実に寄与

し、他の市町村の模範となる先駆的な事業などに

取り組む市町村への支援を実施した。 

  ・交付件数：    95 件 

  ・交付額：234,546,409 円 

高校生の大学教育の先取り履修や大学の施設・

設備を使った実習等、大学と連携した学びの機

会の充実 

◆夢に応えられる府立高校づくり事業 

（ＡＬネットワーク京都） 

大学等と連携した高度で先進的な学びを創出・

提供し、イノベーティブでグローバルな人材を育

成するための取組を実施した。 

・実施校：１校 

私立小・中学校、高等学校への施設耐震化補助

やあんしん修学支援制度等による、教育条件の

維持・向上と保護者の経済的負担の軽減 

◆未入園児保育支援事業 

(親子関係支援センター事業・地域の子育て力向

上事業) 

 私立幼稚園が教育相談、幼児教育に関する講演

会、親子教室、地域団体と連携した保育・体験学

習等を実施するための経費の一部を補助した。 

・支援園数：115 園 

 

◆私立学校教育振興補助事業 

（私立学校施設緊急耐震化事業費補助金） 

 府内私立学校（幼稚園含む）施設の耐震化を促

進するため、私立学校の耐震・改築改修事業に要

する経費の一部を補助した。 

・支援学校数：２校 

 

◆私立高等学校あんしん修学支援事業 

(1) 私立高等学校等授業料減免事業等補助 

 府内の私立高等学校に在籍する生徒の保護者

の教育費負担の軽減を図るため、年収 590 万円未

満程度の世帯における授業料を 65 万円まで実質
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無償化するなど、学校法人が行った授業料減免を

支援した。 

・支援学校数：42校 

(2) 私立高等学校学費軽減補助 

 府内の私立高等学校に在籍する生徒の奨学と

保護者の教育費負担の軽減を図るため、一定の所

得以下の府民の子弟である生徒を対象に、年額

80,000 円の授業料軽減措置を行った。 

・支援生徒数：5,427人 

(3) 府外通学生相互支援事業 

 兵庫県の私立高等学校に在籍する生徒の奨学

と保護者の教育費負担の軽減を図るため、一定の

所得以下の府民の子弟である生徒を対象に、授業

料軽減措置を行った。 

・支援生徒数：66人 

子どもたちが地域行事の伝承や体験活動・学習

活動に関わることで、ふるさとに誇りと愛情を

持つ、次代の地域づくりの担い手の育成  

◆文化継承を目的とした地域創生事業 

地域・社会との絆を作る文化財を活用した課題

解決型の学習を実施し、成果を他校に波及させ

る。 

・実施校：８校 

京都府デジタル学習支援センターにおける教育

コンテンツ発信やリーダー教員育成など、京都

式「教育ＤＸ」の推進 

◆スマートスクール推進事業 

 京都府デジタル学習支援センターを中心に、全

府立学校教員を対象とした悉皆型のＩＣＴ研修

やＩＣＴ利活用を先導的に進める市町（組合）立

学校及び府立学校の教員の育成、デジタルコンテ

ンツの配信等を実施した。 
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「誰もが活躍できる生涯現役・共生京都の実現」の取組状況 

 

【概 要】 

地域や社会との絆を大切にしながら、新たな働き方や多様な価値観の広がりを踏まえた機

会の提供や能力の開発を進め、包摂的で多様な人材がより社会参画・活躍できる共生社会を

実現 
 

【到達目標】 

指標名称 
単

位 

基準値 目標数値 
参考年間 

目    標 

実績数値 

(達成率％) 

（2022年度） （2026年度） （2023年度） （2023年度） 

仕事をはじめ社会的な生活

を営む上で、自分の持って

いる才能や知識、技量など

が十分に発揮できていると

思う人の割合 

％ 52.4 70.0 70.0 
51.9 

(74.1) 

京都府生涯現役クリエイテ

ィブセンター等での就業

(失業なき労働移動)支援件

数（累計） 

件 3,300 13,200 3,300 
4,115 

(124.7) 

今の社会は、性別によって

やりたいことが制限されて

いると思わない人の割合 
％ 48.6 70.0 70.0 

48.4 

(69.1) 

 

【令和５年度の主な成果】 

○ 「京都ウィメンズベース」、「マザーズジョブカフェ」、「京都府男女共同参画センタ

ー」の３所が連携し、様々な困難・課題を抱える女性をワンストップで支援 

 

○ 「京都ジョブパーク」「京都府生涯現役クリエイティブセンター」「京都府テレワ

ーク推進センター」に分かれていた企業支援部門を集約化し、「京都企業人材確保

センター」の設立に向けた労働組織の改編を実施 
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【令和５年度実績】※８つのビジョンに掲げる主要な方策を掲載 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】誰もが希望に応じた生き方・働き方を選択でき、活躍できる社会づくり 

ワーク・ライフ・バランスを進めることにより、

育児や介護と両立できる働き方が可能な地域を

創出しながら、その魅力を市町村と連携して発

信 

◆女性活躍総合支援事業 

（京都ウィメンズベース事業） 

「輝く女性応援京都会議」のもと、京都労働局、

府、京都市、経済団体が一体となって運営する女

性活躍支援拠点「京都ウィメンズベース」を中心

に、企業における女性の活躍を重点的に支援し

た。 

(1) 女性活躍・ワーク・ライフ・バランス企業 

応援チームによる中小企業の取組支援 

・企業訪問実績             ：116社 

・働きやすい職場環境づくり支援企業数：50社 

・ワーク・ライフ・バランス推進宣言企業数： 31社 

・「京都モデル」ワーク・ライフ・バランス認 

証企業数：             50社 

(2) 女性中核人材育成研修 

・開催回数：      ７回 

 ・参 加 者：延べ 307人  

(3) 女性活躍・ワークライフバランス推進研修 

・開催回数：     ５回 

 ・参 加 者：延べ 90人 

人権教育・啓発の推進、相談体制の充実等を図

ることで、多様性が認められる共生社会を構築 

◆人権啓発事業 

(1) 啓発・相談    

ア 新聞、ラジオ、ホームページなど様々な媒 

体を通じた啓発・広報 

(ｱ) 憲法週間（５月）、人権強調月間（８月） 

及び人権週間（12月）に新聞意見広告や、学 

識経験者の解説記事を掲載した。  

(ｲ) 民間ラジオ放送において、学識経験者の解 

説を放送した。  

イ 人権啓発イベントの開催 

(ｱ) 世界人権宣言 75周年記念 京都ヒューマン 

フェスタ 2023 

  トークショー、世界人権宣言 75周年京都ア 

ピールの発表、人権擁護啓発コンクール表彰 

式、人権啓発イメージソングを活用したコン 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

サート等を実施した。 

・会  場  京都市勧業館みやこめっせ 

  ・開 催 日  令和５年 12 月９日 

  ・参加者数 約 2,800 人  

 (ｲ) 人権フォーラム 2023   

 「ケアラーの視点から伝えたい～ヤングケア

ラーと家族への支援」をテーマにパネルディ

スカッション等を実施し、ラジオで公開生放

送を行った。 

  ・会  場 ＫＢＳホール 

  ・開 催 日  令和５年９月９日  

   ・参加者数 約 650 人 

ウ インターネットモニタリングの実施 

インターネット上の人権侵害に係る効率的 

なモニタリング手法について研究・試行すると 

ともに、研究成果を活用した人権啓発資料を作 

成した。 

エ 人権問題法律相談（京都府人権リーガルレ

スキュー隊の設置） 

京都弁護士会と連携し、人権に関する法律相 

談を実施した。  

  ・相談件数 40件 

(2) 市町村支援等 

ア 人権啓発指導者養成研修会の実施 

 市町村で人権啓発等を企画・実施する指導的 

人材を養成するための研修を対面及びリモー 

トで実施した。 

  ・実 施 日  令和５年８月 18日、 

令和５年８月 23日、 

        令和５年９月 20日～ 

令和６年１月 12日 

  ・参加者数  205人 

イ 市町村が実施する人権啓発事業に対する 

助成 

  市町村が実施する人権問題に関する講演

会及び研修会等の啓発事業や啓発資料の作

成に対する助成等を実施した。 

  ・補助件数：     26 件  
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

  ・補助金額： 23,495,000 円  

人生の多様化に対応し、ライフステージに応じ

た施策展開の見直しを進め、人生 100年時代に

ふさわしい男女共同参画施策を推進 

 

◆男女共同参画審議会の開催 

 「ＫＹＯのあけぼのプラン（第４次）」の進捗

状況を報告するほか、男女共同参画の推進に関す

る重要事項等について、調査・審議した。 

・開催回数：１回 

「女性活躍応援塾」開講による、地域で活動す

る団体・個人の発掘・育成、活動情報の一元発

信を行い、地域で活躍する女性を総合的に支援  

 

◆女性活躍応援塾の実施 

 地域活動を始めたい女性や、地域活動を継続・

発展させたい女性を対象にした女性活躍応援塾

を開講し、様々な分野で活躍する女性リーダーの

育成や地域活動への新たな参画を支援した。 

・参加者数：４団体  

 

「京都ウィメンズベース」、「マザーズジョブ

カフェ」、「京都府男女共同参画センター（ら

ら京都）」、「京都府生涯現役クリエイティブ

センター」が連携した、女性のキャリア形成等

への支援 

◆女性活躍総合支援事業 

（マザーズジョブカフェ推進事業） 

 働きながら子育てしたい女性やひとり親家庭

の方などのニーズに応じて、就業と子育てをワン

ストップで支援した。 

(1) 利用状況・就職内定者数 

・延べ利用者数  ：27,481 人 

（１日平均 96人） 

・うち延べ相談者数：21,560 人 

 ・就職内定者数   ：1,543人 

(2) 女性再就職フェア 

・開催回数 ：11回 

 ・出展企業数：57社 

・来所者数 ：344 人 

(3) 就職活動及び就職訓練中の一時保育 

 ・京都ジョブパークマザーズジョブカフェ： 

延べ 477人 

 ・北京都ジョブパークマザーズジョブカフェ： 

延べ 751人 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

(4) マザーズジョブカフェ巡回相談 

 ・開催回数   ：72回 

 ・延べ相談者数：92人 

【重点分野】困難を抱える若者や、障害者、高齢者、留学生等の外国人が、社会のあらゆる場面で

主体的に参画できる環境づくり 

困難な問題を抱える若者・就職氷河期世代の方

を支援する、誰ひとり取り残さない地域共生社

会づくりの推進  

◆女性活躍総合支援事業 

（女性つながりサポート事業） 

 様々な困難・課題を抱える女性に対し、民間団

体による無料のカウンセリング・電話相談・SNS

相談・伴走支援等を実施した。 

(1) 京都府男女共同参画センター電話相談 

・相談件数：1,363 件 

(2) 民間団体による無料カウンセリング、無料

電話相談 

  ・相談件数：955件 

(3) 民間団体による伴走支援 

  ・相談件数：543件 

(4) 民間団体によるチャット相談  

  ・チャットルーム「ここはな」 相談件数： 

1,955 件 

(5) 女性相談に対応できる人材育成研修 

・研修回数：２回 

・参加者数：20人 

 

◆京都式地域包括ケアセカンドステージ事業 

（高齢者等見守り地域づくり事業） 

 地域の高齢者、障害者、児童等、要配慮者の見

守り・生活支援を進めるため、地域の活動団体を

巻き込んだ「見守りネットワーク（絆ネット）」

により、見守り団体の強化・支援を実施 

  ・訪問見守りボランティア支援数：322団体

（22 市町村） 

 

◆重層的支援体制整備事業 

 地域住民の複雑化・複合化した課題に対応する

ため、市町村における包括的な支援体制の構築を

支援 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

・補助対象：１市（長岡京市） 

 

◆困難な問題を抱える女性への支援に関する京

都府基本計画を策定した。 

 

◆中小企業人材確保推進機構の設置 

 「京都府中小企業人材確保推進機構」を設置し、

オール京都体制で府内中小企業の人手不足対策

を推進するとともに、WITH コロナ・POST コロナ

時代に対応した新しい雇用のあり方を検討した。 

 

◆京都就職氷河期世代活躍支援プラットフォー

ムの設置 

 府内関係機関を構成員として、府内就職氷河期

世代の活躍支援策のとりまとめと進捗管理等を

総括するために設置した。 

 令和５年７月に、第７回京都就職氷河期世代活

躍支援プラットフォーム会議を開催し、各機関の

取組や実施状況の共有、連携事項について協議し

た。 

「障害者芸術の聖地・京都」をめざして、障害

者のアート作品の様々な機会を活用した展示・

販売・商品化などを推進  

◆障害者文化・スポーツ振興事業 

（自立型障害者アート推進事業） 

 障害のある人もない人も共に安心していきい

きと暮らせる共生社会を実現するため、障害のあ

る人の文化芸術活動を推進した。 

・障害者文化芸術展の企画・開催 来場者数: 

 3,103人 

・「共生の芸術祭 もしも だったり なにしろ 

だったり」来場者数：      350人 

・京都とっておきの芸術祭来場者数：2,505人 

・アーカイブ「アートと障害のアーカイブ・京

都」作家数：           22人 

障害のある人もない人も一緒に挑戦しあう、楽

しむ大会・イベント等の機会創出による様々な

交流の促進 

◆障害者文化・スポーツ振興事業 

（障害者スポーツ推進事業） 

 身近な施設でスポーツに親しむ障害者を増加

させるため、体験イベントの開催等、障害者スポ

ーツの推進を図った。 

  ・体験イベント：573人 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

  ・天皇盃 第 35 回全国車いす駅伝競走大会  

参加チーム：  16チーム 

 

◆京のスポーツ・スタジアム夢づくり事業 

 府内プロスポーツチームに所属するトップア

スリート等を招聘し、子ども達が様々な競技種目

をアスリートと体験できる交流会を実施した。 

・開催日:令和５年９月 30日 

・場所:府立京都スタジアム 

・参加者数: 小学生 約 2,800人 

「シニアボランティアバンク（仮称）」開設に

よる、高齢者の地域での学び、地域活動の担い

手としての活躍への支援 

◆（公財）京都 SKY センター運営事業 

 社会参加、地域活動を促進する「京都ＳＫＹシ

ニア大学」において、高齢者の地域リーダーを養

成。令和５年度は京都市域以外でも展開。 

 

◆シニアボランティア活動総合支援事業 

 シニアとボランティアニーズとのマッチング

を行う「シニアボランティアバンク」の開設準備

を行うとともに、ボランティアにあたって必要と

なる知識や技能を習得できる講座を開講し、ボラ

ンティア人材を養成。 

・受講者数：3,509 人 

「留学生創業支援センター（仮称）」を創設し、

京都ジョブパークや留学生スタディ京都ネット

ワークとの連携のもと、京都に集まる留学生が

京都に残って活躍できるよう支援 

◆グローバル・スタートアップ・エコシステム構

築事業 

(1) 京都インターナショナルスタートアップセ

ンターの開設） 

府内で起業を志す外国人（府内留学生、海外 

在住高度外国人材等）の誘致からビザ取得、起

業・定着まで一貫した支援を実施する組織とし

て「京都インターナショナルスタートアップセ

ンター（Kyo-Sta）」を開設した。 

  ・相談件数：176件 

(2) 京都インターナショナルスタートアップ支 

援ネットワークの構築 

  京都の国際交流団体、留学支援団体、経済団 

体等で京都インターナショナルスタートアップ

支援ネットワークを構築し、各団体と連携して
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

外国人起業家へのビジネス・生活両面での伴走

支援を実施した。 

  ・支援ネットワーク会議：２回 

(3) 府内大学での PR活動の実施 

  府内８大学を訪問し、スタートアップビザの

概要説明を実施した。 

日本語教育の機会の増加や内容の充実、災害時

支援体制の整備等による、外国人が地域で住み

やすい多文化共生のまちづくりの推進 

◆インターナショナルスクールの新設に当たっ

ては、国が定めた各種学校規程等の他、「京都府

私立各種学校の設置等認可に関する審査基準」に

則り審査し、良好な教育環境が確保されるよう努

める。 

◆多文化共生推進事業 

（府内における日本語教育の総合的な体制づく

り） 

「地域における日本語教育推進プラン」に基づ

き、地域における日本語教育の取組を総合的に推

進した。 

(1) 日本語教室空白地域における新たな教室の

開設支援 

   新たな日本語教室を開設するために、地域日 

本語教育コーディネーターの派遣による教室運 

営方法の助言等の支援を実施した。  

(2) 市町村、地域日本語教室及び企業等による

意見交換会の実施 

   地域一体となって日本語教育を支えるため、 

交流を促進する仕組みづくりとして意見交換会 

を実施した。 

(3) 日本語教育の推進に取り組む市町村を支援 

・補助金交付市町村：10市町 

 

◆災害時多言語支援センター開設等支援事業 

 市町村と連携し、災害時の外国人支援のあり

方、支援センター開設・運営に係る研修や訓練を

実施した。 

・災害時外国人支援ネットワーク会議：３回 

・災害時多言語支援センター運営訓練：１回 

・外国人住民のための防災訓練：   １回 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】働き方の多様化やライフスタイルの変化を踏まえた、誰もがいきいきと働ける環境づ

くり 

京都府生涯現役クリエイティブセンターにおけ

るリカレント教育の取組等を通じて、人材育成

の推進、スキルアップ等による業種・職種・地

域を超えた人材移動の促進を図る、人への公共

投資の推進 

◆地域雇用再生緊急対策事業 

（生涯現役クリエイティブセンター事業） 

 人生 100 年時代を見据え、誰もが年齢に関わり

なく、生涯にわたって活躍し続けることができる

社会の実現を目指すため「京都府生涯現役クリエ

イティブセンター」において、キャリア相談から、

リカレント研修、情報の発信等を行うことで、人

手不足分野等への労働移動や地域貢献に資する

人材育成を実施した。 

  ・キャリア相談件数：       385 件 

  ・リカレント研修参加者数：  7,738 人  

  ・リカレント教育情報利用件数：5,711 件 

 

◆京都府生涯現役クリエイティブセンター支援

強化事業 

(1) リカレント教育プログラムの開発 

 データサイエンスをテーマに DX 人材を育成す

る教育プログラムや兼業・副業希望者等を対象に

基礎知識の習得から企業との交流会まで実施す

る教育プログラムなどを開発・実施した。 

  ・開発プログラム：８コース 

  ・受講者数：    165人 

(2) 京都府リカレント教育推進事業費補助金 

 府内全域でリカレント教育を推進するため、新

たに大学や経済団体等がリカレント教育推進事

業を実施するために要する経費に対して助成し

た。 

  ・交付件数： ２件 

  ・交付額：904 千円 

(3) 京都府リカレント教育推進機構の運営 

 大学、経済団体、労働者団体、金融機関、教育

機関、行政機関等からなる「京都府リカレント教

育推進機構」により、京都学び直し体感フェア

2023 やリカレント教育にかかるニーズ・シーズ

調査など、オール京都体制で府内のリカレント教

育を推進した。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

・開 催 日：令和６年２月 28 日    

・参画団体数：69団体 

多様な人材や柔軟な働き方を求める企業と働く

人々のニーズを的確に捉え、一元的に把握し、

人材育成から労働移動を含む就業までをシーム

レスに支援する「京都産業人材開発・育成セン

ター（仮称）」の設置  

◆「京都ジョブパーク」「京都府生涯現役クリエ

イティブセンター」「京都府テレワーク推進セン

ター」に分かれていた企業支援部門を集約化し、

機動的かつ効果的な企業支援を実現するため、

「京都企業人材確保センター」の設立に向けた労

働組織の改編を実施した。 

京都ジョブパークの機能強化による、非正規雇

用女性等や就職氷河期世代をはじめとする、働

きづらさを感じている方へのアウトリーチ型就

業支援メニューの提供 

◆就職氷河期世代正規雇用化促進事業 

(1) カウンセリング等の実施 

   就職氷河期世代で、正規雇用を希望しながら

もやむを得ず非正規雇用で在職中の方（離職後、

就職活動中の方を含む）や、不安定就労期間が

長い、非正規雇用の就業経験が多い等、安定し

た就労経験の乏しい方等へのキャリアカウンセ

リングを実施した。 

    ・登録者数： 591人 

（うち新規登録者数：130人） 

    ・相談件数：1,116件 

(2) スキルアップ研修の実施 

  就職氷河期世代の方が企業の中間層人材とし

て正規就労するために必要な能力を身につける

ための段階的な研修（組織で働く力、社会人実践

力スキルの習得等）を実施した。 

・南部（５講座）受講者：104 人 

・北部（３講座）受講者： 13 人 

(3)  職域拡大・正社員就労の必要性を学ぶ短期

集中講座等の実施 

 離転職が多くキャリア形成が不十分な方や就

職に困難を有する方に対し、職域拡大や正社員

就労の必要性を学ぶ短期集中講座を実施すると

ともに、給付型職場実習や企業交流会により職

場における自身の能力を適合させる機会を提供

した。 

  ・短期集中講座（６回） 

参加求職者：142 人 

  ・自己 PR型企業交流会（５回）  
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

出展企業：25社 参加求職者：31人 

  ・給付型職場実習  

参加求職者：12人 

 (4) 氷河期世代の採用に意欲的な企業とのマ

ッチング 

 小規模企業説明会、企業交流会の開催及び個別

マッチングなどのきめ細かな支援を実施した。 

    ・企業説明会・交流会実施回数：14回 

・南部(８回) 出展企業 55社  

参加求職者 142人 採用５人 

・北部(６回) 出展企業 21社 

 参加求職者 58人 採用６人 

 

◆「つながる・学ぶ・働く」総合支援加速化事業 

 相談窓口「京都府つながる・学ぶ・働く支援セ

ンター（Ｌコネクト）」を開設し、福祉支援機関

等との連携による支援対象者（ひきこもり状態の

方等）へのアウトリーチやオンライン相談の他、

新たに受入企業の開拓や有償インターンシップ

就労までの一貫した支援を実施した。 

  ・利用者数：229人 

・就職者数： 52 人 

オンラインやメタバース等の技術を活用した、

時間や場所を問わない学び直しの機会を提供す

る、「京都版ミネルバ大学」の開設 

◆京都リカレント教育推進プラットフォーム強

化事業 

(1) 京都府リカレント教育推進機構の体制強化 

ア 幅広い分野のニーズに対応するため、産業 

支援機関等を追加し体制を拡充した。 

・新規参画団体数：８団体 

イ 効果的な研修プログラムや広報・啓発、兼 

業・副業等の活用を検討するため、検討部会 

（５部会）を設置した。 

(2) ニーズを捉えた効果的な研修プログラム開

発等への支援 

ア 産業界等が求める人材ニーズ及び大学等各 

団体が有するリソース調査を実施した。 

・回答数 企 業：  951社 

       労働者：1,000 

       教育機関：  48 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

イ 調査結果や検討部会での議論を踏まえたリ

カレント教育等を実施した。 

(ｱ) 対面形式によるリカレント研修 

 府内６大学が DX をテーマにそれぞれの特色

を活かした講座を実施した。 

       開 催 数：全６回 

       受講者数：延べ 196 人 

 (ｲ) オンラインによるリカレント研修 

「パラレルキャリアによって叶える自己実現

と社会貢献」をテーマにウェビナー方式の講座

を実施した。 

       受講者数：254人 

 (ｳ) オンデマンドによるリカレント研修 

       新規作成講座数：31 本 

ウ 「京都学び直し体感フェア 2023」の開催 

     開催日：令和５年８月 27 日（日） 

      会場：京都産業会館ホール 

      対象：府民、教育機関関係者、企業

関係者 

      内容：学び直しを啓発する講演、DX

体験教室等 

      参加者数：延べ 2,304 人 

定年退職者や子育てを終えた層など多様な人材

を、介護・福祉の担い手として介護分野での就

労につなぐ支援を展開 

◆京都式地域包括ケアセカンドステージ事業 

（京都府介護・福祉人材確保総合事業） 

(1) 介護・福祉人材総合支援センターの運営 

  介護福祉人材確保の拠点として、就業支援や

マッチングに加え、就業後の研修や定着支援ま

でを一体的に実施した。 

 ・就業相談・マッチング事業 内定者 216人 

(2) 福祉人材カフェの運営 

  福祉人材カフェにおいてきめ細やかな就業相

談・支援を行うとともに、求職者支援員の配置

や福祉職場就職フェアの開催等を実施し、介護・

福祉を担う人材の確保・定着を図った。 

 ・福祉人材カフェ（京都ジョブパーク内）   

相談件数：3,724 件 就職者数 557 人 

 ・北部福祉人材カフェ（北京都ジョブパーク内） 

相談件数：1,815 件 就職者数  341 人 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

(3) 業務効率化支援事業 

  介護サービス従事者の介護における身体的負

担の軽減や業務の効率化を目的に、介護ロボッ

ト及び ICT 機器の導入に係る補助金を交付し

た。 

 ・補助金交付 介護ロボット 13 事業所、 

ICT 機器 14事業所 
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「共生による環境先進地・京都の実現」の取組状況 
 

【概 要】 

ライフスタイルの変化を環境負荷の低減につなげ、環境に配慮した活動を地域経済の活性

化につなげる、環境×暮らし×経済の好循環をめざす、環境と共生した社会づくり 
 

【到達目標】 

指標名称 
単

位 

基準値 目標数値 
参考年間 

目    標 

実績数値 

(達成率％) 

（2022年度） （2026年度） （2023年度） （2023年度） 

温室効果ガス排出量削減率

（2013年度比） 
％ 

19.1 

（2020年度） 

46.0 

（2030 年度） 
－ － 

府内の総電力需要量に対す

る府内の再エネ発電電力量

の割合 
％ 

11.7 

（2020年度） 

25.0 

（2030 年度） 
－ － 

府内の総電力需要量に占め

る再エネ電力使用量の割合 
％ 

26.0 

（2020年度） 

35.0 

（2030 年度） 
－ － 

 

【令和５年度の主な成果】 

○ 府市協調で「きょうと生物多様性センター」を開設し、運営を開始 

 

○ 脱炭素関連技術のオープンイノベーション拠点「ZET-valley」の形成に向けた、勉

強会、報告会の開催 

 

 

【令和５年度実績】※８つのビジョンに掲げる主要な方策を掲載 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】脱炭素社会の実現に向けた実行力のある温室効果ガス削減の取組の推進 

脱炭素テクノロジー（ZET）関連スタートアップ

企業と事業会社等の交流、まちづくりへの技術

導入等を促進する拠点「ZET-valley」の形成に

よる、最先端技術を用いた新事業創出・社会実

装の推進  

◆ZET-valley 推進事業 

(1) ZET-valley 先導拠点調査検討 

脱炭素関連技術を組み合わせた共創プロジェ

クトを創出するオープンイノベーション拠点と

して必要な機能、設備等を検討した。 

ア 先導拠点の基本構想について検討する勉 

強会の開催 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

・開催回数：２回 

 ・参加者数：各 12 人（向日市、西日本旅客鉄

道株式会社、株式会社京都銀行） 

イ 府内の大企業や大学、自治体関係者等に対

する取組状況報告会の開催 

・開催回数：２回（うち１回オンライン） 

・参加者数：73人 

(2) 脱炭素技術の共創プロジェクト創出 

ア 「ZET-summit」の開催 

 国内外の脱炭素関連スタートアップ企業と

大企業等との交流や、産学公の関係者が一堂に

会して京都のまちづくり・地域産業への技術導

入に向けた提案・検討等を行う場として「ZET-

summit」を開催した。 

・参加者数：約 2,507人 

 ・マッチング数： 126 件 

イ 「ZET-college」の開講 

 いくつもの学問分野、産業分野にまたがる脱

炭素の課題を総合的な知見及び柔軟な発想で

解決できる人材を育成する「ZET-college」を開

講した。 

・開催回数： ２回（オンライン） 

 ・参加者数：234 人 

家庭やオフィス等における省エネ機器の導入促

進や、窓や壁等の断熱化など、建物の脱炭素化

を総合的に支援し、ZEHや ZEB 等の普及を促進 

◆地球温暖化対策総合戦略事業 

(1) 省エネ・節電設備更新補助金（サプライチ

ェーン省エネ推進事業補助金） 

中小事業者等が実施する省エネ設備等への更

新に対して助成した。 

 ・助成件数：10件 

(2) 建築物脱炭素化推進事業 

 府有施設、市町村及び中小企業者等を対象に

ZEB 化や省エネ設備の導入に関する助言等を実

施した。 

 ・府有施設： ５件 

 ・市町村：  ５件 

 ・中小企業等：２件 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

運輸部門からの温室効果ガス排出量削減に向け

た、自動車の電動化の促進や物流施設の高効率

化など、物流網全体での脱炭素化の推進 

◆脱炭素化推進事業 

（EV・PHV タウン推進事業） 

 EV（電気自動車）や PHV（プラグインハイブリ

ッド自動車）、FCV（燃料電池自動車）の普及推

進による運輸部門の CO₂削減を図るため、公用車

への率先的な電気自動車の導入（リース）や府が

整備した急速充電器（12基）の維持管理等を実施

した。 

 ・普及台数：13,075台（令和５年度末累計） 

大企業・中小企業が一体的にサプライチェーン

の脱炭素化に取り組む金融機関等と連携した仕

組みづくりと、ESG 投資資金の呼び込みによる

地域活性化・脱炭素化の促進  

◆地球温暖化対策総合戦略事業 

（脱炭素社会実現に向けた ESG 投資研究事業） 

(1) 令和４年度に地域金融機関と連携して創設

した「京都ゼロカーボン・フレームワーク」（サ

スティナビリティ・リンクローン（SLL）の適

合性の承認を受けた、脱炭素に取り組む府内中

小企業の融資金利を優遇する仕組み）の活用を

推進した。 

 ・京都ゼロカーボン・フレームワーク利用者数： 

82 件 

(2) 府内企業への ESG 投資の呼び込み、再エネ

導入･活用促進による地域活性化・脱炭素化を

目的に、産学公金で構成される研究会を実施し

た。 

  ・研究会開催数：２回 

環境 NPO・研究機関・企業等と連携し、脱炭素化

に一体的に取り組む組織づくりを推進 

◆きょうと生物多様性センター事業 

（生物多様性センター運営） 

 府市協調により令和５年４月に「きょうと生物

多様性センター」の運営を開始し、多様な主体の

ネットワーク形成や保全活動における連携・協力

関係のコーディネート、次代を担う人材育成・情

報発信等を実施した。 

 

◆地球温暖化防止府民活動推進事業 

 事業者、府民、環境 NPO 等の多様な主体とのネ

ットワークを持ち、地球温暖化対策を担う中核的

支援組織として活動する京都府地球温暖化防止

活動推進センターと連携、協力し、小学校等への
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

出前授業やイベントでの省エネ相談といった啓

発活動等を実施した。 

子どもたちを中心に、幅広い世代を対象とする

体系的な環境学習プログラムの実施や、若者を

環境リーダーとして養成しその活動を支援する

など、次代を担う環境人材の育成 

◆脱炭素化推進事業 

（WE DO KYOTO!府民運動推進事業） 

(1) 次世代を担う中学生に、気候変動問題につ

いて学習する機会を提供するため、環境学習の

動画を活用したオンライン環境学習教室を開

催。 

  ・参加者数：993人 

(2)  次世代のリーダーを育成するため、大学生

を中心に「WE DO KYOTO！ユースサポーター」

として委嘱し、地球温暖化防止に向けた普及活

動を実施した。 

  ・委嘱者数：47人 

【重点分野】地域の再エネポテンシャルの最大限の活用 

地域資源を生かした持続可能なまちづくりを支

援し、府内各地にゼロカーボン地域を創出 

◆脱炭素社会実現加速化事業 

(未利用地活用再生可能エネルギー導入促進事

業) 

 駐車場等の未利用地への自家消費を目的とし

た太陽光発電設備と蓄電池の導入を助成した。 

 ・助成件数：８件 

 

◆地球温暖化対策総合戦略事業 

(1) 地域共生型再エネ導入支援事業 

  営農型太陽光発電の普及促進に向け、市町村

に対する勉強会や事業計画の策定等を支援する

アドバイザーの派遣を実施した。 

(2) 太陽光発電初期投資ゼロ促進事業 

  「０円ソーラープラットフォーム」を開設し、

府民と事業者のマッチングを図るとともに、府

民の導入に対する助成を実施した。 

・助成件数：41件 

(3) スマート・エコハウス促進事業 

  住宅用太陽光発電設備等の設置に対する低利

融資を実施した。 

・融資件数：27件 

 



54 

 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

既存建築物の屋根など、利用されていない箇所

を活用した太陽光発電や、風力、小水力、バイ

オマス、太陽熱等を含めた多様な再エネの活用

など、地域共生型の再エネ導入の促進 

◆脱炭素社会実現加速化事業 

（未利用地活用再生可能エネルギー導入促進事

業） 

 駐車場等の未利用地への自家消費を目的とし

た太陽光発電設備と蓄電池の導入を助成した。 

・助成件数：８件 

営農型太陽光発電など、地域課題の解決や経営

支援につながる再エネ導入のモデル地区形成を

支援し、府内各地へ展開 

◆地球温暖化対策総合戦略事業 

（地域共生型再エネ導入支援事業） 

 営農型太陽光発電の普及促進に向け、市町村に

対する勉強会や事業計画の策定等を支援するア

ドバイザーの派遣を実施した。 

事業者に対するインセンティブ付与による再エ

ネ導入の加速化と、災害時における自立分散型

電源としての地域利用の促進 

◆地球温暖化対策総合戦略事業 

(1) 事業者向け自立型再生可能エネルギー設備

及び EMS等設置助成事業 

  再生可能エネルギー設備及び効率的利用設備

（蓄電池・EMS 等）を導入する中小事業者等を対

象に計画認定及び助成を実施した。 

・助成件数：８件 

(2) 再エネ導入利活用増大事業 

  府内各地域の家電販売店や工務店の店員等を

「京都再エネコンシェルジュ」に認証し、家庭

の再生可能エネルギー設備の導入を促進した。 

 ・再エネコンシェルジュ新規認証者数：35名 

(3) 家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設

置助成事業 

  市町村と連携して太陽光発電設備と蓄電池の

同時導入に対する助成を実施した。 

・助成件数：546 件 

産学公連携による、水素利用の新技術等を活用

した地域課題解決の推進 

◆地球温暖化対策総合戦略事業 

(1) 水素エネルギー施策推進事業 

  水素社会の実現に向け、長田野工業団地にお

いて、現地で製造した水素を巡回供給し燃料電

池フォークリフトで活用する地産地消の実証事

業を実施した。 

(2) 京都舞鶴港スマート・エコ・エネルギーポ

ート化事業 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

  エネルギーインフラの整備及び地域振興に向

け、再生可能エネルギーの利用促進等に関する

調査を実施した。 

◆気候変動適応推進事業 

（気候変動影響に関する情報収集・発信及び将来

予測） 

 令和３年７月に京都府・京都市・総合地球環境

学研究所の３者で「京都気候変動適応センター」

を設置し、農業関係者等にヒアリングを実施する

とともに、農業や暑熱に関して関係機関からデー

タを収集し分析を実施した。 

 また、分析結果等についてシンポジウムやホー

ムページ等で発信した。 

【重点分野】廃棄物の発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル）の取組促進

によるゼロエミッションな社会の構築 

規格外の農産物も有効活用できる中食等の開

発、包装資材の簡素化や脱プラスチック化など、

生産・加工・流通の各段階において環境にやさ

しい取組を進める、環境負荷軽減と収益性の向

上を両立した農林水産業・食関連産業の育成  

◆｢京の食｣ブランド総合戦略事業 

(1) 京ものブランド生産戦略事業 

ア 有機農業産地づくり推進緊急対策事業 

  有機農産物の学校給食利用など、地域ぐるみ

で有機農業に取り組むモデル的な取組を支援

した。 

    事業主体         補 助 金 

 亀岡市有機農業推進協議会   8,000,000 円 

イ グリーンな栽培体系への転換サポート事業  

 環境にやさしい栽培技術と省力化に資する先 

端技術等を取り入れたグリーンな栽培体系への 

転換を推進するため、産地ごとの特色に合わせ 

た生産技術の検証に関する取組を支援した。 

  事業主体         補 助 金 

 中丹米振興協議会       3,408,339 円 

 南丹市液肥利用協議会     2,987,890  

    計            6,396,229  

(2)京ものブランドサプライチェーンの構築 

（地域食品産業連携プロジェクト推進事業） 

 京都食ビジネスプラットフォームに参画する

事業者が取り組む、「京都プレミアム中食」のフ

ラッグシップとなる有機農産物の加工品開発を

支援した。 



56 

 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

  ・採択件数：１件  補助金 2,889,687円 

 

◆産業創造リーディングゾーン加速化事業 

（食関連産業新ビジネス創出事業） 

 フードテックによる新たな価値を付加した新

商品・サービス開発等を支援した。 

・採択件数：   43件    

  ・補助金：19,043,000 円 

スマートセンサー等、AI・IoT 技術を活用した

産業廃棄物の効率的回収・監視システムの実用

化や、新たな技術開発、建設廃棄物処理への選

別ロボットの整備・導入等の支援  

◆資源循環京都モデル推進事業 

（京都府３Ｒ技術開発等支援補助事業） 

 産業廃棄物の３Ｒに係る研究や技術開発に対

する支援を実施した。 

・補助件数２件、補助金額 6,500,000 円 

3R 技術を活用した廃棄物の再利用など、産学公

連携によるゼロエミッションの推進 

◆資源循環京都モデル推進事業 

（産業廃棄物３Ｒ支援センター運営事業） 

(1) ゼロエミッションアドバイザー派遣事業 

  府内排出事業者等からの産業廃棄物の減量・

リサイクルに係る相談に対し、専門的知識を有

するアドバイザーを派遣し、取組を支援した。 

  ・派遣回数 28回 

(2) 産業廃棄物３Ｒ情報等提供事業 

  産業廃棄物の減量・リサイクルに係る処理技

術や処理業者等の情報を排出事業者等に提供

し、取組を支援した。 

(3) ３Ｒ人材育成等支援事業 

  廃棄物情報冊子の作成・配布、大学生向けの

リサイクル施設視察支援や講義等により、産業

廃棄物の３Ｒに係る取組や意識向上を支援し

た。 

 

【重点分野】多様な主体の連携による生物多様性の保全と継承、自然環境の保全と創出 

多様な主体の連携による生物多様性保全を進め

るため、企業、研究機関、保全団体、府民等の

オール京都でつくる「京都府生物多様性センタ

ー（仮称）」及びセンターや保全活動を支える

生物多様性保全基金の創設 

◆きょうと生物多様性センター事業 

府市協調により令和５年４月に「きょうと生物

多様性センター」の運営を開始し、令和５年９月

にはセンターや保全活動を支える「きょうと生物

多様性パートナーシップ協定」制度及び生物多様

性保全基金を創設した。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

生物多様性保全に取り組みたい民間企業と保全

団体等をマッチングし保全活動を支援する「き

ょうと生物多様性パートナーシップ協定（仮

称）」制度の創設 

◆きょうと生物多様性センター事業 

府市協調により令和５年９月に「きょうと生物

多様性パートナーシップ協定」制度を創設した。 

山陰海岸ジオパークや自然公園等の自然風景地

を保全し、ガイドツアーやビジターセンター等

により地域の魅力を発信することで利活用を推

進 

◆山陰海岸世界ジオパーク誘客促進事業 

海外とのネットワーク形成や地質資源の調査

研究、ガイド育成等を行う「山陰海岸ジオパーク

推進協議会」への負担金及びジオサイト保全への

支援を実施した。 
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「未来を拓く京都産業の実現」の取組状況 
 

【概 要】 

京都産業の強みである多様性を生かしながら、より様々な主体が連携・融合することでし

なやかな産業構造を創り上げ、リスクに強く、社会課題を解決し、世界に通用するオープン

イノベーションを生かし続ける持続可能な産業社会を創造 
 

【到達目標】 

指標名称 
単

位 

基準値 目標数値 
参考年間 

目    標 

実績数値 

(達成率％) 

（2022年度） （2026年度） （2023年度） （2023年度） 

スタートアップ・エコシス

テム形成を通じたスタート

アップ企業設立数（累計） 

件 

83 

（2015～2019

年度） 

133 

（2023～2026

年度） 

33 
34 

(103.0) 

京都中小企業事業継続・創

生支援センターの支援を通

じて成功した後継候補者マ

ッチング件数（累計） 

件 

140 

（2017～2021

年度） 

240 

（2023～2026

年度） 

60 
63 

(105.0) 

海外ビジネスセンター等の

支援を通じて新たに設置し

た「京もの海外常設展・コー

ナー」設置数 

店 
30 

（2021年度） 
50 35 

35 

(100.0) 

農林水産業の産出額 
億

円 

775 

（※） 

802 

（2026 年） 
790 

2025年 3月頃 

公表予定 

※2017～2021年度の５年間における最大最小を除いた３年平均 

【令和５年度の主な成果】 

○ アートとテクノロジーを融合させた新産業創造拠点「アート＆テクノロジー・ヴィ

レッジ京都」の開設及びオープニングイベントの実施 

 

○ 「京都フードテック基本構想」推進のため、最先端技術と京都の食文化との融合を

目指すイベント「京都フードテックエキスポ２０２３」を開催 
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【令和５年度実績】※８つのビジョンに掲げる主要な方策を掲載 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】地域特性を踏まえた新たな産業創造のためのリーディングゾーンの構築 

世界最高レベルのシルクの染めと織りの技術を

活用した世界から注目されるテキスタイル産地

の形成 

◆伝統産業産地再構築事業 

 コロナ禍を契機に、長年の課題であった産地

の構造改革を推進するため、令和３年度に設置し

た｢シルクテキスタイル・グローバル推進コンソ

ーシアム」を核として、西陣織・京友禅・丹後織

物の３産地が連携し、新たなマーケット開拓と産

地を支える生産体制の再構築を図った。 

(1) 新たなマーケット開拓 

ア 建材・インテリア市場参入支援 

 京都のテキスタイル技術を活かした商品づく 

りによる建材・インテリア市場への参入を支援

した。 

・支援企業数 15社 

イ 高級ファッション市場参入支援 

(ｱ) ミラノウニカ等商談会出展 

    商談会出展に向けた海外貿易基礎講座や

伴走支援等を実施した。 

・ 出展企業数 ５社 

 (ｲ) 京友禅サリーの販路開拓支援 

  丹後ちりめんに京友禅の技術をあしらった 

インドの民族衣装「サリー」をインド・在日イ

ンド人の富裕層向けに展開するため、販路開拓

支援を行った。 

(2) 産地の生産体制の再構築 

丹後・西陣の繊維産地における希少部品確保 

の取組等の実施により、持続可能な産地づくりを

推進した。 

 

◆伝統産業産地振興拠点創出事業 

 海外展開等の新規マーケット開拓や新商品開

発等を総合的に支援することで、世界から注目さ

れるテキスタイル産地の形成や新事業の創出を

促進した。 

(1) テキスタイル創造開発プログラムの実施 

  国内外のデザイナーやアーティストなどのク

リエイティブ人材と染織産地が協力して行う、
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

高級ファッションやインテリア・建材市場など

をターゲットとした新たな発想や感性による商

品開発を支援した。 

(2) 海外マーケットへの展開支援 

   工芸にアート、デザインの要素も盛り込んで

新たな展開を図る「KYOTO KOUGEI WEEK」実行委

員会において、上海｢KYOTO HOUSE」等での新た

なビジネス展開や商談会を開催した。 

 

・買取実現事業者数：107事業者  

・買付額：  47,495,216 円 

(3) 「Kyo-Densan-Biz」を核とした総合支援 

  令和４年度に開設した「Kyo-Densan-Biz」の

コーディネーターが、京都の伝統産業事業者の

成長・発展を総合的に支援した。 

(4) 新事業展開のための新商品開発等に対する 

助成 

  伝統産業事業者のグループに対して、国内外

のマーケットニーズに応じた新商品開発や販

路開拓等に要する経費を支援した。 

・交付件数：  ７件 

   ・交付額：17,214千円 

産学公連携による太秦メディアパークの共創拡

大に向けた、クリエイター人材の育成の促進、

先端テクノロジーとの融合によるコンテンツイ

ノベーションの創出 

◆太秦メディアパーク共創拡大事業 

(1) 太秦メディアパーク調査検討 

  コンテンツ関連企業と異業種との交流・共創・

実証に向けて、「メタバース検討会・メディア

パーク研究会」を開催し、集積企業のラボ、社

会実装まで完結できるメディアパークの具体化

に係る調査検討を実施した。 

   ・開催時期：令和６年３月７日 

   ・開催場所：ホテル日航プリンセス京都 

   ・参加者数：33人 

(2) 融合プロジェクト創出、クリエイター人材

育成 

  コンテンツ関連企業とメタバース等の最新技

術との融合プロジェクトの創出・実証やクリエ

イター等の人材の育成を実施した。 

ア 太秦メディアパーク共創プロジェクト商品 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

開発セミナー  

  ・開催時期：令和６年３月７日 

  ・開催場所：ホテル日航プリンセス京都 

  ・内容：株式会社 NHK エンタープライズ等 

を招いた商品化講座の開催 

イ 次世代クリエイター育成事業「キッズプロ 

グラミングカレッジ」  

  ・開催時期：令和６年３月２３日 

  ・開催場所：北部産業創造センター 

  ・内容：同志社大学の学生が小学生にプログ 

ラミングを教えるイベントの開催 

  ・参加者数：19人     

ウ クリエイティブサウンド京都事業    

  ・開催時期：令和３月１６日、１７日 

  ・開催場所：イオンモール京都 

  ・内容：音声の新技術を活用した実証実験イ 

ベントの開催 

  ・参加者数：延べ 503 人 

 

関西文化学術研究都市において、「食」に関す

る研究機関やスタートアップ企業の集積の促進

などにより、オープンイノベーションの場を創

出 

◆産業創造リーディングゾーン総合推進事業 

（けいはんな産学公連携産業創造事業） 

ア けいはんな学研都市「大学・研究機関」共創

会議の開催  

  開催回数 １回 

  参加者数 22人 

イ フォーラムやセミナーの実施 

  実施回数 ４回 

  参加人数 延べ 212人 

ウ 産学連携マッチングサイト「けいはんな

Link」の充実 

企業向けに研究者の情報を発信する「けい

はんな Sciencepedia」の掲載 

長い歴史が育んだ京都の文化を生かした世界初

となるアートとテクノロジーを融合した産業の

創出 

◆アート＆テクノロジー・ヴィレッジ推進事業 

海外の企業・大学等との相互交流・連携を促進

するグローバル拠点として令和 5 年 10 月 31 日

に施設を開設。入居企業等や国内外の企業・大学

等との連携や商品・サービスの開発等を支援し

た。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

(1) 拠点の開設 

 ア オープニングイベントの実施（延べ 3,300 

名程度参加） 

 <主な内容> 

    オープニングセレモニーや地元団体による

交流イベント、入居企業の取組紹介やドロー

ン 体 験 、 音 楽 イ ベ ン ト ｢ OYAMAZAKI 

ARTFES2023｣などを実施。 

イ 備品等の整備（スタジオや看板等） 

(2) 産学公連携によるテーマ別部会の設置 

（計７回開催） 

 子どもの能力開発部会、ロボティクス部会、フ

ェムテック部会の３部会 

(3) 企業等との取組によるマッチングの促進 

 ア 企業サイトへの入居促進（５区画契約） 

 イ スタートアップ関係者との交流 

   ・京都やましろ企業オンリーワン倶楽部 

など 

 

◆けいはんなオープンイノベーションセンター

活用推進事業 

(1) KICKへのプロジェクト等の集積を促進する

ため、国内外の研究者をはじめ企業や大学等に

対するプロモーションを実施した。 

・プロジェクトの集積数：25件 

(2) KICKについて、公益財団法人京都産業 21へ

の無償貸付を行い、その管理運営を助成すると

ともに、現行機能の維持・回復に必要な修繕等

を実施した。 

 

◆京都スマートシティエキスポ 2023・国際シン

ポジウム開催事業 

 スマートシティの推進を軸に、文化と学術研究

が融合したまちづくりを促進した。 

・京都スマートシティエキスポの開催 

   出展企業数：      112 社 

   ビジネスマッチング件数： 42件 

   来場者：       12,500 人 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】世界に伍するスタートアップ・エコシステムの展開 

スタートアップ・エコシステム構築に向けた、

多言語対応のワンストップ人材交流拠点とな

る、「京都版フォルケホイスコーレ（仮称）」

の創設 

◆グローバル・スタートアップ・エコシステム構

築事業 

(1) スタートアップ・ダイバーシティ推進事業 

ア 長期滞在型外国人起業家等誘致プログラム 

 日本で起業予定の外国人起業家等を対象に、滞 

在期間中に生活及びビジネスの両面から起業の 

支援を集中的に実施し、京都への定着を目指す

誘致プログラムを実施した。 

  ・参加者：６人 

イ 京都インターナショナルスタートアップ 

センターの設置 

  海外人材の生活から起業・ビジネス展開まで

一貫した支援を行うワンストップ相談窓口「京

都インターナショナルスタートアップセンタ

ー」を開設した。 

・生活相談件数：       64件 

・ビジネスマッチング相談件数：10件 

ウ 「KYOTO, JAPAN IN DUBAI EXPO」の開催 

   「KYOTO, JAPAN IN DUBAI EXPO」の開催を通

じて、京都企業の海外事業展開を拡大する取組

を実施した。 

  ・出展企業数：  95社 

  ・来場者数：約 12,000 人 

(2) グローバル・スタートアップイベント開催

事業 

  大規模国際スタートアップ・カンファレンス

「IVS2023 KYOTO」を開催した。 

  ・参加者数：約 10,500 人 

（うち海外からの参加者数 約 2,200 人） 

京都経済センター内でのミニセミナーの定期開

催や、海外起業家向け 90 日間滞在型プログラ

ム、海外スタートアップ支援拠点との相互連携

事業の実施 

◆中小企業総合応援事業 

（中小企業応援隊事業） 

 中小企業応援隊が中小企業や商店街等の強み

や弱みを把握した上で、中小企業の経営安定や発

展を支援するため、訪問コンサルティングを実施

した。 

(1) 中小企業応援隊の概要 

ア 構 成   
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

   商工会、商工会議所、京都府商工会連合会 

京都府中小企業団体中央会及び公益財団法 

人京都産業 21の経営指導を担当する職員 

を応援隊員として委嘱 

イ 隊員数 306 人 

(2) 令和５年度訪問件数等 

・実訪問企業数 15,889 社 

      延べ訪問件数 41,028 件 

    （業種別内訳） 

        製造業     11,890 件 

        建設業       4,137 件 

        小売業       9,599 件 

        卸売業       1,950 件 

        サービス業  11,253 件 

         その他     2,199 件 

 

◆起業するなら京都・プロジェクト推進事業 

(1) アントレプレナー教育の実施 

   小・中学生を対象とした起業家教育プログラ

ムを実施した。 

   ・参加チーム数：６チーム  

・参加者数：  26 人 

(2) 高度人材育成セミナーの実施 

   企業の経営幹部や管理者を対象とした人材育

成セミナーを中小企業大学校と連携して実施し

た。 

・実施回数：  ２回 

・参加者数：計 13 人 

外国人の起業におけるビザの壁、言葉の壁、人

脈の壁を克服する、「ALL 英語、オンライン、ペ

ーパーレス」によるスマート・スタートアップ

ビザの実現 

◆スタートアップビザの申請に必要な起業準備

活動計画確認証明書（起業地の自治体発行）の取

得に係る相談、手続き等の全行程を英語で行うこ

とを可能とし、オンライン、ペーパーレス化を実

施した。 

京都海外ビジネスセンターの相談・支援体制の

強化による、4 年間で外国人スタートアップ 

100 社 創 出 を め ざ す 「 K-IS （ Kyoto 

International Startup）100 プロジェクト」

の推進 

◆(1) 京都インターナショナルスタートアップ

センターの開設 

  府内で起業を志す外国人（留学生、海外在住

高度外国人材等）の誘致からビザ取得、起業・

定着まで一貫した支援を実施する組織として
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

「京都インターナショナルスタートアップセン

ター（Kyo-Sta）」を開設した。 

・相談件数：176 件 

(2) クロスボーダーアドバイザーの設置 

  海外人材の生活から起業・ビジネス展開まで

一貫した支援を行うため、クロスボーダー・コ

ンシェルジュ（生活支援）を設置した。 

 ・クロスボーダー・コンシェルジュ（６名体制） 

海外の起業家を迎え入れるための、「英語で暮

らせるまちづくり」をめざす体制整備の推進 

◆(1) 海外向けオンライン情報発信 

  京都インターナショナルスタートアップセン

ターの Web ページを公開し、SNS で外国人起業

家に役立つ情報（補助金やイベント等）を英語

で発信した。 

(2) 外国人起業家向け冊子の作成 

  外国人起業家向けにスタートアップビザの紹

介や各支援団体の情報等を掲載した冊子を作成

した。 

「共創型ものづくり」の支援等を通じた、大企

業と中小企業や、中小企業同士のネットワーク

を生かした「草の根イノベーション」の促進 

◆共創型ものづくり等支援事業 

 企業間連携グループの形成から連携ビジネス

の実践まで一貫支援する助成事業を実施した。   

(1) 連携体制構築コース 

 グループ形成に向けた連携ルール策定や事業

計画策定のための市場調査、試作品開発等の取

組に要する経費の一部を助成した。 

・交付件数： 12件 

・交付額：52,808 千円 

 (2) 連携事業実践コース 

  経営資源の共有化による企業間連携ビジネス

の実践に向けた生産技術開発や販路開拓等の取

組に要する経費の一部を助成した。 

・交付件数： ５件 

・交付額：80,992 千円 

女性の健康や子育ての悩み・課題等をテクノロ

ジーで解決するフェムテック分野等における、

産学公によるオープンイノベーションによる産

業化の推進 

◆「産学公の森」推進事業 

 産学公の多様な連携プロジェクトの組成から、

製品等の試作・研究開発、実用化に向けた市場開

拓、生産設備投資等を一貫して支援する助成事業

を実施した。 

・交付件数：31件 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

・交付額：423,517 千円 

 

◆ビッグデータ活用推進事業 

(1) 「京都ビッグデータ活用プラットフォーム」 

において、課題を共有するコミュニティや実

証・事業化に向けたワーキンググループ活動へ

の支援及びセミナー等を実施した。 

  ・全体会議開催回数：        ２回 

 ・参加者数：           129 人  

・セミナー開催回数：        １回 

 ・参加者数：            51人 

 ・コミュニティ支援数：    ６グループ 

 ・実証・事業化ワーキングループ支援数：５件 

(2) 健康データや移動データなどの複数分野の

データを連携・活用するためのデータ連携基盤を

運用し、健康促進・消費促進等を図るスマートラ

イフサービスを提供した。 

 

◆スマートけいはんな活動強化事業 

 中小企業等の最先端技術を活用してスマート

社会を推進するため、新たな技術連携に向けた

支援や自動運転等の実証環境を強化した。 

(1) 中小企業等を新たに加えた連携体制の構築 

ア データ利活用推進のための京都ビックデ

ータ活用プラッフォームの機能強化 

・データ統合・連携基盤のサンプルデータ

数：67件 

イ コーディネータによるスマート関連技術 

の実装化支援 

(2) 中小企業等の参画を促す新たな支援制度の 

創設 

中小企業等のスマートけいはんなプロジェク

トへの参画に伴う技術実証に対して助成した。 

   ・交付件数 4件 

   ・交付額  10,016 千円 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】企業経営・産業集積の継続に向けた事業承継の促進 

地場産業産地、地域産業群が技術やノウハウ等

の強みを活用することによりスケールアップ

し、持続できる仕組みづくり  

◆京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業 

 プロセスの見直しによる生産性向上と高付加

価値化を両立する取組を調査分析から体制構築、

実践まで一貫支援する助成事業を実施した。 

(1) 事業創生コース 

 データ分析や調査課題等によるプロセスの見

直しに要する経費の一部を助成した。 

・交付件数：  21 件   

・交付額  ：19,200 千円 

(2) 事業化促進コース 

  生産性向上・高付加価値化のための研究・投

資に要する経費の一部を助成した。 

・交付件数：  14件   

・交付額：127,312 千円 

(3) 本格的事業展開コース 

  実用化に向けた応用研究・生産技術開発、生

産・販売・サービス提供のための設備の導入に

要する経費の一部を助成した。 

・交付件数：  13件   

・交付額：335,230 千円 

 

◆共創型ものづくり等支援事業 

 企業間連携グループの形成から連携ビジネス

の実践まで一貫支援する助成事業を実施した。   

(1) 連携体制構築コース 

   グループ形成に向けた連携ルール策定や事業

計画策定のための市場調査、試作品開発等の取

組に要する経費の一部を助成した。 

・交付件数：  12件 

・交付額：52,808 千円 

(2) 連携事業実践コース 

  経営資源の共有化による企業間連携ビジネス

の実践に向けた生産技術開発や販路開拓等の取

組に要する経費の一部を助成した。 

・交付件数： ５件 

    ・交付額：80,992千円 
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◆京都「新文化産業」強化支援事業 

 伝統産業の産地組合等が実施する新たな付加

価値を生み出す意欲的な新商品開発や国内外販

路開拓、後継者等の人材育成に繋がる取組を支援

した。 

・交付件数： 28件 

・交付額：30,003 千円 

 

◆次世代職人育成事業 

 伝統産業の次世代を担う若手職人の育成を図

るとともに、新分野展開等に取り組む意欲ある事

業者を支援するため、商品開発から国内外の販路

開拓までを伴走型で一貫して支援した。 

(1) 京ものクオリティ市場創出事業 

  国内外での販路開拓を目指す事業者が、国内

外の市場に精通したプロデューサー等との連携

の下、海外の販売代理店を通じたマーケット開

拓、マーケットニーズを踏まえた商品開発の支

援、海外市場向け販路開拓や E コマースを活用

した伝統工芸品の販売促進を実施した。 

・支援件数：56件 

(2) 次世代職人育成事業 

 ア 職人アカデミー開催の 

  専門家によるコーチングを通じて、伝統工芸 

の技術を活かした新たなビジネスや商品開発 

を自ら発案・企画できる人材を育成した。 

・プログラム数：14 件 

  ・参加者数：延べ 98人 

イ 京もの愛用券の販売 

   京都の伝統工芸品等を掲載したネットカタ 

ログ「京もの愛用券」を通じて、「京もの」の 

需要創出・販路拡大を図った。 

・販売実績：2,158 千円 

(3) 丹後・西陣織産地活性化事業 

 広幅を中心とする織物職人の育成や、関連する

工程、織機調整等の研修を織物・機械金属振興セ

ンター及び西陣織工業組合において実施した。 

・受講者数：延べ 514人 
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(4) 新堀川魅力創造事業 

   堀川新文化ビルヂングを活用し、伝統工芸品

の作品展やワークショップを開催した。 

  ・作品展等の開催回数：30 回 

(5) 文化財保存修復推進事業                    

  伝統工芸に携わる職人等に対して、伝統産業

技術の継承や文化財の保存・修復に係る考え方

を広く周知するため、セミナーを開催した。 

   受講者数 延べ 82人 

経営者の高齢化に対応した、全国に先駆けて取

り組む後継者不在企業への後継者マッチング対

策の強化 

◆中小企業事業継続・承継支援強化事業 

 公益財団法人京都産業２１に設置する「京都中

小企業事業継続・創生支援センター」において、

中小企業の事業継続・事業承継を支援するため、

産業支援機関等の多様な関係機関と連携し、後継

者候補とのマッチング等を実施した。 

・相談件数：    1,301 件 

・マッチング成約件数：104 件 

京都の老舗企業の経営哲学や知恵の経営等を生

かし、事業承継の全段階で伴走支援する仕組み

づくり 

◆京都ブランド推進事業 

 知的財産権やノウハウ、人材、技術力など目に

見えない企業の強みである知的資産を活かす知

的資産経営（=｢知恵の経営｣）を支援し、「知恵

をいかす」「知恵をまもる」「知恵をまなぶ」事

業を総合的に進めた。 

 

◆中小企業事業継続・承継支援強化事業 

（事業承継支援拡大事業） 

(1) 業界連携・事業承継推進等事業費補助金 

  廃業情報の把握や廃業意向企業の事業引継ぎ

対策の検討に係る事業に対して助成した。 

  ・交付団体：京都府中小企業団体中央会 

  ・交 付 額：6,660千円 

(2) 後継希望者向け登録サイト（後継者マッチ

ングプール）の開設 

  厳しい状況を立て直せる人材の掘り起こしを

強化するため、後継希望者向け登録サイト（後

継者マッチングプール）を開設した。 

   後継希望者登録者数 77 人 

(3) Ｍ＆Ａ型事業承継支援補助金 
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  Ｍ＆Ａによる事業承継を促進するため、円滑

な事業引継ぎのために必要となるシステム導入

などに係る経費に対して助成した。 

・交付件数：  ６件 

  ・交 付 額：1,235千円 

 

◆「京の老舗」知恵の経営発信事業 

  京都府内において 100 年以上にわたり伝統の

技術や商法を継承し、他の企業の規範となってき

た企業を顕彰した。 

  ・令和５年度表彰企業数：24企業（うち京都 

市以外７企業） 

※参考：表彰企業累計数（S43～R5年度）計 2,039

企業（うち京都市以外 595 企業） 

廃業した経営者の経験・技術を後継者不足の中

小企業に供給するなどの、「再チャレンジマッ

チング支援」の実施 

◆中小企業事業継続・承継支援強化事業  

 公益財団法人京都産業２１に設置する「京都中

小企業事業継続・創生支援センター」において、

中小企業の事業継続・事業承継を支援するため、

産業支援機関等の多様な関係機関と連携し、後継

者候補とのマッチング等を実施した。 

  ・相談件数：    1,301件 

  ・マッチング成約件数：104件 

人材・人手不足の状況を踏まえた、事業内容が

類似する既存の企業同士やスタートアップ企業

による M&Aなど、新しい受け手とのマッチング

の促進 

◆中小企業事業継続・承継支援強化事業 

（Ｍ＆Ａ型事業承継支援補助金） 

地域の中小企業を事業承継型Ｍ＆Ａにより引

き継ぐに当たり必要となる経営管理システムの

再編・統合、事業譲渡契約の締結に関する専門

家派遣などに係る経費に対して助成した。 

  ・交付件数：   ６件 

  ・交 付 額：1,235千円 

 

【重点分野】京都の食文化を支える農林水産業の新展開 

フードテックの社会実装を展開する「京都フー

ドテック構想（仮称）」の推進 

◆京都フードテック推進事業 

(1) 京都フードテックマッチング事業 

 技術展示や国内外のゲストによるディスカッ

ション、講師によるセミナー、スタートアップ

企業によるピッチコンテストなど、最先端技術
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

と京都の食文化との融合を目指すイベントを開

催した。 

  ・開催日時：令和５年 10 月５日～６日 

  ・参加人数：12,500 人 

    ※京都スマートシティエキスポ併催 

(2) 京都食ビジネスプラットフォーム体制強化 

事業 

  フードテックに特化した部会を設置し、食関

連事業者の最先端技術の実装に向けた課題の掘

り起こしと最新技術の研修会を実施した。 

・専門部会の設置：フードテック部会 ほか  

全５部会を設置 

  ・研修会の開催： 令和５年 10 月５日 ほか  

全 10 回 

  ・交流会の開催： 令和６年３月８日 ほか  

全３回 

◆産業創造リーディングゾーン加速化事業 

（食関連産業新ビジネス創出事業） 

 フードテックによる新たな価値を付加した新

商品・サービス開発等を支援した。 

・採択件数：   43件      

  ・補助金：19,043,000 円 

農林水産技術センターの再編整備による研究開

発機能の強化と、食関連企業との共同研究拠点

の整備 

◆京都フードテック推進事業 

(1) 京都フードテック研究開発・集積事業  

ア 相談窓口の設置 

  スマート農林水産技術についてのワンストッ 

プ相談窓口を設置した。 

・相談件数：156 件                                          

イ 展示会等の開催 

  スマート技術の企業や専門家等による技術展 

示・相談会を開催し、技術導入に向けて生産者 

と企業とのマッチングを推進した。 

開催日     開催場所      参加者 

令和５年 12月８日  綾部市中央公民館   47人 

令和５年 12 月 14 日  ガレリアかめおか   59人 

ウ  技術の開発に向けた取組 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

  農林水産業のスマート化を図る技術メニュ

ーの開発・実証を行うため、産学公連携による

コンソーシアムにおいて共同研究を実施した。 

(2) 京都フードテック実装支援事業 

  スマート技術（機械等）の導入に取り組む生

産者を支援した。 

・採択件数：     16 件 

・事 業 費 ：112,298,715 円 

  ・補 助 金： 43,712,000 円 

「京の食」のブランド価値をさらに高めて他県

をリードする、新たな商品・サービス開発の推

進 

◆「京の食」ブランド総合戦略事業 

(1) 京ものブランドサプライチェーン構築事業 

 京都食ビジネスプラットフォームを通じて、 

生産・加工・販売の異業種連携による新たな商 

品・サービスの開発など、｢京ものブランドサプ 

ライチェーン｣の構築に係る取組を支援した。 

・採択件数：５件 

(2) 地域食品産業連携プロジェクト推進事業 

  京都食ビジネスプラットフォームに参画する 

事業者が取り組む、｢京都プレミアム中食｣のフ

ラッグシップとなる商品・サービスの開発を支

援した。 

・採択件数：１件 

食生活や価値観の多様化や消費傾向の変化を踏

まえた、内食・中食需要に対応した商品づくり

の推進 

◆「京の食」ブランド総合戦略事業 

（京都プレミアム中食開発支援事業） 

 京都のすぐれた加工技術やしつらえを施した

｢京の食文化｣を体現する高品質な加工品の開発

や販路拡大に係る取組を支援した。 

 実施事業者数  24事業者 

荒廃農地の発生防止や解消をめざして、農地集

積や多様な担い手の確保などを進め、地域に応

じた農地利用を促進 

◆荒廃農地の解消 

 再生可能な荒廃農地を地域の合意に基づく最

適な土地利用への転換を促進する。 

 

◆機構条件不利農地整備支援事業 

 条件不利農地等の流動化を促進するための簡

易整備を実施した。 

・実施地区数：2地区 

・実施内容：湿外対策及び有害鳥獣害防護柵 

補充工事・障害物除去 



73 

 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

   ・補助金：1,466千円 

 

◆遊休農地発生防止等支援事業 

 多様な担い手による農地保全を推進するため、

小規模農業機械の導入支援を実施した。 

・実施件数:４件 

・実施内容：草刈機等の導入 

・補助金：2,575 千円 
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「文化の力で世界に貢献する京都の実現」の取組状況 

 

【概 要】 

歴史に裏付けられた、伝統文化から最先端の文化までが共存する、多様性と寛容性のある

京都の文化を土台として京都から文化創造・発信を行い、多彩な交流を図ることで、活力と

うるおいのある豊かな社会を築き上げ、世界に貢献する「文化の都・京都」を実現 
 

【到達目標】 

指標名称 
単

位 

基準値 目標数値 
参考年間 

目    標 

実績数値 

(達成率％) 

（2022年度） （2026年度） （2023年度） （2023年度） 

府内のアートフェア等に参

加する若手アーティスト

（40歳以下）の数 
人 

129 

（2021年度） 
200 165 

162 

(98.2) 

府内のアートフェア等にお

ける販売額 

万

円 

31,485 

（2021年度） 
47,200 37,000 

49,730 

(134.4) 

文化・芸術に関わりを持つ

（鑑賞・体験含む）人の割合 
％ 

62.0 

（2021年度） 
90.0 90.0 

63.8 

(70.9) 

歴史的な文化遺産や文化財

などが社会全体で守られ、

活用されていると思う人の

割合 

％ 84.4 90.0 90.0 
83.3 

(92.6) 

 

【令和５年度の主な成果】 

○ 日本と海外のギャラリー、行政と民間など様々なコラボレーションをコンセプトに

した日本最大級の国際的アートフェア「Art Collaboration Kyoto」の開催 

 

○ 文化庁京都移転記念事業 Opening Celebration「きょう ハレの日、」を府内各地で

開催 

 

○ 丹後郷土資料館のリニューアルに向けた整備の実施 
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【令和５年度実績】※８つのビジョンに掲げる主要な方策を掲載 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】文化庁の京都移転や大阪・関西万博開催の機会を捉えたオール京都での「文化の都・

京都」の実現に向けた展開 

アニメ・映画・ゲーム等のメディア文化のコン

テンツが揃う京都ならではの取組など、これま

での太秦メディアパークにおける取組等を土台

として、更に京都発の新たなメディア文化等を

世界へ発信することにより、文化の国際交流の

舞台となる京都を志向 

次年度以降対応 

世界各国のコレクターの来京を促して「京都国

際アートフェア」の評価を高め、日本を代表す

る現代アートフェア「 Art  Collaboration 

Japan（仮称）」へと進化させることで、京都で

育てた作家が国際的に評価される仕組みを構築 

◆京都国際アート市場活性化事業 

文化を活かした新たな産業創出や産業界と連

携した新たな文化マーケットの創出のため、国際

的なアートフェア「ArtCollaboration Kyoto」を

はじめ、作家自らが販売等を行う見本市

「ARTISTS' FAIR KYOTO 2024」や若手作家の選抜

展覧会「Kyoto Art for Tomorrow 2024」等を実

施した。 

(1) Art Collaboration Kyoto の開催 

 ・場所：国立京都国際会館他 

 ・開催日： 令和５年 10月 28日～10月 30日 

 ・入場者数：20,400人 

(2) ARTISTS' FAIR KYOTO 2024の開催 

 ・場所：京都国立博物館他 

 ・開催日：令和６年３月１日～３月３日    

 ・入場者数：11,331人 

(3) Kyoto Art for Tomorrow 2024  -京都府新 

鋭選抜展-の開催 

  ・場所：京都文化博物館    

 ・開催日：令和６年１月 20 日～２月４日   

 ・入場者数：21,734人 

(4) 京都アートラウンジの開催  

 ・場所：京都文化博物館他  

 ・開催日：令和６年３月１日～３月３日  

 ・入場者数： 825人 

(5) 海外販路開拓プログラムの実施 

 ・場所：大徳寺瑞峯院他 

 ・開催日：令和５年 10月 28日～10月 30日 

 ・入場者数：153 人 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

プロやアマの音楽家をはじめ、音楽家を夢見る

人々が世界中から集まり、交流し、新しい音楽

を創造・発信する｢“ミュージックフュージョン”

京都国際音楽祭（仮称）｣を開催 

◆「文化の都・京都」推進検討事業 

国際音楽祭の開催に向けて、有識者を交えた課

題整理や対応策の検討、調査を行った。 

文化庁の京都移転を契機として、伝統芸能や舞

台芸術、美術工芸等の様々な文化芸術を京都中

で体験できる取組を集中的に開催 

◆「文化の都・京都」プロジェクト連携事業 

「きょう ハレの日、」をテーマに、地域の食

文化の魅力発信や伝統芸能披露、伝統文化体験等

の様々な文化体験を実施するなど、年間を通し府

内各地で様々な文化の取組を実施した。 

(1)  文 化 庁 京 都 移 転 記 念 事 業 Opening 

Celebration 

 ・場所：ロームシアター京都他 

 ・開催日：令和５年９月８日～９日 

 ・参加者数：19,200人 

(2) 京都・和食の祭典 2024～京の食文化発信～ 

 ・場所：岡﨑公園他 

 ・開催日：令和６年２月 24 日～25日 

 ・参加者数：26,900人 

文化の活用による地域活性化をめざし、国とと

もに全国の自治体や関係団体による取組の発表

や表彰を行う「全国地域文化活用サミット（仮

称）」を開催 

◆文化庁連携プラットフォームにより、文化庁、

市町村、関係団体と連携して文化観光や食文化を

テーマにしたフォーラムを事業者や先進的な取

組を行っている市町村などを招聘して開催した。 

府内各地でのアーティスト作品の展示やパフォ

ーマンスステージ、府民参加型の音楽祭等の幅

広い展開による文化芸術の裾野の拡大 

◆文化芸術発信強化事業 

地域文化の振興や文化力による京都の活性化

を図る「きょうと Music Festival」等を実施し

た。 

 きょうと Music Festival の開催 

 ・場所：文化パルク城陽     

 ・開催日：令和６年３月３日     

 ・参加者数：1,045人 

企業版ふるさと納税制度なども活用した、子ど

もがアートに触れられる機会を創出する「子ど

もアートプロジェクト」の展開 

◆子どもアートプロジェクト事業 

文化芸術に触れる機会の少ない子ども等にア

ート体験の機会を提供するため、府内若手アーテ

ィストの作品鑑賞やワークショップなどを実施 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】京都の伝統文化・生活文化・文化財の次代への継承と活用 

小学生等による地域の伝統芸能を発表する機会

を創出し、伝統芸能を支える次世代の担い手を

育成 

◆文化を担う人づくり事業 

（文化を未来に伝える次世代育み事業） 

 優れた専門講師を派遣し、質の高い、また各地

域に根ざした文化芸術を、学校や地域で体験・体

感できる機会を提供した。 

 ・小・中・高・特別支援学校等での芸術体験：  

87 件 

 ・地域の文化会館等での地域文化承継事業：  

10 件 

 

◆文化芸術発信強化事業 

「京都伝統文化の夢舞台」の開催 

 ・場所：京都府丹後文化会館等 

 ・開催日：令和５年 11月 11日 

 ・参加者数：432 人 

京都府立大学の学科再編で文理融合を強化する

「和食文化科学科（仮称）」等と連携した和食

文化人材の育成 

次年度以降対応 

京料理や茶道、華道、その他の生活文化に親し

む機会の創出による、京都に根付く暮らしの文

化の継承と国内外への発信  

次年度以降対応 

京都が培ってきた文化財修理技術を継承・発展

させ、文化財を次世代へ継承するため、国が設

置する「文化財修理センター（仮称）」と連携

した世界に誇る文化財修復拠点を形成 

次年度以降対応 

産学官連携による最新研究成果の国内外への発

信につなげるため、文化財保護に関する総合的

な調査研究施設の関西拠点を関西文化学術研究

都市に誘致 

◆関西文化学術研究都市への誘致 

独立行政法人国立文化財機構の文化財保護に

関する総合的な調査研究施設の関西拠点を、大学

や企業の研究施設等が集積する関西文化学術研

究都市に設置し、産学官連携による最新の研究成
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

果を国内外へ発信するよう、令和５年６月、11月

に国へ要望した。 

恭仁宮跡の特別史跡化など府内の史跡の魅力掘

り起こしと活用整備の促進 

◆文化観光推進事業 

 メディアと連携した情報発信を行った。 

  お茶の京都エリアと竹の里・乙訓の社寺等の情

報発信 

・記事数：２社２本 

 寺社等の文化資源を活用したスタンプラリー

「知ってる？家康」の実施 

    開催期間：令和５年７月７日～11月 26日 

    参加者数：761人 

大河ドラマゆかりの地の Web 記事を作成・掲載

した。 

・Web 記事：３本 

 大河ドラマゆかりの地のパンフレットを作成

した。 

 

◆京の史跡・歴史遺産活用整備事業 

「恭仁宮」（国指定史跡）を、広く知り・触れ

るための環境整備や、府南部地域振興の拠点とす

るための検討を行う。 

【重点分野】多彩な文化の交流の場の創出によるあらたな文化の創造 

劇場等と連携した文化団体等の表現の場の創出

による、文化活動への支援と府民が持続的に文

化体験できる場の提供 

◆地域文化活動振興事業 

（新・文化芸術振興助成事業） 

 市町村における地域文化資源を活用した文化

芸術活動を発展させるため、府内市町村やＮＰＯ

等の地域団体等が取り組む文化活動に対し助成

を行った。 

・文化芸術振興・発信事業：25 件  

   ・文化力チャレンジ事業：  51 件 

コンテンツ産業の集積を生かしたクリエイター

と伝統産業や医療関係等との交流や、VR・AR や

メタバースなどの先端テクノロジーとの融合の

促進によるコンテンツイノベーションの創出 

◆太秦メディアパーク共創拡大事業 

(1) 太秦メディアパーク調査検討 

 コンテンツ関連企業と異業種との交流・共創・

実証に向けて、 「メタバース検討会・メディア

パーク研究会」を開催し、集積企業のラボ、社

会実装まで完結できるメディアパークの具体化

に係る調査検討を実施した。  
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

   ・開催時期：令和６年３月７日 

   ・開催場所：ホテル日航プリンセス京都 

   ・参加者数：33人 

(2) 融合プロジェクト創出、クリエイター人材

育成コンテンツ関連企業とメタバース等の最

新技術との融合プロジェクトの創出・実証や

クリエイター等の人材の育成を実施した。 

ア 太秦メディアパーク共創プロジェクト商品 

開発セミナー  

   ・開催時期：令和６年３月７日 

   ・開催場所：ホテル日航プリンセス京都       

・内容：株式会社ＮＨＫエンタープライズ 

等を招いた商品化講座の開催 

・参加者数：26人     

イ 次世代クリエイター育成事業「キッズプロ 

グラミングカレッジ」  

   ・開催時期：令和６年３月 23 日 

   ・開催場所：北部産業創造センター 

   ・内容：同志社大学の学生が小学生にプ 

ログラミングを教えるイベント 

の開催 

ウ クリエイティブサウンド京都事業    

   ・開催時期：令和６年３月 16 日、17日 

   ・開催場所：イオンモール京都 

   ・内容：音声の新技術を活用した実証実験 

イベントの開催 

   ・参加者数：延べ 503 人 

 

府立文化芸術会館等、老朽化が進む既存文化施

設の機能承継も踏まえ、舞台芸術・視覚芸術拠

点施設（シアターコンプレックス）、旧総合資

料館跡地、植物園などの整備推進 

◆北山エリア整備関連事業 

(1) 各施設の整備内容や事業手法の調査・検討 

を実施した。 

(2) 専門家会議を開催した。 

(3) 北山エリア全体の整備内容の周知・理解促

進を実施した。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

伝統文化や祭り、和菓子など京都の文化を子ど

もたちにも分かりやすく疑似体験できるデジタ

ル・ミュージアムの構築 

次年度以降対応 

元京都府議会議員公舎（旧富岡鉄斎邸）の保存

活用など、京都の様々な資源の磨き上げと京都

文化の発信への活用 

◆元府議会議員公舎（旧富岡鉄斎邸）については、

京都商工会議所において、もとの建物の歴史的価

値を活かした整備を実施。 

丹後地域の歴史、文化、観光の拠点施設となる

博物館をめざす府立丹後郷土資料館のリニュー

アル  

◆丹後郷土資料館整備推進事業 

丹後郷土資料館について、丹後地域の歴史・文

化・観光の拠点施設となる博物館を目指し、リニ

ューアル整備を実施した。 
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「交流と連携による活力ある京都の実現」の取組状況 

 

【概 要】 

大学の集積や大都市から地方への分散の機運を生かした多様な主体による交流と連携を

ベースに、それぞれの地域のポテンシャルと持続可能性を高め、国内外から人や企業を惹き

るける魅力と活力に溢れる地域づくりを促進 
 

【到達目標】 

指標名称 
単

位 

基準値 目標数値 
参考年間 

目    標 

実績数値 

(達成率％) 

（2022年度） （2026年度） （2023年度） （2023年度） 

京都府の移住者数（累計） 人 
676 

（2021年度） 

7,000 

（2022～2026

年度） 

1,900 
1,210 

（63.7） 

住んでいる地域（市町村）の

観光資源が活用されている

と思う人の割合 
％ 48.5 63.0 52.5 

49.2 

(93.7) 

プロスポーツをテレビやイ

ンターネットではなく、会

場で観戦したいと思う人の

割合 

％ 55.5 70.0 70.0 
58.5 

(83.6) 

 

【令和５年度の主な成果】 

○ 万博を契機に、府域の「食」の魅力を実際に体験してもらうメディアツアーの実施 

 

○ 学生等の府内定着を促進する「学生とともにのばす京都プロジェクト」の実施 

 

【令和５年度実績】※８つのビジョンに掲げる主要な方策を掲載 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】大学・学生の力を生かした地域活力の共創 

全国から京都に集う 16万人の「学生の力」を生

かした、市町村や企業との連携事業への学生等

の参画を進めるとともに学生等の府内定着を促

進する「学生とともにのばす京都プロジェクト

（仮称）」の実施 

◆学生とともにのばす京都プロジェクト共同事

業 

（大学・学生との共同事業の実施） 

学生の活躍が見込まれる府政分野において府

と大学等で共同事業を実施した。 

・補助事業名：学生とともにのばす京都プロ 

ジェクト共同事業費補助金            
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

・事業数：31     

 ・補助金：19,106,000 円 

他府県に進学した京都府出身大学生に対する、

大学等と連携した出身地での活動を促す仕組み

等の構築や、市町村と連携した Uターン増加の

取組の推進 

◆「移住するなら京都」推進事業 

(1) アウトリーチ型マッチング事業 

振興局単位で交流の核として先輩移住者ネッ

トワークを構築し、地域での受入体制を整備す

るとともに、DMO 等と連携した移住ツアーや地

域体験を実施した。 

・参加者：地域側 25人、都市部側 26 人 

(2) 移住者の「職」への支援＋関係人口の取込 

移住者や関係人口のニーズの多様化に対応し

た仕事づくり・交流による地域への定着を促進

するため、お試し就業支援事業として、移住後

の生活体験が可能なインターンシップや地域企

業との交流等により、地域への就業・定着促進

を支援した。 

・受入企業数：  ５社 

・参加者数：延べ 21名 

 

◆「移住するなら京都」推進事業 

京都府内の中小企業への人材確保支援の一つ

として、府外の大学に進学した学生や、他府県か

ら京都に移住し就職を希望される方に対して、京

都企業の魅力発信や企業説明会の開催及び助成

金等により、京都へのＵＩＪターンを促進。 

(1) 京都ジョブパーク、北京都ジョブパーク及

びふるさと回帰支援センター(東京都千代田

区)に相談窓口を設置し、府内への移住希望者

の就職相談を実施。 

(2) 京都府外の大学等と就職支援協定を締結

し、大学校内において、企業説明会等を開催

するなど、締結大学の学生に対し、技術力や

今後の成長性、働きやすい職場環境など、京

都企業の魅力を発信。 

・令和５年度実績：新たに関西圏、首都圏の

９大学等と協定を締結。（令和５年度末時

点の締結学校数：関西圏 17 校、首都圏 21

校） 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

(3) 首都圏から府内企業への就職・移住する方

への助成として、京都府移住支援金を給付。 

・令和５年度実績：５件 

地域企業や団体と連携した、大学生の地域にお

けるフィールドワークやインターンシップの受

入のマッチング支援により、大学生の関係人口

としての活動を支援 

◆「移住するなら京都」推進事業 

（移住者の「職」への支援＋関係人口の取込） 

移住者や関係人口のニーズの多様化に対応し

た仕事づくり・交流による地域への定着を促進す

るため、お試し就業支援事業として、移住後の生

活体験が可能なインターンシップや地域企業と

の交流等により、地域への就業・定着促進を支援

した。 

・受入企業数：  ５社 

・参加者数：延べ 21名 

 

【重点分野】移住者が活躍できる交流と連携・協働による持続可能な地域づくり 

移住者の有する多様なニーズに対応した、移住

者が活躍できる環境づくりの促進 

◆「移住するなら京都」推進事業 

(1) 京都移住コンシェルジュの配置、京都府移

住センター（移住相談窓口）の設置・運営 

  農山漁村地域への移住相談に対応するととも

に、オンラインセミナー等を実施し、移住希望

者と受入地域のマッチングを図った。 

・移住コンシェルジュの配置人数：５人 

・相談者数：           905 

・移住者数            306世帯 616 

(2) 農山漁村地域への移住促進対策 

  空家改修支援等により、様々なニーズに対応

した移住者の受入を促進した。 

ア 移住促進住宅整備事業     90件 

イ 空家流動化促進事業      67件                

ウ 移住者起業支援事業      16件 

エ 企業連携移住促進事業     ４件 

オ 地域受入体制整備促進事業   １件 

カ 移住者受入・活躍応援拠点整備事業 ２件 

キ 京のふるさと暮らし体験推進事業 ４件 

(3) 周知度アップによる移住検討者数増加 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

 京都府の各地域に興味を持つきっかけとなる

情報の積極的発信等により、府内外の移住検討者

に対する京都府の周知度アップを実施した。 

ア 京都府移住情報サイト再構築・運営事業 

イ 京都府フェスティバルの開催 (実施日:令

和５年９月 30日 来場者 1,237 人) 

(4) 移住・定住へのフォローアップ 

  地域の特性に応じて移住者の受入とまちづく

りの両立を図る市町村の取組を支援するととも

に、地域の交流支援促進により地域への定住を

促進した。 

ア 「移住者受入・活躍応援計画」の策定（計 

画策定市町村：亀岡市ほか６市町（８件）） 

イ アウトリーチ型マッチング事業 （参加者：

地域側 25人、都市部側 26人） 

(5) 移住者の「職」への支援＋関係人口の取込 

  移住者や関係人口のニーズの多様化に対応し

た仕事づくり・交流による地域への定着を促進

するため、お試し就業支援事業として、移住後

の生活体験が可能なインターンシップや地域企

業との交流等により、地域への就業・定着促進

を支援した。 

 (受入企業数 ５社 参加者数 延べ 21 名) 

地域の多様な主体と連携し、市町村が住民、移

住者、企業等とビジョンを共有しながら進める

新しい地域づくりを支援 

◆移住するなら京都推進事業 

（アウトリーチ型マッチング事業） 

振興局単位で交流の核として先輩移住者ネッ

トワークを構築し、地域での受入体制を整備する

とともに、DMO等と連携した移住ツアーや地域体

験を実施した。 

 参加者 地域側 25人、都市部側 26人 

小中学生をはじめ、地域のそれぞれの世代が地

域コミュニティの大切さに触れ、学ぶ機会を創

出し、住民自らが地域の絆を強める取組を支援 

◆地域交響プロジェクト推進事業 

（地域交響プロジェクト交付金） 

 地域住民が相互に協力して課題解決に取り組

む活動が継続して実施出来るよう、周囲の環境の

整備や他団体、行政との連携・協働を目指す取組

を支援した。 

 ・重点課題対応プログラム（協働教育分野）：  

42 件 20,719,000 円 



85 

 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

「農村型地域運営組織（農村 RMO）」等の地域運

営の土台となる連携体の形成による持続可能な

農山漁村コミュニティづくりの推進 

◆京のむらづくり推進事業 

（複数集落が連携した地域運営組織の設立支援） 

 農村型地域運営組織の形成に向けた地域の将

来ビジョンに基づく調査、計画策定、実証等の取

組や、参加型住民（地域外ファン）を増やすため

のフィールドワーク活動等を支援した。 

・農村型地域運営組織形成推進事業 

  事業実施地域に係る市町村 福知山市ほか

２市町   

  事業実施地区数      ３地区 

産業創造リーディングゾーンなど地域特性を生

かした取組を踏まえた都市計画による、市町村

と連携したまちづくりの促進 

◆宮津エネルギー研究所跡地の活用について、サ

ステナブル産業の企業集積地（サステナブルパー

ク）を目指し、土地所有者の関西電力と地元の宮

津市とともに、当該土地の活用に向けた勉強会を

参加企業を募って実施。 

第１回（R5.5.31）現地見学・サステナブルパー

ク構想の共有 

 

◆令和元年度から進めてきた府南部地域の都市

計画定期見直しについて、関係市町や国等関係機

関との協議・調整を進め、市町から案の申し出を

受け、新たに産業用地等として土地利用が見込ま

れる地区について、都市計画区域マスタープラン

及び区域区分の変更案を取りまとめた。 

【重点分野】交流機会の創出と地域の新たな価値を創造する観光 

人と地域、他産業との交流により創出される新

たな価値（魅力）の磨き上げや新たなビジネス

モデル開発の支援などによる、交流を通じた地

域の魅力の保存・活用の促進 

◆京都観光アカデミー運営事業 

(1) 他分野と掛け合わせて観光サービスを提供

する人材の育成 

  新たな観光ビジネスモデルの企画提案の募集

等を通じて、他分野とのネットワークを活用し

た新たな観光サービスを創出した。 

(2) 他団体との連携による観光人材の育成強化 

  経済団体や大学等が提供する研修を調査・発

掘し、体系的に整理した「京都観光アカデミー

ポータルサイト」において人材育成メニューに

係る情報を発信するとともに、観光産業向けの

セミナーを開催した。 



86 

 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

2025 年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）

開催時の MICE の誘致強化や、府内各地の食や文

化などの魅力発信、府内周遊のツアー創出など、

万博を契機とした活発な交流を生み出す取組の

推進 

◆文部科学省に対して国際会議誘致の政策提案

を行った。 

 

◆「食の京都」推進事業 

(1) 生産地エリアでの地域の食材を活かした魅

力向上 

  生産地エリアでの地域の食材を活かした魅力

向上モデルを活用して、京都の食を中心とした

観光体験を紹介する動画を制作し、Web で配信

した。 

   ・動画数：４本 

(2) 「食の京都」の情報発信・誘客促進 

ア メディアツアーの開催 

   メディアを招待し、府域の「食」の魅力を実

際に体験してもらうことで、理解促進及び認知

度向上を図った。 

  (ｱ) 海の京都及び森の京都エリア 

    開催期間：令和６年２月８日～９日 

      参加者数：６社６人 

     記 事 数：６社８本 

 (ｲ) お茶の京都及び竹の里・乙訓エリア 

     開催期間：令和６年２月 25日～26 日 

     参加者数：９社 13人 

イ メディアとの連携による情報発信 

  旅と食をテーマとした「もうひとつの京都」 

エリアの情報を発信した。 

・記事数：２社２本の雑誌に掲載 

ウ 京都府観光連盟が運営する Web サイト「食 

らし旅」における情報発信 

・記事数：12 本 

エ 「食の京都」パンフレットの作成・配布 

   京都府域へ「食」をテーマにした観光誘客を

促すためパンフレットを作成し、府内市町村の

観光案内所等へ配架した。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

京都府観光連盟の観光庁の DMO 登録をはじめと

する機能強化により、多様な関係者との連携に

よる持続可能な観光づくりを推進 

◆京都府観光連盟 DMO推進事業 

  京都府域の観光振興を図るため、京都府観光連

盟が行う事業に対して助成した。 

・外国人・日本人観光客動向調査の実施 

・情報発信力の強いメディアを活用し、府域情 

報の掲載依頼や編集タイアップにより、京都

の旬の魅力を全国に発信 

 ・東京における観光情報発信拠点「京都府観光 

案内所・東京」において、「もうひとつの京 

都」の魅力を積極的に発信し、観光誘客を促 

  進 

 ・「竹の里・乙訓」地域をはじめとする「もう 

ひとつの京都」エリアにおいて、地域の賑わ 

い創出や情報発信により、広域的な周遊観光 

  を推進 

 ・アジアや欧米豪をターゲットに、府域への広 

域周遊に関する情報発信等を実施 

 ・戦略的な観光施策の振興に向け、外部有識者

等を交えた会議を開催 

ビッグデータの収集・分析による観光ニーズに

あったプロモーション等を行うことで、効果的

な観光誘客を展開 

◆地域の魅力を活かした観光振興事業 

 府全域を対象とした人流分析や府観光連盟が

所有する WEB サイトを対象としたアクセス分析

環境の整備等を実施するとともに、これらの分析

結果を共有する京都観光データプラットフォー

ムを構築し、運用を開始した。 

「京都観光アカデミー」創設による、人と地域

との交流を創出できる人材の育成と、受講者や

企業間のネットワークの構築 

◆京都観光アカデミー運営事業 

(1) 他分野と掛け合わせて観光サービスを提供

する人材の育成 

  新たな観光ビジネスモデルの企画提案の募集

等を通じて、他分野とのネットワークを活用し

た新たな観光サービスを創出した。 

(2) 他団体との連携による観光人材の育成強化 

 経済団体や大学等が提供する研修を調査・発掘

し、体系的に整理した「京都観光アカデミーポー

タルサイト」において人材育成メニューに係る情

報を発信するとともに、観光産業向けのセミナー

を開催した。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

市町村や DMO と連携した、ワーケーションや都

市部企業向けの研修合宿等の誘致等による、関

係人口拡大の推進 

◆「移住するなら京都」推進事業 

（アウトリーチ型マッチング事業） 

振興局単位で交流の核として先輩移住者ネッ

トワークを構築し、地域での受入体制を整備する

とともに、DMO等と連携した移住ツアーや地域体

験を実施した。 

 参加者 地域側 25人、都市部側 26人 

「海の京都」、「森の京都」、「お茶の京都」、

「竹の里・乙訓」の「もうひとつの京都」と京

都市の「とっておきの京都」との連携による、

観光を入り口とした府域の活性化 

◆「海の京都」DMO 推進事業 

◆「森の京都」DMO 推進事業 

◆「お茶の京都」DMO推進事業 

もうひとつの京都エリアの観光振興を図るた

め、各 DMO が行う事業に対して助成・支援した。 

(1) マーケティング調査事業 

 ・外国人・日本人観光客動向調査、全国観光圏 

共通満足度調査等 

(2) 着地型旅行商品等の造成・販売事業 

 ・新規コンテンツ開発・造成事業 197 コンテ 

ンツを造成・WEB 販売 

 ・御城印の観光コンテンツ化 販売枚数  

12,821 枚 

 ・農山村教育体験旅行の受入 日帰り１校 51 

人、宿泊９校 582 人 

 ・近隣地域をターゲットとした誘客商品の開    

  発 

 ・お茶の京都観光ループバスの運行（木津川古 

寺巡礼バス、宇治やんたんライナー・やんた 

んライナーコネクト） 

(3) 特産品のブランド化・販売促進事業 

・EC サイト等での特産品販売：商品売上高  

2,036 千円 

  ・森の京都ジビエフェアの開催：売上高 

5,879 千円 出食数 3,853 食 

  ・京都丹波そばの里魅力発信に係るイベント 

での商品販売：京都丹波そばの里フェア 売

上高 約 25,000千円 

  京都丹波新そばまつり  売上高 705千円 

  ・日本遺産フェスティバル in 桑都・八王子 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

に出展し、来場者へパンフレットの配布、抹

茶の試飲等を通じて、お茶の京都の PR を実

施  

実施日：令和５年 11月４日～11月５日、 

来場者：延べ 41,000 人 

(4) インバウンド推進事業 

  ・英国パートナーシップ協定企業、その他エ 

ージェントとの連携による取組ファムツア 

ーの実施 26 回 72人、英国旅行博への出展 

  ・台湾大商談会への参加 

  ・インバウンド向け高額商品の造成 ３件 

  ・ツーリズム EXPO ジャパン 2023＆VJTM へ出

展 

  ・国際旅行博（FITUR）2024 へ出展（スペイン・ 

マドリード） 

  ・第 29 回旅行博覧会（TITF）へ出展し、来場 

者へタイ語パンフレット、宇治茶一煎パッ 

クの配布等を通じて、お茶の京都の PRを実

施 

(5) 人材育成・確保事業 

  ・観光ガイド育成支援 助成団体 ５団体 

  ・森の京都観光関連ビジネス講座の実施  

全４回(＋現地視察研修)  参加者 12人 

  ・観光ガイド育成講座（英語ガイド講座を含

む。）９回 参加者 延べ 63 人 

  ・日本遺産認定地域における情報発信モデル

事業（文化庁事業） 

    情報交換会 １回 参加者 12 人、実践カ

メラ講座 ３回 参加者 20 人 

(6) 情報発信・プロモーション事業 

  ・オウンドメディア「海の京都 Times」等で

の情報発信 

   ・関西鉄道会社と連携した広報キャンペーン

の実施 

  ・SNS(インスタグラム、Facebook、Threads)で

の情報発信 

  ・FMラジオ局「α-station」での情報発信 

  ・tabi インフルエンサーによる SNS情報発信 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

  ・海外エージェント向けニュースレターの配

信  

  ・平安女学院大学と連携した、SNS を活用した 

情報発信 

  ・QRトレインツアーの実施  

(7) 海の京都コイン事業 

   全国初となる広域エリアでの旅先納税導入、 

納税の返礼品として電子通貨「海の京都コイン」 

を発行 加盟店数 353店舗、寄附実績 505件  

30,335 千円 

(8) 森の京都のファンづくり 

  森の京都ファンクラブの創設し、プロモーシ

ョンの展開、特典サービスの利用や情報発信等

を通じ、関係人口増を図る。 

 ・森の京都ファン登録者 3,063 人、ファンク

ラブ協力事業者数 55事業者 

(9) ナイトコンテンツ造成事業 

  黄檗山萬福寺で「黄檗ランタンフェスティバ

ル」を開催 

 ・開催日：令和５年 10月８日～12月 10日 

・入場者：17,180 人 

(10) 地域づくり支援事業 

 ・企業研修誘致事業の実施 実施回数３回、参 

加者数 64名 

 ・「事業者提案型持続可能な地域づくり事業」 

の実施 支援事業者 ６事業者 

 ・中長期滞在者等受入体制・環境の整備推進  

 ・南山城村における伝統的建造物活用宿泊施 

設等整備推進事業の支援等 

(11) 「とっておきの京都」との連携事業 

 ・「京都 御城ウィーク&ウォーク with 御城印

サミット 2024」の開催 参加者数 35 名 

 ・ヤマト運輸㈱との連携により、「もうひとつ

の京都」「とっておきの京都」のロゴ入り専

用箱をリニューアルし、広く PR 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】スポーツや健康づくりを通じた地域社会の活性化 

府立京都スタジアムや府内各地域の施設を活用

したニュースポーツや eスポーツの大会開催や

練習環境の整備によるスポーツの裾野の拡大 

◆ニュースポーツ・ｅスポーツ競技環境整備支援

事業 

 京都スタジアムを活用した大会等の開催や人

材育成に取り組む事業に対して助成した。 

・助成件数：３件 

子どもたちがやりたいスポーツに取り組めるよ

う、スポーツ団体等と連携した「京のジュニア

スポーツアカデミー（仮称）」の創設 

◆京のジュニアスポーツアカデミー構想推進事

業 

 児童生徒のニーズや意向の調査のほか、新たな

スポーツ環境の構築に向けた検討会議を開催し

た。 

 

◆部活動活性化体制構築推進事業 

(1) 学校部活動の校内業務を担う部活動指導員

を中学校及び府立学校に配置した。 

・配置人数 中 学 校：98 人  

        府立学校：47 人 

(2) 地域スポーツ指導者を外部指導者として中

学校及び府立学校に派遣した。 

・派遣人数 中 学 校：62 人 

               府立学校：52 人 

(3) 拠点地域において地域で部活動を担うため

の課題整理に向けた実践研究を実施した。 

   実施地域：宇治田原町、精華町、福知山市及

び舞鶴市 

(4) 部活動地域移行の受け皿の整備・充実を図 

るため、府立高等学校を拠点とする開放型地

域クラブ設立に向け、組織体制の構築や競技

用具の整備など学校の環境整備支援を行っ

た。 

・実施校：２校 

市町村やＮＰＯ等と連携した、道路や公園・河

川等における「歩きたくなる健康まちづくりプ

ロジェクト」の推進 

◆亀岡市による無電柱化などの市町村による歩

道者空間の高度化、高質化について、国の支援制

度の情報提供や活用に際しての国との調整を実

施することにより促進した。 
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「『８つのビジョン』を支える人・物・情報・日々の生活の基盤づくり」 

の取組状況 
 

【概 要】 

府民の暮らしを支え、荒孔地域づくりを加速化させる人・物・情報・日々の生活の基盤づ

くりを進め、府内全ての地域で一人ひとりの夢や希望が叶えられ、地域の夢を実現できる京

都づくりを促進 

 

【令和５年度の主な成果】 

○ 山陰近畿自動車道の早期全線開通に向け、ルートが未確定な区間の都市計画決定に

必要な調査を実施 

 

○ 京都舞鶴港の機能強化のため、港湾施設の整備を実施 

 

【令和５年度実績】※８つのビジョンに掲げる主要な方策を掲載 

総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

【重点分野】人流・物流の基盤づくり 

新名神高速道路の全線開通と 6車線化の促進 

◆新名神高速道路の全線開通及び６車線化が早

期に実現されるよう国土交通省及びネクスコ西

日本に対して要望活動を実施した。 

山陰近畿自動車道の早期全線開通に向けた整備

とルート確定の促進  

◆山陰近畿自動車道整備促進事業 

国庫補助を活用し、山陰近畿自動車道に係る基

礎調査等を実施した。 

舞鶴国際ふ頭における第 2バースの整備とⅡ期

整備等による京都舞鶴港の機能強化 

◆京都舞鶴港物流基盤重点整備事業 

【府事業】Ⅱ期整備 

京都舞鶴港の港湾施設の整備を行い、対岸諸国と

の物流拠点や府北部の地域振興拠点づくりの推

進を図る。 

   コンテナ取扱量 25,000TEU（目標） 

【国事業】第２バース（岸壁）整備 

京都舞鶴港の国直轄港湾改修のために要した費

用を負担し、港湾施設を整備する。 

 17,185TEU（実績） 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

自動運転による新たな移動ツールの導入、自動

配送による物流の効率化の普及 

◆環日本海物流構想における府北部の物流拠点

整備に向けて、大手物流事業者や 2024 年問題の

課題解決に取り組む企業の参加を募り、物流業界

の最新事例を共有する機会を設けるとともに、北

部市町とも連携し、大手物流事業者等へのヒアリ

ングを実施。 

【重点分野】情報通信の基盤づくり 

DX 推進やメタバース活用のためのプラットフ

ォームを構築するとともに、サイバー空間にお

ける経済活動上の安心や信頼性の確保等に資す

る環境を整備 

◆「京都ビッグデータ活用プラットフォーム」に

おいて、「メタバース・Web3 活用コミュニティ」

を発足し、活用事例等の情報共有を図るセミナー

等を開催するとともに、セキュアで信頼できるメ

タバース空間づくりを目指す指針「メタバース・

トラスト・ステートメント京都宣言」の普及に取

り組んだ。 

府民誰もが、テレワーク・遠隔教育等のサービ

スを利用する上で不可欠な、光ファイバー等の

情報通信基盤の府内全地域への展開の促進 

◆5G や光ファイバーについて、都市部と中山間

地など地域間に偏りなく整備を促進するため、国

に対し事業者への働きかけや支援を要望した。 

デジタル社会に即した個人情報保護等に対応し

た、府内の行政機関・中小企業・医療機関等を

含めた社会全体のセキュリティ対策の推進 

◆府・市町村共同で自治体セキュリティクラウド

を運用し、インターネット通信について 24 時間

365 日の体制で監視を行う等、高度なセキュリテ

ィ対策を実施したほか、新たに医療機関向けの標

的型攻撃メール訓練の実施や、関西健康・医療創

生会議との共催によるセキュリティセミナーの

開催等を行った。 

 

◆サイバーレジリエンス強化対策事業 

 病院等の情報セキュリティを強化するため、情

報管理の専門家を病院等に派遣し、情報管理の安

全性やセキュリティ向上に向けた相談・助言等を

実施した。 

・派遣数：24 回 

官民ともに不足するデジタル人材の育成やデジ

タルデバイド対策など、デジタル社会に即した

人への支援 

◆官民連携による市町村のデジタル人材確保に

向けた支援のほか、京都府生涯現役クリエイティ

ブセンターによるリカレント研修や高齢者・障害

者向けのスマートフォン教室を開催した。 
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総合計画に掲げた主要な方策 令和５年度実施状況 

AIを活用した災害予測や ICTを活用した遠隔診

療、MaaSなど、府民生活に身近な防災・医療・

交通等の分野におけるデジタル技術の実装促進 

◆「水位・氾濫予測システム」を運用開始したほ

か、医師が車内のテレビ会議システムでオンライ

ン診療を行う医療 MaaSの実証事業を支援した。 

融資制度の拡充などにより、情報通信を利用す

るテレワーク等に適した間取り変更等の住宅改

修を促進 

◆住宅資金融資対策事業 

住宅環境の向上等のため、金融機関と連携して

住宅の増改築・修繕等に必要な資金融資を行っ

た。 

【重点分野】日々の生活の基盤づくり 

持続可能な地域公共交通の確立をめざすための

「地域公共交通計画」の策定支援 

◆地域公共交通計画策定支援事業 

京都丹後鉄道沿線地域公共交通計画の策定に

係る経費に対して支援を行った。 

鉄道駅における利用環境の整備や駅を中心とし

たにぎわいづくり等による公共交通の利用促進 

◆駅周辺にぎわいづくり推進事業 

ＪＲ山陰本線胡麻駅における子育て支援施設

等の整備に係る経費に対して支援を行った。 

誘導ラインの設置や舗装の補修など、自転車走

行環境整備の推進 

◆自転車走行環境整備事業 

舗装修繕や路面表示等による自転車走行環境

整備を実施した。 

         国道 175 号（舞鶴市） 

     ほか小計９路線   

     府内全域      

府立公園における手洗い場やトイレ等の衛生環

境の改善や、芝生広場等のオープンスペースの

整備の推進 

◆生活・交通基盤整備事業 

府立公園（伏見港公園、山城総合運動公園、関

西文化学術都市記念公園、鴨川公園）において、

トイレ改修、園路・広場等の整備、改修を実施し

た。 

京都府公共施設等管理方針の個別施設計画に基

づくインフラ施設の計画的な点検、補修 

◆単独公共事業 

（インフラ長寿命化対策） 

京都府公共施設等管理方針の個別施設計画に

基づき、計画的に点検及び補修を行った。 
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（２）「８つの広域連携プロジェクト」の取組状況 
 
 

「産業・物流広域連携プロジェクト」の取組状況 

 

【概 要】 

「未来を拓く京都産業の実現」をめざし、各地域に効果を波及させるため、大学、企業、

研究機関の集積と連動した、新たなオープンイノベーションや物流網の核を各地に創造する

とともに、国内外からの人材流入を促進する広域連携に府域全域で取り組む。 

 

【主な取組実績】 

産業創造リーディングゾーンの創出に向けて、それぞれの地域毎の強みを生かしながら、

次代を担う企業や産業を創造していくための拠点づくりを行うとともに、リーディングゾー

ン全体の磨き上げや、府内全域での更なる展開を図るため、一元的な広報・企業誘致体制の

構築や、産・学・公が連携して行う新技術の実証実験等への支援を実施した。 

 

【令和５年度実績】※８つの広域連携プロジェクトに掲げる主要な方策 

主要な方策 令和５年度実施状況 

府内各地における産業創造リーディングゾー

ンの形成【シルクテキスタイル産業】 

・丹後テキスタイルパーク 

・西陣・堀川地区 

◆伝統産業産地再構築事業 

 コロナ禍を契機に、長年の課題であった産地の

構造改革を推進するため、令和３年度に設置した

｢シルクテキスタイル・グローバル推進コンソー

シアム」を核として、西陣織・京友禅・丹後織物

の３産地が連携し、新たなマーケット開拓と産地

を支える生産体制の再構築を図った。 

 (1)新たなマーケット開拓 

  ア 建材・インテリア市場参入支援 

    京都のテキスタイル技術を活かした商品づ

くりによる建材・インテリア市場への参入を支

援した。 

     支援企業数：15社 

  イ 高級ファッション市場参入支援 

  (ｱ) ミラノウニカ等商談会出展 

      商談会出展に向けた海外貿易基礎講座や

伴走支援等を実施した。 

       出展企業数：５社 

  (ｲ) 京友禅サリーの販路開拓支援 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

   丹後ちりめんに京友禅の技術をあしらっ

たインドの民族衣装「サリー」をインド・在

日インド人の富裕層向けに展開するため、販

路開拓支援を行った。 

 (2)産地の生産体制の再構築 

  丹後・西陣の織物産地における希少部品確保

の取組等の実施により、持続可能な産地づくり

を推進した。 

 

◆伝統産業産地振興拠点創出事業 

 海外展開等の新規マーケット開拓や新商品開

発等を総合的に支援することで、世界から注目さ

れるテキスタイル産地の形成や新事業の創出を

促進した。 

(1） テキスタイル創造開発プログラムの実施 

  国内外のデザイナーやアーティストなどの 

クリエイティブ人材と染織産地が協力して行

う、高級ファッションやインテリア・建材市場

などをターゲットとした新たな発想や感性に

よる商品開発を支援した。 

(2) 海外マーケットへの展開支援 

   工芸にアート、デザインの要素も盛り込んで

新たな展開を図る「KYOTO KOUGEI WEEK」実行委

員会において、上海｢KYOTO HOUSE」等での新た

なビジネス展開や商談会を開催した。 

・買取実現事業者数：107 事業者  

・買付額：  47,495,216 円 

(3) 「Kyo-Densan-Biz」を核とした総合支援 

  令和４年度に開設した「Kyo-Densan-Biz」の

コーディネーターが、京都の伝統産業事業者

の成長・発展を総合的に支援した。 

(4) 新事業展開のための新商品開発等に対する

助成 

   伝統産業事業者のグループに対して、国内外 

のマーケットニーズに応じた新商品開発や販

路開拓等に要する経費を支援した。 

・交付件数：  ７件 

・交付額：17,214 千円 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

府内各地における産業創造リーディングゾー

ンの形成【脱炭素産業】 

・サステナブルパーク 

・ZET-valley 

◆ZET-valley 推進事業 

(1) ZET-valley 先導拠点調査検討 

  脱炭素関連技術を組み合わせた共創プロジェ

クトを創出するオープンイノベーション拠点と

して必要な機能、設備等を検討した。 

ア 先導拠点の基本構想について検討する勉強

会の開催 

・開催回数：  ２回 

  ・参加者数：各 12 人（向日市、西日本旅客

鉄道株式会社、株式会社京都銀行） 

イ 府内の大企業や大学、自治体関係者等に対

する取組状況報告会の開催 

・開催回数：２回（うち１回オンライン） 

  ・参加者数：73 人 

 

(2) 脱炭素技術の共創プロジェクト創出 

ア 「ZET-summit」の開催 

  国内外の脱炭素関連スタートアップ企業と

大企業等との交流や、産学公の関係者が一堂に

会して京都のまちづくり・地域産業への技術導

入に向けた提案・検討等を行う場として「ZET-

summit」を開催した。 

  ・参加者数：  2,507 人 

  ・マッチング数：126件 

イ 「ZET-college」の開講 

  いくつもの学問分野、産業分野にまたがる脱

炭素の課題を総合的な知見及び柔軟な発想で

解決できる人材を育成する「ZET-college」を

開講した。 

  ・開催回数： ２回（オンライン） 

  ・参加者数：234人 

府内各地における産業創造リーディングゾー

ンの形成【環日本海物流促進】 

・京都舞鶴港 

・北部物流拠点 

◆環日本海物流構想における府北部の物流拠点

整備に向けて、大手物流事業者や 2024 年問題の

課題解決に取り組む企業の参加を募り、物流業界

の最新事例を共有する勉強会を開催するととも

に、北部市町とも連携し、大手物流事業者等への

ヒアリングを実施した。 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

府内各地における産業創造リーディングゾー

ンの形成【ヘルス・スポーツ産業】 

・府立京都スタジアム 

・京都先端科学大学 

・明治国際医療大学 

・府立丹波自然運動公園 

・京都トレーニングセンター 

◆南丹地域のスポーツ拠点を核に、京都府のスポ

ーツやウェルネス（心と体の健康）、フードテッ

クに関する様々な社会課題をテーマに、関連する

多くの企業や大学・金融機関等との連携を図るた

めのヒアリングを実施するとともに、幅広く情報

交換、意見交換を行う交流会を府立京都スタジア

ムにおいて開催した。 

府内各地における産業創造リーディングゾー

ンの形成【クロスメディア産業】 

・太秦メディアパーク 

◆京都クロスメディアパーク整備事業 

(1) 産学連携拠点整備事業 

  人材育成・技術承継・産学共同研究開発・中

小ベンチャー育成支援等の機能をあわせ持つ一

大メディア産業拠点である「京都クロスメディ

アパーク」の形成に向け、産学連携による事業

実施や新産業創出のための情報交換等を行っ

た。 

・開催日：令和５年５月２日～７月 16 日  

  ・学生ゲームジャム 67校 264 人参加 

(2) クロスメディアクリエイター人材育成事業 

  映画・映像、ゲーム等のクリエイターの制作

活動支援等を通じて、コンテンツ産業を担う若

手クリエイターの育成事業を実施した。 

・育成人数：74人 

ア KYOTO CMEX 2023開催事業 

 京都が持つポテンシャルを国内外に発信す 

るとともに、クリエイターの国際的な交流、次

世代のコンテンツ産業を支える人材育成等を推

進するため、オール京都のコンテンツ振興イベ

ントを開催した。 

・開催時期 令和５年６月～令和６年３月 

・開催場所 東映京都撮影所、松竹撮影所、 

            京都文化博物館、オンライン 

ほか 

・参加者数 2,854,319人 

イ 京都太秦シネマフェスティバル開催事業 

  太秦を基盤とした「コンテンツコミュニティ」

の形成を図るため、歴史創作コンテンツファン

が集い交流するイベントや子ども映画製作ワー

クショップ等を実施した。 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

・開催時期：令和５年 11月５日、 

11月 18日～11月 19 日 

 ・開催場所：東映太秦映画村  

 ・参加者数：4,918人 

ウ  BitSummit Let‘s Go!! 

 日本のインディーゲームを京都から世界に発 

信するため、オンラインによる出展作品の試遊

体験及び開発者等との交流ができる展示・交流

会を開催した。 

・開催時期：令和５年７月 14 日～７月 16日 

・開催場所：京都市勧業館「みやこめっせ」、 

      オンライン 

・参加者数：  23,789名 

・視聴回数：2,270,582回 

(3) 国際ネットワーク形成事業  

京都ヒストリカ国際映画祭において国内外の

関連する取組との連携強化及びネットワーク形

成を図り、多彩なゲストによる上映作品の解説

等を行うとともに、東京国際映画祭やヴェネチ

ア国際映画祭と連携したマスターズセッション

を実施した。 

・開催時期：令和６年 1月 23 日～1月 28日 

・開催場所：京都文化博物館、オンライン 

・参加者数：1,529 人 

(4) 映像産業等による府内活性化事業 

 コンテンツの活用による地域活性化と他産業

への波及促進を図るため、「ロケスポット京都」

運営事業においてオール京都体制で府内ロケ地

の情報を一元的に発信した。 

・ロケ地登録数：500件 

(5) 京都デジタルアミューズメントアワード事 

  業 

次代を担う若手コンテンツクリエイター等を 

表彰し、今後の制作活動を奨励するとともに、

優れた才能を有する若手コンテンツクリエイタ

ーを京都から世界に発信した。 

・受賞作品  
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主要な方策 令和５年度実施状況 

京都デジタルアミューズメントアワード

大賞１件 

京都デジタルアミューズメントアワード

賞２件 

 

◆太秦メディアパーク共創拡大事業 

(1) 太秦メディアパーク調査検討 

 コンテンツ関連企業と異業種との交流・共創・

実証に向けて、「メタバース検討会・メディア研

究会」を開催し、集積企業のラボ、社会実装まで

完結できるメディアパークの具体化に係る調査

検討を実施した。  

・開催時期：令和６年３月７日 

・開催場所：ホテル日航プリンセス京都 

・参加者数：33人 

(2) 融合プロジェクト創出、クリエイター人材

育成 

 コンテンツ関連企業とメタバース等の最新技

術との融合プロジェクトの創出・実証やクリエイ

ター等の人材の育成を実施した。 

ア 太秦メディアパーク共創プロジェクト商品 

開発セミナー  

・開催時期：令和６年３月７日 

・開催場所：ホテル日航プリンセス京都 

・内容：株式会社ＮＨＫエンタープライズ 

等を招いた商品化講座の開催 

・参加者数：26人 

イ 次世代クリエイター育成事業 「キッズプロ

グラミングカレッジ」   

・開催時期：令和６年３月 23 日 

・開催場所：北部産業創造センター 

・内容：同志社大学の学生が小学生にプログ

ラミングを教えるイベントの開催 

・参加者数：19人   

ウ クリエイティブサウンド京都事業    

・開催時期 令和６年３月 16 日、17日 

・開催場所 イオンモール京都 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

  ・内容：音声の新技術を活用した実証実験イ

ベントの開催 

・参加者数：延べ 503人 

府内各地における産業創造リーディングゾー

ンの形成【フードテック産業】 

・けいはんなフードテックヒル 

◆京都スマートシティエキスポ 2023・国際シン

ポジウム開催事業 

 スマートシティの推進を軸に、フードテックエ

キスポの開催等を通じ、文化と学術研究が融合し

たまちづくりを促進した。 

・京都スマートシティエキスポの開催 

   出展企業数：      112 社 

   ビジネスマッチング件数：42 件 

   来場者：            12,500 人 

府内各地における産業創造リーディングゾー

ンの形成【新名神・近未来都市形成】 

・城陽市東部丘陵地 

◆先行して開発が予定される基幹物流施設など

の事業者と意見交換を進めるとともに、中間エリ

ア（新名神高速道路以南の今後の開発予定地）の

検討について、11 月に城陽市が国交省のサウン

ディング調査に参加。 

府内各地における産業創造リーディングゾー

ンの形成【アート＆テクノロジー】 

・アート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都 

◆アート＆テクノロジー・ヴィレッジ推進事業 

海外の企業・大学等との相互交流・連携を促進

するグローバル拠点として令和 5 年 10 月 31 日

に施設を開設。入居企業等や国内外の企業・大学

等との連携や商品・サービスの開発等を支援し

た。 

(1) 拠点の開設 

ア オープニングイベントの実施（延べ 3,300 

名程度参加） 

    <主な内容> 

     オープニングセレモニーや地元団体による 

交流イベント、入居企業の取組紹介やドロー

ン 体 験 、 音 楽 イ ベ ン ト ｢ OYAMAZAKI 

ARTFES2023｣などを実施。 

  イ 備品等の整備（スタジオや看板等） 

(2) 産学公連携によるテーマ別部会の設置 

（計７回開催） 

 子どもの能力開発部会、ロボティクス部会、フ

ェムテック部会の３部会 

(3) 企業等との取組によるマッチングの促進 



102 

 

主要な方策 令和５年度実施状況 

ア 企業サイトへの入居促進（５区画契約） 

イ スタートアップ関係者との交流 

・京都やましろ企業オンリーワン倶楽部 など 

 

◆けいはんなオープンイノベーションセンター

活用推進事業 

(1) KICKへのプロジェクト等の集積を促進する

ため、国内外の研究者をはじめ企業や大学等

に対するプロモーションを実施した。 

・プロジェクトの集積数：25 件 

(2) KICKについて、公益財団法人京都産業 21へ

の無償貸付を行い、その管理運営を助成する

とともに、現行機能の維持・回復に必要な修

繕等を実施した。  

 

◆京都スマートシティエキスポ 2023・国際シン

ポジウム開催事業 

 スマートシティの推進を軸に、文化と学術研究 

が融合したまちづくりを促進した。 

・京都スマートシティエキスポの開催 

    出展企業数：      112 社 

   ビジネスマッチング件数：42 件 

   来場者：            12,500 人 
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「環境広域連携プロジェクト」の取組状況 

 

【概 要】 

「共生による環境先進地・京都の実現」をめざし、各地域に効果を波及させるため、環境

団体や大学、産業界などとの多様なパートナーシップを生かし、カーボンニュートラルの実

現、自然環境の保全と継承、新技術による 3R の推進など、環境・経済・社会の好循環を創

出する広域連携に府域全域で取り組む。 

 

【主な取組実績】 

2040 年の京都府社会の姿として、地球環境と調和した、しなやかで強靭な「共生による環

境先進地・京都の実現」を実現するため、産学公が連携し、水素などの新技術や３Ｒ技術等

の活用による地域課題解決を推進し、次代を担う子どもたちの豊かな感性を養い育成する自

然環境プログラムや環境学習を展開するなど、環境・経済・社会の好循環を創出する広域連

携に府域全域で取り組んだ。 

 

【令和５年度実績】※８つの広域連携プロジェクトに掲げる主要な方策 

主要な方策 令和５年度実施状況 

地域資源を生かした持続可能なまちづくりを

支援し、府内各地にゼロカーボン地域を創出 

◆地球温暖化対策総合戦略事業 

(1) 未利用地活用再生可能エネルギー導入促進

事業 

 府内全域を対象に広報を行い、駐車場等の未利

用地への自家消費を目的とした太陽光発電設備

と蓄電池の導入を助成した。 

・助成件数：８件 

(2) 地域共生型再エネ導入支援事業 

  営農型太陽光発電の普及促進に向け、全市町

村を対象とした勉強会や事業計画の策定等を支

援するアドバイザーの派遣を実施した。 

(3) 太陽光発電初期投資ゼロ促進事業 

「０円ソーラープラットフォーム」を開設し、

事業チラシを市町村と連携して配布すること

で、広く府民と事業者のマッチングを図るとと

もに、府民の導入に対する助成を実施した。 

・助成件数：41件 

(4) スマート・エコハウス促進事業 

 府北部に本店のある信金や支店を有する銀行

など府内に支店のある６金融機関に御協力いた
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主要な方策 令和５年度実施状況 

だき、住宅用太陽光発電設備等の設置に対する低

利融資を実施した。 

・融資件数：27件 

地域の再エネ資源や既存建築物の屋根など、利

用されていない箇所を活用した地域共生型の

再エネ供給の仕組みづくりと府内企業等との

マッチングを促進 

◆地球温暖化対策総合戦略事業 

(1) 未利用地活用再生可能エネルギー導入促進

事業 

府内全域を対象に広報を行い、駐車場等の未

利用地への自家消費を目的とした太陽光発電設

備と蓄電池の導入を助成した。 

・助成件数：８件 

(2) 太陽光発電初期投資ゼロ促進事業 

 「０円ソーラープラットフォーム」を開設し、

事業チラシを市町村と連携して配布すること

で、広く府民と事業者のマッチングを図るとと

もに、府民の導入に対する助成を実施した。 

・助成件数：41件 

(3) スマート・エコハウス促進事業 

 府北部に本店のある信金や支店を有する銀行

など府内に支店のある６金融機関に御協力いた

だき、住宅用太陽光発電設備等の設置に対する低

利融資を実施した。 

・融資件数：27件 

産学公が連携し、水素などの新技術や３Ｒ技術

等の活用による地域課題解決を推進 

◆地球温暖化対策総合戦略事業 

(1) 水素エネルギー施策推進事業 

  水素社会の実現に向け、長田野工業団地にお 

いて、現地で製造した水素を巡回供給し燃料電

池フォークリフトで活用する地産地消の実証事

業を実施した。また、産業分野における水素利

活用の推進のため、府内事業者等を対象とした

水素セミナーを実施した。 

(2) 地域共生型再エネ導入支援事業 

 営農型太陽光発電の普及促進に向け、全市町村

を対象とした勉強会や事業計画の策定等を支援

するアドバイザーの派遣を実施した。 

 

◆資源循環京都モデル推進事業 

（産業廃棄物３Ｒ支援センター運営事業） 

(1) ゼロエミッションアドバイザー派遣事業 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

  府内排出事業者等からの産業廃棄物の減量・

リサイクルに係る相談に対し、専門的知識を有

するアドバイザーを派遣し、取組を支援した。 

・派遣回数：28回 

(2) 産業廃棄物３Ｒ情報等提供事業 

  産業廃棄物の減量・リサイクルに係る処理技

術や処理業者等の情報を排出事業者等に提供

し、取組を支援した。 

(3) ３Ｒ人材育成等支援事業 

  廃棄物情報冊子の作成・配布、大学生向けの

リサイクル施設視察支援や講義等により、産業

廃棄物の３Ｒに係る取組や意識向上を支援し

た。 

「京都府生物多様性センター（仮称）」を創設

し、自然環境の保全活動を通じた郷土愛の涵養

と都市・地域間交流の促進 

◆きょうと生物多様性センター事業 

京都の自然の恵みを守り、次世代につないでい

くため、府市協調により「きょうと生物多様性セ

ンター」を設置し、企業、研究機関、保全団体、

府民等のオール京都での生物多様性保全を推進

した。 

環境ＮＰＯ・研究機関・企業等と連携し、オー

ル京都で脱炭素化に一体的に取り組む組織づ

くりを推進 

◆きょうと生物多様性センター事業 

（生物多様性センター運営） 

府市協調により令和５年４月に「きょうと生物

多様性センター」の運営を開始し、多様な主体の

ネットワーク形成や保全活動における連携・協力

関係のコーディネート、次代を担う人材育成・情

報発信等を実施した。 

 

◆地球温暖化防止府民活動推進事業 

事業者、府民、環境 NPO等の多様な主体とのネ

ットワークを持ち、地球温暖化対策を担う中核

的支援組織として活動する京都府地球温暖化防

止活動推進センターと連携、協力し、府内全域の

小学校等への出前授業やイベントでの省エネ相

談といった啓発活動等を実施した。 

次代を担う子どもたちの豊かな感性を養い育

成する自然体験プログラムや環境学習を展開 

◆きょうと生物多様性センター事業 

（生物多様性センター運営） 

 府市協調により令和５年４月に「きょうと生物

多様性センター」の運営を開始し、多様な主体の
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主要な方策 令和５年度実施状況 

ネットワーク形成や保全活動における連携・協力

関係のコーディネート、次代を担う人材育成・情

報発信等を実施した。 

 

◆脱炭素化推進事業 

（WE DO KYOTO!府民運動推進事業） 

(1) 次世代を担う中学生に、気候変動問題につ

いて学習する機会を提供するため、府内全域

の中学校へ周知を行い、環境学習の動画を活

用したオンライン環境学習教室を開催。 

・参加者数：993 人 

(2)  次世代のリーダーを育成するため、府北部

の大学を含めた府内各地の大学生等を「WE DO 

KYOTO！ユースサポーター」として委嘱し、地

球温暖化防止に向けた普及活動を実施した。 

・委嘱者数：47人 
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「文化・スポーツ広域連携プロジェクト」の取組状況 

 

【概 要】 

「文化の力で世界に貢献する京都の実現」をめざし、各地域に効果を波及させるため、京

都の長年の歴史の中で培われてきた地域資源を生かしつつ、文化庁と連携して新たな価値を

創造するとともに、暮らしに根付いた文化やスポーツを通じ、新しい文化や交流を創造する

ことで人々の絆を核にした交流の好循環を起こす広域連携に府域全域で取り組む。 

 

【主な取組実績】 

 地域の文化やスポーツを活用して、地域間の交流を促進し、文化の都・京都の発信や京の

ジュニアスポーツアカデミー構想の推進などにより、交流の好循環を起こす広域連携に府域

全域で取り組んだ。 

 

【令和５年度実績】※８つの広域連携プロジェクトに掲げる主要な方策 

主要な方策 令和５年度実施状況 

北山エリア、京都文化博物館、府立郷土資料館

等を結んだ新たな文化・交流拠点づくりとネッ

トワーク化  

◆京都文化博物館展示機能強化事業 

府民の文化鑑賞機会を充実させるため、京都文

化博物館への国宝・重要文化財の展示に対応した

ケースの増設等により、展示環境を整備した。 

 

◆文化観光推進事業 

文化庁移転を契機に、府内各地の京都ならでは

の本物の文化を体験できる文化観光を推進する

ため、メディアと連携した情報発信を行った。 

 お茶の京都エリアと竹の里・乙訓エリアの社寺

等の情報発信 

・記事数：２社２本 

寺社等の文化資源を活用した観光誘客として 

スタンプラリーを実施した。 

  「知ってる？家康」 

  ・開催期間：令和５年７月７日～11月 26日 

  ・参加者数：761 人 

  「めぐり逢ひて、紫式部 其の壱」        

・開催期間：令和６年１月９日～３月 24日 

・プレゼント応募者：220人 

 大河ドラマゆかりの地の Web記事を作成・掲

載した。 

・Web 記事 ３本 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

 大河ドラマゆかりの地のパンフレットを作

成した。 

世界遺産である和食や日本人の伝統文化を支

える人材育成 

◆文化を担う人づくり事業 

（文化を未来に伝える次世代育み事業） 

 優れた専門講師を派遣し、質の高い、また各地

域に根ざした文化芸術を、学校や地域で体験・体

感できる機会を提供した。 

 ・小・中・高・特別支援学校等での芸術体験：  

87 件 

 ・地域の文化会館等での地域文化承継事業：  

10 件 

 

◆文化芸術発信強化事業 

 京都伝統文化の夢舞台の開催 

 ・場所：京都府丹後文化会館他 

 ・開催日：令和５年 11 月 11日 

 ・参加者数：432 人 

伝統産業や生活文化等に加えて、音楽や舞台芸

術などの様々な文化芸術を京都中で体験でき

る取組を集中的に開催 

◆「文化の都・京都」プロジェクト連携事業 

 「きょう ハレの日、」をテーマに、地域の

食文化の魅力発信や伝統芸能披露、伝統文化体験

等の様々な文化体験を実施するなど、年間を通し

府内各地で様々な文化の取組を実施した。 

(1)  文 化 庁 京 都 移 転 記 念 事 業 Opening 

Celebration 

 ・場所：ロームシアター京都他 

 ・開催日： 令和５年９月８日～９日 

 ・参加者数：19,200人 

(2) 京都・和食の祭典 2024～京の食文化発信～ 

 ・場所： 岡崎公園他       

 ・開催日：令和６年２月 24日～25 日  

 ・参加者数： 26,900人 

子どもたちがやりたいスポーツに取り組める

よう、「京のジュニアスポーツアカデミー（仮

称）」を創設 

◆京のジュニアスポーツアカデミー構想推進事

業 

府内全域の児童生徒のニーズや意向の調査の

ほか、府内各地域の新たなスポーツ環境の構築に

向けた検討会議を開催した。 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

◆部活動活性化体制構築推進事業 

(1) 学校部活動の校内業務を担う部活動指導員

を中学校及び府立学校に配置した。 

・配置人数 中学校：98人 

府立学校：47人 

(2) 地域スポーツ指導者を外部指導者として中

学校及び府立学校に派遣した。 

 ・派遣人数 中 学 校：62人 

              府立学校：52人 

(3) 拠点地域において地域で部活動を担うため

の課題整理に向けた実践研究を実施した。 

   ・実施地域：宇治田原町、精華町、福知山市

及び舞鶴市 

(4) 部活動地域移行の受け皿の整備・充実を図 

るため、府立高等学校を拠点とする開放型地

域クラブ設立に向け、組織体制の構築や競技

用具の整備など学校の環境整備支援を行っ

た。 

・実施校：２校 

プロスポーツチームと連携した交流事業やト

ップアスリートのプレーを身近に触れること

のできる機会の提供 

 

◆京のスポーツ・スタジアム夢づくり事業 

府内プロスポーツチームに所属するトップア

スリート等を招聘し、子ども達が様々な競技種目

をアスリートと体験できる交流会を実施した。 

・開催日：令和５年９月 30 日 

・場所：府立京都スタジアム 

・参加者数：小学生 約 2,800人 

 

◆スタジアムわいわい絆づくり推進事業 

(1) 京都サンガ F.C.ホームタウンと連携したに

ぎわいづくり試合前やハーフタイムに子ども

達によるダンスや楽器演奏のパフォーマンス

等のにぎわいづくり事業を実施した。 

・開催回数：11回        

・参加者数：810 人              

(2) 京都スタジアムのコンコースを活用したに

ぎわいづくり京都スタジアムのコンコースで

障害のある方々の絵画作品展等を実施した。 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

・開催回数：３回 

 

 

◆「京のスポーツ・夢バンク」登録者派遣事業 

 府ゆかりのトップアスリート等を府内の学校

等に派遣し、スポーツ体験教室や講演会等を通じ

て、子どもたちとの交流を図った。 

 ・開催回数：34件 

  ・参加者数：2,547人    
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「観光・交流広域連携プロジェクト」の取組状況 

 

【概 要】 

「交流と連携による活力ある京都の実現」をめざし、各地域に効果を波及させるため、京

都の多彩な魅力によって、観光客、研究者、ビジネスパーソンなど国内外から多彩な人材を

惹きつけ、地域の持つ課題や強みとマッチングすることで、広域的な新たな交流と連動した

地域づくりの活性化につなげる広域連携に府域全域で取り組む。 

 

【主な取組実績】 

 オープン工房・オープンファームなど新しい産業観光の推進やミニＭＩＣＥの誘致、地域

と連携して活動できる拠点の整備など、広域的な新たな交流と連動した地域づくりの活性化

につなげる広域連携に府域全域で取り組んだ。 

 

 

【令和５年度実績】※８つの広域連携プロジェクトに掲げる主要な方策 

主要な方策 令和５年度実施状況 

オープン工房・オープンファームなど新しい産

業観光の推進 

◆「食の京都」推進事業 

(1) 生産地エリアでの地域の食材を活かした魅

力向上 

生産地エリアでの地域の食材を活かした魅力

向上モデルを活用して、京都府内各地の食を中

心とした観光体験を紹介する動画を制作し、Web

で配信した。 

・動画数：４本 

(2) 「食の京都」の情報発信・誘客促進 

ア メディアツアーの開催 

 メディアを招待し、府域の「食」の魅力を実際 

に体験してもらうことで、理解促進及び認知度

向上を図った。 

(ｱ) 海の京都及び森の京都エリア 

      開催期間 令和６年２月８日～９日 

      参加者数 ６社６人 

      記 事 数 ６社８本 

(ｲ) お茶の京都及び竹の里・乙訓エリア 

      開催期間 令和６年２月 25日～26日 

      参加者数 ９社 13人 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

◆「食の京都」推進事業  

（｢食の京都｣情報発信拠点設置事業） 

京都市中央市場第一市場新水産棟内に府市協

調で｢食の京都｣の PR 拠点を設置し、オープニン

グイベント開催時に、府内各地の食材の物販イベ

ント等を実施した。 

・開催日：令和５年８月 12 日～８月 13日 

・内 容：府内産食材の物販イベント 

 

◆｢農・観｣連携地域コミュニティ応援事業 

（地域ブランディング推進事業（ソフト対策）） 

魅力ある地域資源を磨き上げ、地域を総合的に

ブランディングする取組を支援した。 

 事業実施地域に係る市町村 ：綾部市ほか１市 

事業実施地区数：        ２地区 

  事業費：           1,649,142 円 

   補助金：          1,600,000 

都市と田園が共存する強みを生かしたミニＭ

ＩＣＥの誘致 

◆ミニ MICE 等誘致促進事業 

 MICE 誘致の充実強化を図るため、公益財団法

人京都文化交流コンベンションビューローが実

施する府内各地への国際会議誘致活動や企業イ

ンセンティブツアー等の取組に対して助成した。 

   国際会議開催件数  180件 

   参加者数  109,562 人 

関係人口が地域と連携して活動できる拠点や

定期的に交流できる仕組みの構築 

◆「移住するなら京都」推進事業 

(1) 京都移住コンシェルジュの配置、京都府移  

住センター（移住相談窓口）の設置・運営 

  農山漁村地域への移住相談に対応するととも

に、オンラインセミナー等を実施し、移住希望

者と受入地域のマッチングを図った。 

・移住コンシェルジュの配置人数：５人 

・相談者数：           905 

・移住者数：            306世帯 616 

(2) 農山漁村地域への移住促進対策 

  空家改修支援等により、様々なニーズに対応

した移住者の受入を促進した。 

ア 移住促進住宅整備事業：      90件 

イ 空家流動化促進事業：       67件                
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主要な方策 令和５年度実施状況 

ウ 移住者起業支援事業：       16件 

エ 企業連携移住促進事業：      ４件 

オ 地域受入体制整備促進事業：    １件 

カ 移住者受入・活躍応援拠点整備事業： ２件 

キ 京のふるさと暮らし体験推進事業：  ４件

(3) 周知度アップによる移住検討者数増加 

  京都府の各地域に興味を持つきっかけとなる

情報の積極的発信等により、府内外の移住検討

者に対する京都府の周知度アップを実施した。 

ア 京都府移住情報サイト再構築・運営事業 

イ 京都府フェスティバルの開催 (実施日:令

和５年９月 30日 来場者 1,237 人) 

(4) 移住・定住へのフォローアップ 

  地域の特性に応じて移住者の受入とまちづく

りの両立を図る市町村の取組を支援するととも

に、地域の交流支援促進により地域への定住を

促進した。 

ア 「移住者受入・活躍応援計画」の策定（計画

策定市町村：亀岡市ほか６市町（８件）） 

イ アウトリーチ型マッチング事業 （参加者：

地域側 25人、都市部側 26 人） 

(5) 移住者の「職」への支援＋関係人口の取込 

 移住者や関係人口のニーズの多様化に対応し

た仕事づくり・交流による地域への定着を促進

するため、お試し就業支援事業として、移住後

の生活体験が可能なインターンシップや地域

企業との交流等により、地域への就業・定着促

進を支援した。 

 (受入企業数 ５社 参加者数 延べ 21名) 
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「京都府北部地域連携都市圏広域連携プロジェクト」の取組状況 

 

【概 要】 

京都舞鶴港や高速道路網の基盤整備を進めるとともに、豊かな自然環境や産業集積地が共

存する強みを生かした産業拠点の形成を図り、コミュニティが連携・協働する、職住一体型

の生活圏をめざした取組を続ける。また、京都府北部地域連携都市圏における広域観光を促

進するため、観光や地域づくり分野において海の京都ＤＭＯを核にした市町との連携を進め

るとともに、地域を支える人材の育成や流入、資源の水平リサイクルなど、協議会の新たな

取組とも協働し、政策間連携の更なる深化をめざす。 

 

【主な取組実績】 

 地域における脱炭素、資源の水平リサイクル等の取組と連携するサステナブル産業の集積

拠点の形成や首都圏及び阪神圏を見据えた広域観光の推進を図るなど、京都府北部地域にお

ける広域連携を進めた。 

 

【令和５年度実績】※８つの広域連携プロジェクトに掲げる主要な方策を掲載 

主要な方策 令和５年度実施状況 

世界最高レベルのシルクと染めの技術を活用

したテキスタイル産地の形成 

◆伝統産業産地再構築事業 

 コロナ禍を契機に、長年の課題であった産地

の構造改革を推進するため、令和３年度に設置し

た｢シルクテキスタイル・グローバル推進コンソ

ーシアム」を核として、西陣織・京友禅・丹後織

物の３産地が連携し、新たなマーケット開拓と産

地を支える生産体制の再構築を図った。 

(1) 新たなマーケット開拓 

ア 建材・インテリア市場参入支援 

京都のテキスタイル技術を活かした商品づく

りによる建材・インテリア市場への参入を支援

した。 

・支援企業数 15社 

イ 高級ファッション市場参入支援 

(ｱ) ミラノウニカ等商談会出展 

     商談会出展に向けた海外貿易基礎講座や 

伴走支援等を実施した。 

     ・ 出展企業数：５社 

(ｲ) 京友禅サリーの販路開拓支援 

  丹後ちりめんに京友禅の技術をあしらっ 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

たインドの民族衣装「サリー」をインド・

在日インド人の富裕層向けに展開するた

め、販路開拓を支援した。 

(2) 産地の生産体制の再構築 

 丹後・西陣産地における希少部品確保の取 

組等の実施により、持続可能な産地づくりを推

進した。 

 

◆伝統産業産地振興拠点創出事業 

 海外展開等の新規マーケット開拓や新商品開

発等を総合的に支援することで、世界から注目さ

れるテキスタイル産地の形成や新事業の創出を

促進した。 

(1) テキスタイル創造開発プログラムの実施 

  国内外のデザイナーやアーティストなどのク

リエイティブ人材と染織産地が協力して行う、

高級ファッションやインテリア・建材市場など

をターゲットとした新たな発想や感性による商

品開発を支援した。 

(2) 海外マーケットへの展開支援 

   上海｢KYOTO HOUSE」等での新たなビジネス展

開に取り組むとともに商談会を開催した。 

・買取実現事業者数：107 事業者  

    ・買付額：  47,495,216 円 

(3) 「Kyo-Densan-Biz」を核とした総合支援 

 令和４年度に開設した「Kyo-Densan-Biz」のコ

ーディネーターが、京都の伝統産業事業者の成

長・発展を総合的にサポートした。 

(4) 新事業展開のための新商品開発等に対する 

助成 

  伝統産業事業者のグループに対して、国内外 

のマーケットニーズに応じた新商品開発や販路 

開拓等に要する経費を支援した。 

・交付件数：  ７件 

   ・交付額：17,214千円 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

地域における脱炭素、資源の水平リサイクル等

の取組と連携するサステナブル産業の集積拠

点の形成 

◆宮津エネルギー研究所跡地の活用について、サ

ステナブル産業の企業集積地（サステナブルパー

ク）を目指し、土地所有者の関西電力と地元の宮

津市とともに、当該土地の活用に向けた勉強会を

参加企業を募って実施。 

第１回（R5.5.31）現地見学・サステナブルパー

ク構想の共有 

協議会と連携した産学公連携コンソーシアム

の設立と人材育成、産業のステップアップ 

◆北部産業活性化推進事業 

 「北部産業創造センター」及び「丹後・知恵の

ものづくりパーク」を核に、北部地域における中

小企業の技術の高度化やものづくり人材の育成、

新分野展開に向けた取組等を支援することによ

り、北部地域の産業振興を推進する。 

(1) 北部産業創造センター推進事業 

  中丹地域をはじめとする北部ものづくり企業

の活性化を図るため、「北部産業創造センター」

において、中小企業の技術力の強化・高度化へ

の支援を実施した。 

・企業相談実施数：399件 

・各種機器の貸付：870件 

・各種機器及び技術開発に関する中小企業向

けセミナーの開催：38回 延べ 996人 

(2) 北部産業活性化拠点・京丹後推進事業 

  丹後地域の地場産業の一層の成長と次世代の

産業振興を図るため、「丹後・知恵のものづくり

パーク」において、ものづくり人材の育成・確保

や中小企業の総合支援を行い、丹後地域をはじ

めとする北部地域の産業振興を推進した。  

ア 京都・丹後ものづくり等人材育成推進事業 

  地域企業の課題を解決するための技術・経営

相談、機器の貸付及びものづくり技術者の育成

とその高度化のための各種人材育成研修等を

実施した。 

  ・企業相談実施数：5,417 件 

  ・各種機器の貸付：2,151 件 

  ・各種機器及び技術開発に関する中小企業向   

けセミナーの開催：37回 延べ 1,124人 

(ｱ) 丹後基盤技術担い手育成事業 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

工作機械基礎セミナー等： 

22 講座 延べ 396 人 

(ｲ) 研修実施支援事業 

    生産性向上セミナー等: 

９講座 延べ 381 人 

(ｳ) 人材確保・流入促進事業 

  ものづくり基礎技術習得研修等 ： 

   ６講座  延べ 347人 

イ 丹後・知恵のものづくりパーク運営費等補

助金 

  拠点の管理運営及び人材育成会議等に要す

る経費について、運営主体である公益財団法人

京都産業 21 に対して助成した。 

福知山、綾部の工業団地をはじめ、地域産業を

支える北部物流拠点群の形成 

◆京都産業立地促進事業 

（京都産業立地戦略 21特別対策事業） 

 地域特性に応じた企業誘致を促進するため、企

業の施設整備や地元雇用に対して助成した。 

・交付企業数：        33企業 

  ・交付額：      1,469,770千円 

  ・投下固定資産額： 125,530,249千円 

    ・新規府内常用雇用者数： 1,009人 

（伝統と文化のものづくり産業振興補助事業） 

 伝統と文化のものづくり産業の集積や、府内で

の新規企業立地を促進するため、企業の施設整備

や地元雇用に対して助成した。 

  ・交付企業数：       ４企業 

  ・交付額：     40,123千円 

  ・投下固定資産額：165,862千円 

    ・新規府内常用雇用者数 ：５人 

（企業立地促進開拓員設置運営事業） 

 企業情報の収集、戦略的な企業誘致を促進する

ため、本社機能が集中する首都圏に企業立地促進

開拓員を設置し、企業訪問等の誘致活動を実施し

た。   

  ・新規訪問企業数：284 社 

  ・延べ訪問企業数：320 社 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

首都圏及び阪神圏を見据えた広域観光の推進

（文化・観光拠点の設置、公共交通機関との連

携強化） 

◆地域公共交通利用・府域周遊促進モデル事業 

観光地の過度な混雑の解消や環境への配慮に

より、「持続性の高い観光」を実現するため、公

共交通機関を利用した府域周遊を促進するとと

もに、「もうひとつの京都」及び「とっておきの

京都」の観光スポットを、公共交通機関を使って

周遊する「京都名所周遊交通デジタルスタンプラ

リー」を実施した。 

・開催期間：令和５年 11月 18日～ 

令和６年１月 31日 

・参加者数：1,341 人 

 

◆地域文化活動振興事業                                    

 ・地域文化振興プログラム等の実施                    

   福知山市、宇治市、宮津市                   

  （令和５年 10 月８日～令和６年２月 18日）  

医療機関間の機能分担と連携強化による持続

可能な医療提供体制の確保 

◆総合医師確保対策事業 

（周産期医療ネットワーク基盤整備事業） 

 医師偏在、診療科偏在の課題がある中で、どこ

でも安心・安全に分娩できるよう、妊産婦の患者

情報を共有するための妊産婦モニタリングシス

テムを導入する分娩取扱医療機関を支援した。 

  ・補助対象医療機関：14医療機関 

（遠隔病理診断システム構築事業） 

 医師偏在、診療科偏在の課題がある中で、がん

診療において極めて重要な役割を担う病理診断

の結果を共有するための遠隔病理診断システム

を導入する医療機関を支援した。 

  ・補助対象医療機関：３医療機関 

 

◆新興感染症対策強化事業 

 新興感染症への迅速な転用が可能な施設・設備

整備を行う病院を支援するとともに、感染症に関

する知識及び技術を身につけた看護師等を養成

した。 

  ・補助対象病院：１病院 

  ・養成人数：138人 



119 

 

主要な方策 令和５年度実施状況 

◆循環器病対策事業 

 病気のステージに応じた切れ目のない循環器

医療体制構築のため、各医療機関の機能（役割）

を整理し、効率的な連携体制について検討を行っ

た。 
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「南丹地域スポーツ＆ウェルネス＆ニューライフ広域連携プロジェクト」の取組状況 

 

【概 要】 

府立京都スタジアムや京都トレーニングセンター等との連携を進め、地域の豊かな自然も

生かした日本有数のスポーツ健康エリアとしての基盤を生かし、地域の各大学とも協働した

スポーツ＆ウェルネスの産学公実証を核にした地域づくりを進める。産業拠点や大学が地域

に集積するとともに、自然や食も豊富である地域が隣接することを生かし、双方の良さを取

り込んだ生活ができる地域の実現を目指す。 

 

【主な取組実績】 

 南丹地域のスポーツ施設等との連携を進め、スポーツや食、癒しによる健康長寿づくりの

先進モデル地域づくり、産学公連携によるスポーツ＆ウェルネスの実現に向けた実証と人材

育成などを促進した。 

 

【令和５年度実績】※８つの広域連携プロジェクトに掲げる主要な方策 

主要な方策 令和５年度実施状況 

スポーツ、食や癒やしによる健康長寿づくりの

先進モデル地域づくり  

◆南丹市・京丹波町全体を「森のホテル」と捉え、

域内の宿泊施設、観光施設、飲食店と連携し、森

の京都ならではの価値の高い癒しのひとときを

提供するウェルネスツーリズムを商品化し、イン

バウンド向けに販売。 

産学公連携によるスポーツ＆ウェルネスの実

現に向けた実証と人材育成 

◆南丹地域のスポーツ拠点を核に、京都府のスポ

ーツやウェルネス（心と体の健康）、フードテッ

クに関する様々な社会課題をテーマに、関連する

多くの企業や大学・金融機関等との連携を図るた

めのヒアリングを実施するとともに、幅広く情報

交換、意見交換を行う交流会を府立京都スタジア

ムにおいて開催。 

スポーツ＆ウェルネス、フードテック産業など

クロス産業集積エリアの創出 

◆南丹地域のスポーツ拠点を核に、京都府のスポ

ーツやウェルネス（心と体の健康）、フードテッ

クに関する様々な社会課題をテーマに、関連する

多くの企業や大学・金融機関等との連携を図るた

めのヒアリングを実施するとともに、幅広く情報

交換、意見交換を行う交流会を府立京都スタジア

ムにおいて開催。 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

都市生活と田園生活がそれぞれ味わえる生活

圏の創造 

◆「移住するなら京都」推進事業 

(1) 京都移住コンシェルジュの配置、京都府移

住センター（移住相談窓口）の設置・運営 

 農山漁村地域への移住相談に対応するととも

に、オンラインセミナー等を実施し、移住希望者

と受入地域のマッチングを図った。 

・移住コンシェルジュの配置人数：５人 

   相談者数：           905 

   移住者数：           306 世帯 616 

(2) 農山漁村地域への移住促進対策 

 空家改修支援等により、様々なニーズに対応し

た移住者の受入を促進した。 

ア 移住促進住宅整備事業：      90件 

イ 空家流動化促進事業：       67件                

ウ 移住者起業支援事業：       16件 

エ 企業連携移住促進事業：      ４件 

オ 地域受入体制整備促進事：     １件 

カ 移住者受入・活躍応援拠点整備事業：２件 

キ 京のふるさと暮らし体験推進事業： ４件 

(3) 周知度アップによる移住検討者数増加 

 京都府の各地域に興味を持つきっかけとなる

情報の積極的発信等により、府内外の移住検討者

に対する京都府の周知度アップを実施した。 

ア 京都府移住情報サイト再構築・運営事業 

イ 京都府フェスティバルの開催 (実施日:令

和５年９月 30日 来場者 1,237 人) 

(4) 移住・定住へのフォローアップ 

 地域の特性に応じて移住者の受入とまちづく

りの両立を図る市町村の取組を支援するととも

に、地域の交流支援促進により地域への定住を促

進した。 

ア 「移住者受入・活躍応援計画」の策定（計画

策定市町村：亀岡市ほか６市町（８件）） 

イ アウトリーチ型マッチング事業 （参加者：

地域側 25人、都市部側 26 人） 

(5) 移住者の「職」への支援＋関係人口の取込 

 移住者や関係人口のニーズの多様化に対応し

た仕事づくり・交流による地域への定着を促進す
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主要な方策 令和５年度実施状況 

るため、お試し就業支援事業として、移住後の生

活体験が可能なインターンシップや地域企業と

の交流等により、地域への就業・定着促進を支援

した。 

 (受入企業数 ５社 参加者数 延べ 21名) 
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「京都府南部イノベーションベルト広域連携プロジェクト」の取組状況 

 

【概 要】 

産業、大学・教育機関や研究機関が集積する強みを生かして、イノベーションの相乗効果

により新たな産業や価値を生み出し、京都の成長エンジンとなる地域をめざす。新たな国土

軸である新名神高速道路やアクセス道路の整備を着実に進めるとともに、人流・物流の核と

して各地域の取組との連携も強化する。 

 

【主な取組実績】 

産業創造リーディングゾーンにおける京都府南部地域の産業、大学・教育機関や研究機関

が集積する強みを生かし、新たな産業や価値を生み出し、京都の成長エンジンとなる地域を

めざして拠点整備や連携強化を図った。 

 

【令和５年度実績】※８つの広域連携プロジェクトに掲げる主要な方策を掲載 

主要な方策 令和５年度実施状況 

多くの大学や、日本を代表する企業が集積する

強みを生かし、京都の文化を生かしたアートと

テクノロジーが融合した産業や人材の育成 

◆アート＆テクノロジー・ヴィレッジ推進事業 

海外の企業・大学等との相互交流・連携を促進

するグローバル拠点として令和 5 年 10 月 31 日

に施設を開設。入居企業等や国内外の企業・大学

等との連携や商品・サービスの開発等を支援し

た。 

(1) 拠点の開設 

ア オープニングイベントの実施（延べ 3,300

名程度参加） 

   <主な内容> 

     オープニングセレモニーや地元団体による 

交流イベント、入居企業の取組紹介やドロー

ン 体 験 、 音 楽 イ ベ ン ト ｢ OYAMAZAKI 

ARTFES2023｣などを実施。 

イ 備品等の整備（スタジオや看板等） 

(2) 産学公連携によるテーマ別部会の設置 

（計７回開催） 

  子どもの能力開発部会、ロボティクス部会、

フェムテック部会の３部会 

(3) 企業等との取組によるマッチングの促進 

ア 企業サイトへの入居促進（５区画契約） 

 イ スタートアップ関係者との交流  

 ・京都やましろ企業オンリーワン倶楽部 など 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

 

◆けいはんなオープンイノベーションセンター

活用推進事業 

(1) KICKへのプロジェクト等の集積を促進する

ため、国内外の研究者をはじめ企業や大学等に

対するプロモーションを実施した。 

・プロジェクトの集積数：25 件 

(2) KICKについて、公益財団法人京都産業 21へ

の無償貸付を行い、その管理運営を助成すると

ともに、現行機能の維持・回復に必要な修繕等

を実施した。  

 

◆京都スマートシティエキスポ 2023・国際シン

ポジウム開催事業 

スマートシティの推進を軸に、文化と学術研究

が融合したまちづくりを促進した。 

・京都スマートシティエキスポの開催 

 出展企業数：      112 社 

 ビジネスマッチング件数：42件 

 来場者：      12,500 人 

関西文化学術研究都市等の研究機関と連携し、

新名神周辺エリアで、ゼロエミッション、自動

走行などの先端技術を盛り込んだ近未来都市

を形成 

 

◆京都スマートシティエキスポ 2023・国際シン

ポジウム開催事業 

 スマートシティの推進を軸に、スタートアップ

企業の集積・交流を通じ、文化と学術研究が融合

したまちづくりを促進した。 

・京都スマートシティエキスポの開催 

 出展企業数：      112 社 

 ビジネスマッチング件数：42件 

 来場者：      12,500 人 

 

◆先行して開発が予定される基幹物流施設など

の事業者と意見交換を進めるとともに、中間エリ

ア（新名神高速道路以南の今後の開発予定地）の

検討について、11 月に城陽市が国交省のサウン

ディング調査に参加。 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

新たな「食」関連産業の育成・発展を図る「フ

ードテック構想」の拠点整備 

◆京都スマートシティエキスポ 2023・国際シン

ポジウム開催事業 

 スマートシティの推進を軸に、フードテック企

業の集積・交流を通じ、文化と学術研究が融合し

たまちづくりを促進した。 

・京都スマートシティエキスポの開催 

 出展企業数：      112 社 

 ビジネスマッチング件数：42件 

 来場者：            12,500 人 

世界トップクラスのバイオ・電池等のテクノロ

ジーの集積を生かした、脱炭素関連企業の共創

の場の創設 

◆ZET-valley 推進事業 

(1) ZET-valley 先導拠点調査検討 

 脱炭素関連技術を組み合わせた共創プロジェ

クトを創出するオープンイノベーション拠点と

して必要な機能、設備等を検討した。 

ア 先導拠点の基本構想について検討する勉強

会の開催 

・開催回数：  ２回 

  ・参加者数：各 12 人（向日市、西日本旅客

鉄道株式会社、株式会社京都銀行） 

イ 府内の大企業や大学、自治体関係者等に対

する取組状況報告会の開催 

  ・開催回数： ２回（うち１回オンライン） 

  ・参加者数：73 人 

(2) 脱炭素技術の共創プロジェクト創出 

ア 「ZET-summit」の開催 

  国内外の脱炭素関連スタートアップ企業と

大企業等との交流や、産学公の関係者が一堂に

会して京都のまちづくり・地域産業への技術導

入に向けた提案・検討等を行う場として「ZET-

summit」を開催した。 

  ・参加者数：2,507人 

  ・マッチング数：126件 

イ 「ZET-college」の開講 

  いくつもの学問分野、産業分野にまたがる脱

炭素の課題を総合的な知見及び柔軟な発想で

解決できる人材を育成する「ZET-college」を

開講した。 

  ・開催回数： ２回（オンライン） 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

  ・参加者数：234人 

映画・ゲーム・アニメ・マンガ関連企業が集積

するという世界でも珍しい京都の魅力を生か

した、メタバース時代をリードするコンテンツ

産業の育成 

◆京都クロスメディアパーク整備事業 

(1) 産学連携拠点整備事業 

 人材育成・技術承継・産学共同研究開発・中小

ベンチャー育成支援等の機能をあわせ持つ一大

メディア産業拠点である「京都クロスメディアパ

ーク」の形成に向け、産学連携による事業実施や

新産業創出のための情報交換等を行った。 

・令和５年５月２日～７月 16 日  

・学生ゲームジャム 67校 264人参加 

(2) クロスメディアクリエイター人材育成事業 

 映画・映像、ゲーム等のクリエイターの制作活

動支援等を通じて、コンテンツ産業を担う若手ク

リエイターの育成事業を実施した。 

・育成人数：74人 

ア KYOTO CMEX 2023開催事業 

京都が持つポテンシャルを国内外に発信する 

とともに、クリエイターの国際的な交流、次世

代のコンテンツ産業を支える人材育成等を推進

するため、オール京都のコンテンツ振興イベン

トを開催した。 

・開催時期：令和５年６月～令和６年３月 

・開催場所：東映京都撮影所、松竹撮影所、 

            京都文化博物館、オンラインほか 

 ・参加者数：2,854,319 人 

イ 京都太秦シネマフェスティバル開催事業 

   太秦を基盤とした「コンテンツコミュニテ 

ィ」の形成を図るため、歴史創作コンテンツフ

ァンが集い交流するイベントや子ども映画製

作ワークショップ等を実施した。 

   ・開催時期：令和５年 11 月５日、 

11月 18日～11月 19日 

   ・開催場所：東映太秦映画村  

   ・参加者数：4,918 人 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

ウ  BitSummit Let‘s Go!! 

  日本のインディーゲームを京都から世界に発 

信するため、オンラインによる出展作品の試遊 

体験及び開発者等との交流ができる展示・交流 

会を開催した。 

 ・ 開催時期：令和５年７月 14日～７月 16日 

  ・開催場所：京都市勧業館「みやこめっせ」、 

       オンライン 

 ・参加者数：23,789名   

・視聴回数：2,270,582回 

(3) 国際ネットワーク形成事業  

  京都ヒストリカ国際映画祭において国内外の

関連する取組との連携強化及びネットワーク形

成を図り、多彩なゲストによる上映作品の解説

等を行うとともに、東京国際映画祭やヴェネチ

ア国際映画祭と連携したマスターズセッション

を実施した。 

・開催時期：令和６年 1月 23 日～1月 28日 

・開催場所：京都文化博物館、オンライン 

・参加者数：1,529 人 

(4) 映像産業等による府内活性化事業 

   コンテンツの活用による地域活性化と他産業 

への波及促進を図るため、「ロケスポット京都」

運営事業においてオール京都体制で府内ロケ地

の情報を一元的に発信した。 

・ロケ地登録数：500件 

(5) 京都デジタルアミューズメントアワード事  

  業 

 次代を担う若手コンテンツクリエイター等を

表彰し、今後の制作活動を奨励するとともに、

優れた才能を有する若手コンテンツクリエイタ

ーを京都から世界に発信した。 

 ・受賞作品： 

京都デジタルアミューズメントアワード大

賞１件 

   京都デジタルアミューズメントアワード賞

２件 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

◆太秦メディアパーク共創拡大事業 

（1）太秦メディアパーク調査検討 

 コンテンツ関連企業と異業種との交流・共創・

実証に向けて、「メタバース検討会・メディ

パーク研究会」を開催し、集積企業のラボ、

社会実装まで完結できるメディアパークの

具体化に係る調査検討を実施した。 

・開催時期 令和６年３月７日 

・開催場所 ホテル日航プリンセス京都 

・参加者数 33人 

（2）融合プロジェクト創出、クリエイター人材

育成 

 コンテンツ関連企業とメタバース等の最新技

術との融合プロジェクトの創出・実証やクリ

エイター等の人材の育成を実施した。 

ア 太秦メディアパーク共創プロジェクト商

品開発セミナー  

・開催時期：令和６年３月７日 

・開催場所：ホテル日航プリンセス京都 

・内容：株式会社ＮＨＫエンタープライズ等

を招いた商品化講座の開催 

・参加者数：26人 

イ 次世代クリエイター育成事業「キッズプロ

グラミングカレッジ」  

・開催時期：令和６年３月 23 日 

・開催場所：北部産業創造センター 

・内容：同志社大学の学生が小学生にプログ

ラミングを教えるイベントの開催 

・参加者数：19人   

ウ クリエイティブサウンド京都事業    

・開催時期：令和６年３月 16 日、17日 

・開催場所：イオンモール京都 

・内容：音声の新技術を活用した実証実験イ

ベントの開催 

・参加者数：延べ 503人 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

北山エリアの整備、大学連携等による他地域と

の人流促進 

 

◆北山エリア整備関連事業 

(1) 各施設の整備内容や事業手法の調査・検討

を実施した。 

(2) 専門家会議を開催した。 

(3) 北山エリア全体の整備内容の周知・理解促

進を実施した。 

 

◆学生とともにのばす京都プロジェクト事業 

(1) 京都府地域共創大学連携会議の運営 

大学の「知」と学生の「力」を結集し、「あた

たかい京都づくり」を目指すための取組につい

て、大学と連携して実施する共同事業の成果報

告会を開催することにより、大学との連携強化

に取り組んだ。 

(2) 大学・学生との共同事業の実施 

学生の活躍が見込まれる府政分野において府

と大学等で共同事業を実施した。 

・補助事業名：学生とともにのばす京都プロジ

ェクト共同事業費補助金            

 ・事業数：31     

 ・補助金：19,106,000 円 
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「グレーターけいはんな広域連携プロジェクト」の取組状況 

 

【概 要】 

関西文化学術研究都市への研究機関等の集積を生かし、世界の最先端研究と交流する、オ

ープンイノベーションの起こり続ける都市づくりをめざす。関西文化学術研究都市に隣接し、

豊かな自然に恵まれ「ゆとりの生活空間・癒やしの空間」である相楽東部と関西文化学術研

究都市との連携を先行して推進することで、「未来技術が実装された都市と田園の共存する

地域」のモデルをめざし、関西文化学術研究都市区域の拡張や成果の府域展開につなげる。 

 

【主な取組実績】 

関西文化学術研究都市への研究機関等の集積を生かした都市づくりを進め、新たなイノベ

ーションの創出への取組や相楽東部地域における複合的な政策間連携の推進などを進めた。 

 

【令和５年度実績】※８つの広域連携プロジェクトに掲げる主要な方策を掲載 

主要な方策 令和５年度実施状況 

関西文化学術研究都市における高次研究機関

の集積を生かし、地域の人々が幸福を感じる

「サステナブルスマートシティ」の実現をめざ

した新たなイノベーションの創出  

◆スマートけいはんな活動強化事業 

中小企業等の最先端技術を活用してスマート

社会を推進するため、新たな技術連携に向けた支

援や自動運転等の実証環境を強化した。 

(1) 中小企業等を新たに加えた連携体制の構築 

ア データ利活用推進のための京都ビックデ

ータ活用プラットフォームの機能強化 

  ・データ統合・連携基盤のサンプルデータ数：   

67 件 

イ コーディネータによるスマート関連技術 

の実装化支援 

(2) 中小企業等の参画を促す新たな支援制度の 

創設 

中小企業等のスマートけいはんなプロジェク

トへの参画に伴う技術実証に対して助成した。 

・交付件数：4件 

・交付額：10,016 千円 

 

◆ビッグデータ活用推進事業 

(1) 「京都ビッグデータ活用プラットフォーム」

において、課題を共有するコミュニティや実

証・事業化に向けたワーキンググループ活動へ

の支援及びセミナー等を実施した。 
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主要な方策 令和５年度実施状況 

・全体会議開催回数：２回 

・参加者数：      1 2 9人 

・セミナー開催回数：１回 

・参加者数：    5 1 人 

・コミュニティ支援数：６グループ 

・実証・事業化ワーキングループ支援数：５件 

(2) 健康データや移動データなどの複数分野の 

データを連携・活用するためのデータ連携基 

盤を運用し、健康促進・消費促進等を図るスマ

ートライフサービスを提供した。 

 

国内外のオープンイノベーション拠点やスタ

ートアップ企業等との連携によるオープンイ

ノベーションの促進 

◆京都スマートシティエキスポ 2023・国際シン

ポジウム開催事業 

スマートシティの推進を軸に、スタートアップ

企業の集積・交流を通じ、文化と学術研究が融合

したまちづくりを促進した。 

・京都スマートシティエキスポの開催 

  出展企業数 112社 

  ビジネスマッチング件数 42件 

  来場者 12,500 人 

都市と田園が共存するエリアでの新たなライ

フスタイルを取り入れた、企業・起業家・ベン

チャー等の誘致促進 

◆京都スマートシティエキスポ 2023・国際シン

ポジウム開催事業 

 スマートシティの推進を軸に、スタートアップ

企業等の集積・交流を通じ、文化と学術研究が融

合したまちづくりを促進した。 

 

・京都スマートシティエキスポの開催 

 出展企業数 112 社 

 ビジネスマッチング件数 42件 

 来場者 12,500 人 

相楽東部地域における複合的な政策間連携の

推進 

◆スマートけいはんな活動強化事業 

 中小企業等の最先端技術を活用してスマート

社会を推進するため、新たな技術連携に向けた

支援や自動運転等の実証環境を強化した。 

(1) 中小企業等を新たに加えた連携体制の構築 

ア データ利活用推進のための京都ビックデ

ータ活用プラットフォームの機能強化 

  ・データ統合・連携基盤のサンプルデータ数：   
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主要な方策 令和５年度実施状況 

67 件 

イ コーディネータによるスマート関連技術 

の実装化支援 

(2) 中小企業等の参画を促す新たな支援制度の

創設 

中小企業等のスマートけいはんなプロジェク

トへの参画に伴う技術実証に対して助成した。 

・交付件数：4件 

・交付額：10,016 千円 

 

◆ビッグデータ活用推進事業 

(1) 「京都ビッグデータ活用プラットフォーム」

において、課題を共有するコミュニティや実

証・事業化に向けたワーキンググループ活動へ

の支援及びセミナー等を実施した。 

・全体会議開催回数：２回 

・参加者数：      1 2 9人 

・セミナー開催回数：１回 

・参加者数：    5 1 人 

・コミュニティ支援数 ６グループ 

・実証・事業化ワーキングループ支援数：  

５件 

(2) 健康データや移動データなどの複数分野の

データを連携・活用するためのデータ連携基盤

を運用し、健康促進・消費促進等を図るスマー

トライフサービスを提供した。 

きづ川アクティビティパークの整備推進 

◆ 地域振興計画推進費 

（相楽東部未来づくり推進事業） 

「京都きづ川アクティビティキャンペーン」の

開催等により、周辺の都市部からの交流人口、関

係人口の拡大を支援した。また、地域における収

益事業の展開を促進するため、笠置山、茶畑景観

等を案内するガイド、カヤックのインストラクタ

ーなど、地域の観光産業を支える担い手の養成を

支援した。 

・京都きづ川アクティビティキャンペーン参

加者：約 1,350人 
 

 


